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第 1章 序論 
 
1.1 背景 
 船舶運航者にとって、離着桟操船や狭水道航行時、または瀬取り(STS：Ship to Ship 船舶が互い
に接舷して積荷を移設する作業)といった、大型船への正確な位置情報の提供が必要とされる場面で
は、GPS(全地球測位システム：Global Positioning System 以下、GPS)の示す正確な位置情報は安
全運航に有益な情報といえる。昨今、GPS/GNSS(全地球航法衛星システム：Global Navigation 
Satellite System 以下、GNSS)による衛星測位は技術発展が進み、数 cm 以内の測位精度を達成す
る。自動車や航空機は運転者や操縦士の特性を踏まえた上で、高精度な GPSの情報を活用した自動走
行システム(1)やオートパイロット(2)の実証が進んでいるといえる。船舶においても無人船(3)の研究は
行われているが、船舶運航者の特性を踏まえた自動運航の実証は進んでいるとはいえない。また、
GPS/GNSS による高精度測位の利用に関する先行研究の多くは自動車(4)や農業(5)分野といった陸上を
フィールドとしており、海上での GPS/GNSS の高精度化に向けた研究は極めて少ない。海上における
高精度測位の利用例として、海上ブイがあげられる。海上ブイは、波浪や潮位を計測できるため、海
面変動を計測する目的として日本沿岸に整備が進められている(6)。東日本大震災では、海上ブイの計
測結果が津波警報の更新に役立ったという報告(7)もあり、海面変動計測は防災・減災や環境問題の観
点からも注目されている(8)(9)。しかし、海上に建設するため建設費用・期間、電源確保および保守整
備などに課題がある(10)。海上ブイを建設する際は、事前に GPS/GNSSの高精度測位に必要となる基準
点からの信号の受信可否を調査してから建設することができるため、基準点を利用した高精度測位
が可能である。一方、船舶において、航行海域はそれぞれ異なり、一様ではないため、基準点からの
信号を受信できるとは限らない。船舶が海上ブイの機能の一部を持ち合わせることができれば分析
データの増加が見込め、より高精度な海面変動計測につながり、防災・減災対策の実現が期待できる。
本研究においては、第 5章で海上における高精度測位の利用例として、湾内に錨泊している船舶を対
象とした防災・減災対策についての提案を行った。湾内に錨泊している船舶を対象とした防災・減災
対策に関する検討は、湾内に錨泊していた船舶を対象として、地震の感知の有無、津波第 1報の入手
の有無、錨泊船が退避行動を取り、避難できたかどうかなどについて、地震・津波体験をふまえた船
長へのアンケートを行ったという程度であり、十分とはいえない(11)。地震を感知し自ら避難行動を
開始した船舶は 27%にとどまり、避難行動をすぐに開始しなかった理由として、避難の必要はないと
思ったという回答が 75%に上る。しかし、津波の第 1報を得れば、避難を開始する船舶は 20%増加す
るというアンケート結果も存在する(11)。そこで、湾内に錨泊している船舶が津波警報の第 1 報に代
わるようなきっかけを得ることができれば、迅速かつ安全に船舶の避難行動を行うことが可能であ
ると考える。すなわち、船舶自身が高精度な海面変動を計測することができるようになれば、錨泊中
の船舶を対象とした防災・減災対策の実現にも期待できる。本研究では、高精度測位において、基準
点に依存しない PPP(高精度単独測位：Precise Point Positioning 以下、PPP)に着目している。船
舶を用いた PPPについての研究は既に行われている(12)(13)。先行研究では、単独測位の誤差(1σ)を 1m
以内まで低減させるためにすべき事柄をまとめ、実際のデータを利用して単独測位の高精度化の可
能性について検証した(12)事例が存在し、東京海洋大学所有の「やよい」により、東京湾を航行時のデ
ータの検証結果が報告されている。また、航行中の測量船で収録した KGPS データを使用して IT と
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PPP により解析(13)を行った事例も存在する。しかし、湾内に錨泊している船舶に対する検討や単独測
位の高精度化を活用した船舶での応用例についての検討は十分とはいえない。 
 
1.2 研究の流れ 
 本論文の流れを各章の順で簡単に説明する。 
 
 まず、第 2 章では、GNSS の測位方式と PPPの測位原理について説明する。GNSS の測位方式の概要
に始まり、PPP測位で使用する精密暦や測位モデルについて、実データを交えながら紹介する。搬送
波位相を使用しない擬似距離ベースの PPPについても言及する。 
 
 第 3 章では、GNSS 測位の高精度化に対する船舶運航者の意識をアンケートにより調査したので、
その結果を報告する。船舶運航者の高精度測位に対する意識を調査することにより、GNSS による高
精度測位の海洋利用がどのような場面に応用できるか分析することが、本調査の目的である。本調査
では、船長や航海士を対象として実施したアンケート調査の項目を示すとともに、アンケート結果か
らみられた船舶運航者の高精度測位に対する意識を考察し、船舶運航者をサポートする海洋利用シ
ステムについて検討した。 
 
 第 4 章では、高精度な海面変動の計測が必要となる海上ブイの代替またはデータ補間および船舶
による防災・減災対策を目的とした新たな応用提案の可否を判断するため、静止衛星 OmniSTARと QZSS
から得られる精密暦を用いて、陸上定点と錨泊中・航行中それぞれの状態における船舶(海技教育機
構練習船銀河丸、総トン数：6,185)での PPPの精度評価を比較検討した。なお、船舶の実験海域は東
京湾をはじめとして、日本・ケアンズ(オーストラリア)・シンガポールを航行した遠洋航海時におい
ても、PPPに必要な補正データが受信できるかどうか、各海域の受信率を算出することにより検証を
行った。 
 
 第 5章では、錨泊中の船舶による海上ブイの代替またはデータ補間と防災・減災対策につながる提
案を行うことを目的とする。5.1節では、現状の海上ブイと船舶との比較を行い、船舶が海上ブイと
同様の機能を有するために必要な課題について説明する。5.2節では、船舶が海上ブイの代替機能を
有するために船舶自身が実装すべき仕組みについて述べる。5.3節では、錨泊中の船舶による防災・
減災対策として、船上での PPPから得られる高精度な情報を利用し、船員へ異常を通知するシステム
の概要について述べる。 
 
1.3 研究目的 
 本研究では、GPS/GNSSを活用した船舶運航者の特性から GNSSの高精度化に対する船舶運航者の意
識を調査し、船舶運航者の意識からみえた GPS/GNSS の海洋利用可能性について分析することを第一
の目的とする。さらに、第一の目的を踏まえ、高精度測位において、基準点に依存しない PPP(高精
度単独測位：Precise Point Positioning 以下、PPP)に着目し、陸上定点と船舶(海技教育機構練習
船銀河丸、総トン数：6,185)での PPPの精度評価を比較検討することにより、錨泊中の船舶による海
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上ブイの代替またはデータ補間と防災・減災対策につながる提案を行うことを第二の目的とする。 
 
1.4 研究の寄与 
 本研究では、第 5章において錨泊中の船舶での PPPの例として、海上ブイの代替またはデータ補間
と防災・減災対策に向けての応用提案を行っている。湾内には多数の船舶が錨泊しており、外部から
の情報に頼らない自船で完結できる防災・減災対策システムは船舶および船員という貴重な財産を
守るためにも必要であり、海上輸送の安全確保や全ての船員の安全、さらには船員に限らず詳細な海
上情報を必要とする者に対しても寄与するといえる。 
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第 2章 GNSSと PPP 
 
2.1 GNSSの測位方式 
 図 2-1のように、GNSSの測位方式は単独測位・DGPS・PPPの 3つに分けられる(14)。 
単独測位は GPS 信号のみを用いて衛星からの擬似距離を測定し、擬似距離と各衛星位置をもとに
測位を行う。基準局は使用せず、受信者が衛星から直接得られた情報を用いて、単独で測位を行う仕
組みである。 
 DGPS は補正情報を利用した測位であり、地上にある多数の基準局で測位誤差を測定し、測位誤差
のデータを中央局に持ち寄り、補正情報を総合的に求める。そして、算出された補正情報を基準局あ
るいは衛星から直接受信者へ伝送する仕組みである。受信者は補正情報を受信することにより、測位
精度を向上させることができる。DGPS はコード DGPS と搬送波位相 DGPS の 2 つに分けられる。コー
ド DGPSは擬似距離を用いることで測位精度を向上できるものであり、狭域 DGPSと広域 DGPSの 2つ
に分けられる(14)。狭域 DGPS は、算出された補正情報を基準局から直接受信者へ伝送する仕組みであ
り、海上保安庁が船舶向けとして全国 27箇所に DGPS局を配置し、中波ビーコンにより擬似距離の補
正情報を配信(15)している。国際航海に従事する 300 総トン数以上の船舶(以下、大型船)に搭載され
ている GPS 機器は、DGPS に対応しており、日本沿岸 200km 以内の海上であれば、中波ビーコンによ
る補正情報を受信することができ、1m 程度の測位精度が得られる。これは、大型船のように低速で
海上を航行する移動体では十分な測位精度であるといえる。しかし、補正情報は基準局から配信され
る仕組みであり、基準局のサービスエリア圏外ではそもそも補正情報を受信できないこと、さらには
地形などの影響による不感地帯や瀬戸内海などの一部では基準局からの補正情報を受信できない場
合があるなど課題がある(16)。広域 DGPSは、算出された補正情報を衛星から直接受信者へ伝送する仕
組みであり、船舶では、前述の狭域 DGPSに加え、近年では、広域 DGPSも利用可能になりつつあるも
のの補正情報を受信するには静止衛星の仰角が 40～45 度程度必要であり、サービス範囲が限定され
 
図 2-1 GNSSの測位方式 
GPS
単独測位
DGPS
搬送波位相
DGPS
スタティック
測位
RTK-GPS
ネットワーク
RTK
コードDGPS
（狭域）DGPS
広域DGPSPPP
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る(17)。更に、測位精度が数 m 程度であることや地域によって測位精度にばらつきがみられるなどの
課題(18)があり、航行海域が一様でない船舶においては必ずしも適した測位方法とはいえない。一方、
搬送波位相 DGPS は補正情報として擬似距離に加え搬送波位相を用いるものであり、コード DGPS と
比較し高精度な測位が可能である。搬送波位相 DGPS はスタティック測位、RTK-GPS、ネットワーク
RTK の 3 つに分けられる(14)。しかし、コード DGPSと比較し更なる高精度を可能とする測位方法であ
るため、種別の異なる補正情報を要することや基準局を固定する必要があるなど、海上を航行するよ
うな船舶での利用には適さない。 
 PPP は、擬似距離に加え、搬送波位相を使用する測位であり、精密計算用の情報が必要となる(14)。
PPP は基準点に依存せず測位が可能でありながら、cm程度の測位精度が得られる技術である。 
 
2.2 PPPの測位方法 
 PPP は基準点に依存せず測位が可能でありながら、cm 程度の測位精度が得られる技術である。cm
程度の測位精度を達成するには、GPS/GNSS による衛星測位において発生する各種誤差をできるだけ
正確に推定しなければならない。しかし、PPPでは誤差要因のうち、衛星位置・衛星時計・電離層遅
延量の推定を正しく行うことにより、従来の単独測位より測位精度を向上させることが可能である。
以下に本研究で用いた各種誤差の推定方法についてまとめた。 
 
2.2.1 精密暦と精密衛星時計 
 現在 GPS/GNSS 衛星から放送されている航法メッセージにより求める衛星位置には、2～3m 程度の
誤差が生じている。しかし、近年 IGS(国際 GNSS事業：International GNSS Service 以下、IGS)や
JAXA(宇宙航空研究開発機構：Japan Aerospace eXploration Agency 以下、JAXA)が提供する GPSや
QZSS(準天頂衛星システム：Quasi-Zenith Satellite System 以下、QZSS)の精密衛星軌道(19)(20)(21)
は数 cmの誤差のみであり、衛星位置の不確かさによって生じる測位誤差を抑えることができる。 
 精密衛星軌道(精密暦)は、ECEF 座標系における 3 次元座標値により、衛星の正確な位置が IGS や
JAXA によって提供されている。IGS の精密暦(表 2-1)はサービスの遅延と精度の違いにより、Ultra 
Rapid (リアルタイム可能)、Rapid、Finalと区別される。全種類の精密軌道は 15分あるいは 5分間
隔の衛星位置を与え、高精度化かつ短時間化へ努力した結果、リアルタイムでも 10cm 以下の精度が
得られている。精密暦は SP3 というフォーマットのファイルに 15分あるいは 5 分といった特定の時
間間隔で衛星暦が格納されるため、測位で使う時に、内挿により観測エポックに応じた衛星位置を求
めなければならない。本研究においては Nevilleアルゴリズムを利用した(22)。 
 
表 2-1 IGSの精密衛星軌道 
タイプ 精度 遅延 更新頻度 サンプリング間隔 
Ultra Rapid (予測) ～10cm リアルタイム 1 日 4回 1日 4回 
Ultra Rapid (実測) <5cm 3時間 1 日 4回 1日 4回 
Rapid <5cm 17時間 毎日 毎日 
Final <5cm 13日 毎週 毎週 
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表 2-2 IGS精密衛星時計 
タイプ 精度 遅延 更新頻度 サンプリング間隔 
Ultra Rapid (予測) ～5ns リアルタイム 1 日 4回 1日 4回 
Ultra Rapid (実測) ～0.2ns 3時間 1 日 4回 1日 4回 
Rapid 0.1ns 17時間 毎日 毎日 
Final <0.1ns 13日 毎週 毎週 
 
衛星の時計については、航法メッセージにより補正できるが、擬似距離に 2m程度の誤差を生じる。
一方、IGSや JAXAは GPSや QZSSの精密暦と同時に精密衛星時計補正データも同じ SP3ファイルで提
供している。この時計補正データの誤差は 0.1ns(約 3cm)程度に抑えられることから、測位精度を更
に向上することができる。IGS の精密衛星時計(表 2-2)も Ultra-Rapid、Rapid、Final の三種類が存
在している。リアルタイムが可能な Ultra-Rapidの精度は 5ns(約 1.5m相当)と公表されている。 
 
2.2.2 二周波観測値による電離層フリー結合 
 2000年 5月 2日に SA(Selective Availability)が解除されて以来、電離層遅延量は GPS最大の誤
差要因と言われており、電離層による遅延は、二周波信号測定値を用いて消去するのが良いとされて
いる。従来の単独測位で用いられる Klobucharモデルは、補正されていない電離層遅延量による測位
誤差の RMS(Root Mean Square 以下、RMS)値を約 50%低減できると考えられるが、天頂方向の遅延と
して残る誤差は数 mに達するので、PPPにおいては無視できない(23)。一方、二周波信号の測定値を用
いた場合、電離層遅延量による測位誤差は最大 1cmにおさめることが可能であり、ここでは、PPPで
用いられる電離層フリー結合について説明する。 
 電離層は地球大気上層の分子、原子が太陽光線を受けイオンと電子に電離したもので高度約 50～
1000km に分布している。高次項を無視すると、GPS/GNSS の測位信号で使われる L 帯マイクロ波にお
ける電離層遅延 I(m)は以下のように表すことができる。 
 
I =
40.3
𝑓2
∫𝑁𝑑𝑙 =
40.3 × 1016
𝑓2
𝑇𝐸𝐶 
 
 ここで fは搬送波周波数(Hz)である。TECは電離層に存在する電子密度 Nを電波伝搬経路に沿って
積分した値で総電子数(TEC：Total Electron Content)と呼ばれる。電離層遅延 Iは擬似距離測定に
おいては群遅延としてプラスの影響、搬送波位相測定においては位相が進むことによりマイナスの
影響を与える。 
 電離層遅延はほぼ搬送波周波数 fの二乗に反比例する。したがって、二周波の搬送波位相に適当な
係数を掛けて加算することによりその影響の大部分を消去できる。この線形結合を電離層フリー線
形結合(Ionosphere-Free Linear Combination)と呼ぶ。L1、L2搬送波位相の電離層フリー結合 LC(m)
の定義と観測モデルを以下に示す。 
 
LC ≡ 𝑐1𝐿1 − 𝑐2𝐿2 = 𝜌 + 𝑐(𝑑𝑡 − 𝑑𝑇) + 𝑇 +𝑁𝐿𝐶 + 𝜀𝐿𝐶 
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𝐶1 =
𝑓1
2
𝑓1
2 − 𝑓2
2 
𝐶2 =
𝑓2
2
𝑓1
2 − 𝑓2
2 
𝑁𝐿𝐶 = 𝐶1𝜆1𝑁1 − 𝐶2𝜆2𝑁2 
 
ここで、𝐿1と𝐿2はそれぞれ L1と L2の搬送波位相(m)、ρは衛星と観測点間の幾何学的距離(m)、cは
真空中での光速(m)、dtは受信機時計誤差(sec)、dTは衛星時計誤差(sec)、Tは対流圏遅延(m)、𝑁𝐿𝐶
は電離層フリー線形結合搬送波位相バイアス(m)、𝜀𝐿𝐶はマルチパスを含んだ観測誤差(m)である。 
 
2.2.3 全地球電離層分布図 
 本研究においては、2.2.2 で説明した二周波観測値による電離層フリー結合に加え、CODE(Center 
for Orbit Determination in Europe)が提供する GIM(全地球電離層電子分布図：Global Ionosphere 
Maps 以下、GIM)を用い、GPS/GNSS 信号の経路にある総電子数による電離層遅延の補正を試みた(24)。 
 1996年に、IGSの解析センターである CODEは IGS局のデータに基づき、24時間全地球の電離層電
子数を計算し、グリッド状のデータをインターネット上に IONEX(IONosphere map Exchange 以下、
IONEX)ファイルという名前で配布し始めた。IONEXファイルは Rapidと Finalの 2種類(表 2-3)があ
り、精度や遅延、提供頻度がそれぞれ異なる。GIMでは、地球上空に自由電子からなる極めて薄い殻
が存在するとみなし、電離層の VTEC(垂直電子数：Vertical TEC 以下、VTEC)を 2 次元グリッドの
形により記述する。一般的に、この仮想した電子層の高さは 450km であり、これを元に 2 時間ごと
に、経度方向 5度ずつ、緯度方向 2.5度ずつ描かれた線からグリッドを作り、交差点の所における垂
直電子数が与えられる。このデータより、時間及び空間に関して内挿し、さらにマッピング関数(天
頂方向から衛星仰角に応じた値に変換)を掛け合わせて、実際に測位に使用する衛星の伝搬経路にお
ける電離層遅延量を計算する。 
 
表 2-3 IONEXファイルの種類 
種類 精度 遅延 提供頻度 サンプル間隔 
Rapid 2-9 (TECU) 24 時間 1日ごと 1時間： 
5(経度)*2.5(緯度) (度) 
Final 2-8 (TECU) 11 日 1週間ごと 1時間 
5(経度)*2.5(緯度) (度) 
TECU = (TEC Unit) = 1 × 1016 𝑒𝑙𝑒𝑐𝑡𝑟𝑜𝑛/𝑚2 
 
時間に対する内挿アルゴリズムを行う場合、ある時刻における VTECは前後の 2つのエポックにより
与えられる。すなわち、緯度β、経度λ、時刻 tにおける VTECは以下のように表される。 
 
E(β,λ, t) =
𝑇𝑖+1 − 𝑡
𝑇𝑖+1 − 𝑇𝑖
𝐸𝑖(𝛽, 𝜆
′
𝑖) +
𝑡 − 𝑇𝑖
𝑇𝑖+1 − 𝑇𝑖
𝐸𝑖+1(𝛽, 𝜆
′
𝑖+1) 
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ただし、 
t：時刻(𝑇𝑖 ≤ t ≤ 𝑇𝑖+1) 
β：緯度 
λ：経度 (𝜆′𝑖 = λ+ (t − 𝑇𝑖)) 
𝑇𝑖 , 𝑇𝑖+1：GIMの隣接エポック 
𝐸𝑖 , 𝐸𝑖+1：𝑇𝑖 , 𝑇𝑖+1における VTECの関数 
 
電離圏内の電子数の変化は太陽の位置と相関があるので、時刻𝑇𝑖から tへと変化するうちに、GIM
は地球に相対的に回転すると考えられる。したがって、𝜆′𝑖, 𝜆
′
𝑖+1は以下のように表される。地球は
およそ 1日で 360°回転しているので、時間の単位は日とする。 
 
𝜆′𝑖 = 𝜆 + (𝑡 − 𝑇𝑖) × 360 
ただし、𝜆′𝑖 > 360 の場合、𝜆
′
𝑖 = 𝜆
′
𝑖 − 360 
 
𝜆′𝑖+1 = 𝜆 + (𝑡 − 𝑇𝑖+1) × 360 
ただし、𝜆′𝑖+1の場合、𝜆
′
𝑖+1 = 𝜆
′
𝑖+1 − 360 
 
 一方、空間に対する内挿アルゴリズムは𝑇𝑖 , 𝑇𝑖+1における VTECを計算する必要がある。GIMは 2次
 
図 2-1 空間に対する平面内挿アルゴリズム 
p
q
𝐸1, 𝐸 , 
𝐸 ,1 𝐸1,1
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元マップであるため、平面に対する内挿となり、総電子数は図 2-1のように 4箇所のグリッド交点
により算出される。ここで、𝐸𝑎,𝑏の緯度、経度はそれぞれ𝜆𝑎 , 𝛽𝑏である。たとえば、𝐸 , は(𝜆 , 𝛽 )で
ある。p,qはそれぞれ(𝜆 , 𝛽 )から(λ,β)までの緯度、経度の距離である。⊿λ,⊿βはそれぞれ
GIM の経度と緯度方向の幅とすると、以下の関係式が成り立つ。 
 
λ = 𝜆 + 𝑝∆𝜆 
β = 𝛽 + 𝑞∆𝛽 
0 ≤ p ≤ 1 または 0 ≤ q ≤ 1 
 
よって、平面内挿アルゴリズムは図 2-1と以下により表される。 
 
E (𝜆 + p∆λ, 𝛽 + q∆β) = (1 − p)(1 − q)𝐸 , + 𝑝(1 − 𝑞)𝐸1, + 𝑝(1 − 𝑞)𝐸 ,1 + 𝑝𝑞𝐸1,1 
 
2.2.4 対流圏遅延量 
 GPS/GNSS 信号は乾燥空気及び水蒸気から構成される地球大気の仮想部分によって屈折され、対流
圏遅延効果が現れる。信号の伝搬経路に沿った圧力、温度、湿度の情報から、その経路に沿った屈折
率と対流圏の遅延量を正確に決定することができる。本研究において、対流圏遅延量は従来の単独測
位と同様に、モデルによって計算を行った。天頂方向の対流圏遅延量は、Saastamoinen による算出
式(25)(乾燥項と水蒸気項に分けて計算)を行い、それぞれのマッピング関数としては、Niellのマッピ
ング関数(25)を用いて計算を行った。 
 天頂方向の対流圏遅延は乾燥空気(dry あるいは hydrostatic)及び水蒸気(wet)による遅延量から
以下のように構成される。 
 
𝑑𝑍,𝑡𝑟𝑜𝑝 = 𝑑𝑍,𝑑𝑟𝑦 + 𝑑𝑍,𝑤𝑒𝑡 
 
ただし、 
𝑑𝑍,𝑡𝑟𝑜𝑝：天頂方向の対流圏遅延 
𝑑𝑍,𝑑𝑟𝑦：乾燥大気遅延 
𝑑𝑍,𝑤𝑒𝑡：水蒸気遅延 
 
2.2.5 衛星側のコードバイアス 
 異なる種類のコードと周波数は、異なるハードウェアバイアスを引き起こすため、これらのバイア
スを考慮する必要がある。 
衛星から放送される航法メッセージと精密暦等の時計のタイミングは、P1(L1 帯の P コード)と
P2(L2 帯のコード)の電離層フリー結合に依存しているため、以下に示す 2 つのバイアスを考慮しな
ければならない。 
①上記の電離層フリー結合のタイミングと P1のタイミングとのバイアス 
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(P1-P2 DCBs：DCB→Differential Code Bias) 
②P1のタイミングと L1C/A(L1帯の C/Aコード)のタイミング差とのバイアス 
(P1-C1 DCBs) 
P1-P2 DCBs値は IONEXファイルの先頭に出力される。一般的に、P1-P2 DCBsは±4nsec(±1.2m)程
度の範囲で変化しており、無視すると大きな誤差を生じてしまう。航法メッセージで放送される群遅
延量は、この値とほぼ同じであることが知られている。P1-C1 DCBsは最大で 60cm程度であり、毎日
0.05nsec の範囲内で微小な変動が発生している。CODE はインターネット上で 1 か月に 1 回、GPS 衛
星ごとの P1-C1 DCBsを公開しており、十分な精度が得られることが知られている。なお、QZSSは L1
帯において Pコードは送信しておらず、C/Aコードのみ送信しているため、衛星側のコードバイアス
を考慮する必要はない。 
 実際のコードバイアスは衛星側のみならず受信機側でも発生している。しかし、受信機側は受信機
時計誤差にこのコードバイアスが含まれており、このバイアスは誤差推定時に同時推定されるため、
問題にならない。 
 
2.2.6 位置計算 
 位置計算は測位演算の最後に行うものであり、位置計算の手法は通常の位置計算と同様に最小二
乗法を用いる。ただし、通常の単独測位の場合、1m 程度の誤差は測位結果の精度に埋もれて目立た
ない場合があるが、PPP では 1m 以内の精度を目指すため、衛星の位置を計算する際の時刻を正確に
算出することに注意しなければならない。位置計算では、衛星から電波が発射された時刻の衛星位置
が必要となるので、できるだけ正確に求めた擬似距離(受信機時計誤差も考慮)よりその時刻を求め
る必要がある。具体的には、衛星位置計算と位置計算を反復して求める手法があり、本研究において
もその手法を用いた(26)。 
 
2.3 各種誤差の推定による単独測位の高精度化についての検証 
 前項で述べた各種誤差要因は、高精度測位のためには必要な誤差推定値である。本研究では、前項
で述べた各種誤差要因を考慮した場合の単独測位が、従来の単独測位に比較しどの程度測位精度が
異なるのか検証するため、陸上の定点測位実験を行った。 
 
2.3.1 陸上の定点測位実験 
 2016 年 1 月 3 日(実験 1)と 2016 年 6 月 6 日(実験 2)に、表 2-4 に示す実験機材・条件において、
東京海洋大学越中島キャンパス第 4 実験棟を定点とし、24 時間(実験 1)と 14 時間(実験 2)の測位実
験を行った。実験 1は L1帯と L2帯による二周波を用いた測位であり、実験 2は L1 帯のみによる一
周波を用いた測位である。なお、電離層は実験 1においては 3つのケースに分けて行った。Case 1.
は従来の単独測位で使用される Klobuchar Model、Case 2.は 2.2.2で説明した二周波観測値による
電離層フリー結合、Case 3.は 2.2.3で説明した全地球電離層分布図の IONEX Final を用いて、電離
層の補正を試みた。一方、実験 2における電離層は一周波のため、Case 1.と Case 3.の 2つのケー
スに分けて行った。Case 1.は従来の単独測位で使用される Klobuchar Model、Case 3.は 2.2.3で説
明した全地球電離層分布図の IONEX Finalを用いて、電離層の補正を試みた。 
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 本実験のデータ取得方法は、アンテナ(Trimble Zephyr Geodetic 2)と受信機(実験 1 は Trimble 
NetR9、実験 2 は u-blox M8T)を接続し、受信機から出力されるデータをパソコン上で記録する方法
とした。また、実験環境はオープンスカイ環境(図 2-2)とした。 
 
表 2-4 実験機材・条件 
受信機 実験 1：Trimble NetR9 
実験 2：u-blox M8T 
アンテナ Trimble Zephyr Geodetic 2 
使用衛星 GPS , QZSS 
使用周波数 実験 1:L1と L2の二周波 
実験 2：L1のみの一周波 
測位時間 実験 1：24時間 
実験 2：14時間 
測位間隔 1秒 
仰角マスク 15度 
CN(Carrier to Noise)のスレッショルド 30 dB 
使用精密暦、クロック QZSS Final  
電離層 Case 1. Klobuchar Model 
Case 2. 電離層フリー結合 
Case 3. IONEX Final 
 
 
図 2-2 陸上定点測位の実験環境 
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2.3.2 実験結果と考察 
 本稿では Case 1.から Case 3.について、相対測位解との比較を行った。相対測位解は、東京海洋
大学越中島キャンパス第 4実験棟屋上設置(受信機：Trimble 社 NetR9、アンテナ：Trimble 社 Zephyr 
Geodetic 2)の基準点(F3解(27))(2014年 12月 14日計算)を使用するとともに、表 2-4に示した使用
周波数(L1と L2の二周波)、測位時間(24時間)、測位間隔を同一とし、RTK(Real Time Kinematic 以
下、RTK)の FIX解を使用することとした。 
 実験で得られたデータと相対測位解(RTKの FIX解 以下、FIX解)を比較するため横軸に GPS時刻、
縦軸に FIX 解との差とし散布図を用いて分析を行った。実験 1において、Case 1.(図 2-3)では、全
方向の差に大きな変動がみられ、最大 10mの誤差がみられた。Case 1.では、測位演算の過程で最新
のエフェメリスデータが利用できておらず、古いエフェメリスデータの使用が測位誤差の増大に影
響したと考える。Case 2.(図 2-4)は Case 1.に比較し、全方向の差が小さくなっており、高さ方向の
 
図 2-3 Case 1.と相対測位解との比較(実験 1) 
 
図 2-4 Case 2.と相対測位解との比較(実験 1) 
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変動は大きいものの、水平方向は最大 5m程度におさまっている。Case 3.(図 2-5)は、Case 1.と Case 
2.に比較し全方向の差が小さくなっており、高さ方向の変動はみられるものの、全体として測位誤差
は 5m 以内におさまっている。各種誤差を考慮することで、従来の単独測位に比較し測位誤差を軽減
することが可能であるといえる。電離層の補正は、Case 3.の測位誤差が最も小さかったことをふま
えれば、全地球電離層分布図による VTEC を用いることで、電離層による誤差を最大限低減できると
いえる。一方、実験 2において、Case 1.(図 2-6)では、実験 1に比較し変動はみられなかったもの
の、高さ方向の変動は大きく、最大 10m程度の測位誤差がみられた。水平方向は変動が小さく、最大
 
図 2-5 Case 3.と相対測位解との比較(実験 1) 
 
 
図 2-6 Case 1.と相対測位解との比較(実験 2) 
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3m程度の測位誤差におさまっている。実験 1における Case 1.の結果をふまえ、実験 2の Case 1.で
は最新のエフェメリスデータを読み込む構造に修正を試みたため、実験 2の Case 1.は実験 1の Case 
1.に比較し測位誤差が軽減されたといえる。一方、Case 3.(図 2-7)において、水平方向の誤差は最
大 3m程度におさまっているものの、高さ方向の変動は水平方向に比較し大きく、最大 10m 程度の誤
差がみられた。Case 3.の場合、実験 1と実験 2において、水平方向の変動はほとんど同じようにみ
えるが、高さ方向は実験 1が実験 2に比較し変動が少ないことから、二周波による単独測位は一周波
による単独測位に比較し、各種誤差の推定により誤差を低減することが可能であることが分かった。
一周波受信機は周波数がひとつであるため、一般ユーザーは安い価格で手に入れることが可能であ
る。そのため、安い価格の受信機によって高精度測位を行うことができれば、一般ユーザーに幅広く
高精度測位を利用してもらうことが期待できる。しかし、実験 1と実験 2における Case 3.の結果を
みると、一周波を用いた各種誤差推定による単独測位の高精度化によって、二周波を用いた各種誤差
推定による単独測位の高精度化に測位精度を近づけるには限界があると考える。また、横軸を経度方
向の誤差、縦軸を緯度方向の誤差とし、実験 1と実験 2における Case 1.から Case 3.までの水平方
向測位誤差分布を示す(図 2-8、図 2-9)。実験 1(図 2-8)において、従来の単独測位では各象限に群が
広がり、ばらつきが大きい。一方、Case 2.と Case 3.の場合、中心に集約した 1群のみが確認され、
最大誤差は緯度方向 4m以内、経度方向 2m以内におさまっており、いずれも Case 1.に比較し測位精
度が向上している。Case 3.は Case 2.に比較し群が小さく、測位誤差が小さいことから、全地球電
離層分布図に示される VTEC を用いた補正は二周波観測値による電離層フリー結合に比較し電離層遅
延に起因する測位誤差を低減し、測位精度を向上させることが可能であるといえる。一方、実験 2(図
2-9)において、Case 1.も Case 3.も中心に集約した 1群のみが確認され、最大誤差は緯度方向、経
度方向ともに 4m以内におさまっている。Case 3.は Case 1.に比較し群にやや広がりがみられる。実
験 1 と実験 2における Case 3.に着目すると、実験 1は実験 2より中心に集約した 1 群の大きさが小
 
図 2-7 Case 3.と相対測位解との比較(実験 2) 
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さく、二周波を用いた各種誤差推定による単独測位の方が一周波を用いた各種誤差推定による単独
 
図 2-8 水平方向測位誤差分布(実験 1) 
 
 
図 2-9 水平方向測位誤差分布(実験 2) 
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測位よりも測位誤差を低減することができるといえる。しかし、一周波の場合も各種誤差を推定でき
れば、二周波に近い測位結果を計算することが可能であると考える。さらに、表 2-5 に実験 1におけ
る Case 1.から Case 3.までの測位精度を標準偏差、平均値、RMS(Root Mean Square 以下、RMS)に
より示す。Case 1.は Case 2.と Case 3.に比較し、標準偏差、平均値が大きく、測位精度は悪いとい
える。また、RMS値より、最大 9m近くの系統誤差が生じており、この系統誤差は Case 2.や Case 3.
に比較し大幅に大きい値であった。この場合、最新のエフェメリスデータを使用しなかったことも測
位精度が悪化した一要因と考えられるが、Klobuchar Modelにともなうバイアスも中には含まれてい
ると考えられる。Case2.と Case 3.は標準偏差より、いずれの方向においても Case 1.に比較しばら
つきが小さく、水平方向の測位精度は 1m以内におさまっている。また、Case 3.は Case 2.に比較
し、いずれの方向においても標準偏差が 20～40cm程度小さく、平均値も緯度方向は Case 2.の方が
小さいものの他の方向は Case 3.が小さく、高精度であるといえる。RMS値より、Case 2.と Case 3.
の系統誤差も緯度方向を除き Case 3.の値が小さいことから、全地球電離層分布図の適用により、あ
る程度の測位精度を提供することができるといえる。次に、表 2-6に実験 2における Case 1.と Case 
3.の測位精度を標準偏差、平均値、RMSにより示す。実験 2の場合、Case 3.は Case 1.に比較し高さ
方向を除きばらつきが大きいものの、平均値は緯度方向を除き小さいことが分かった。系統誤差にお
いても、経度方向は Case2.の方が小さかったものの、その差はわずかであり、全体としては Case 3.
の方が小さいことが分かった。すなわち、Case 3.は Case 1.に比較し正確な測位が行われていると
いえる。水平方向は測位精度 1m 程度を達成しており、サブメートル級の測位精度を達成している。
両実験の Case 3.に注目すると、実験 1は実験 2に比較し、標準偏差よりばらつきが小さく、平均値
も小さいことに加え、RMS値より系統誤差も小さいことが分かったことから、二周波を用いた各種誤
差推定による単独測位は一周波を用いた各種誤差推定による単独測位に比較し高精度かつ正確な測
位が実現されているといえる。今後、長期間の観測データから評価を行うことにより、二周波と一周
波それぞれにおいて各種誤差を推定した単独測位の測位性能を解明することが課題と考える。 
 高精度測位を行う場合、擬似距離に比較し高精度な測位を可能とする搬送波位相も併せて用いる
表 2-5 Case 1.から Case 3.までの測位精度(実験 1) 
実験 1 評価項目 緯度方向 [m] 経度方向[m] 高さ方向 [m] 
Case 1. 
Klobuchar Model 
標準偏差 3.148 1.867 8.48 
平均値 -0.326 -0.163 2.962 
RMS  3.165 1.874 8.982 
Case 2. 
電離層 
フリー結合 
標準偏差 0.639 0.871 1.799 
平均値 -0.059 -0.045 0.255 
RMS  0.642 0.873 1.817 
Case 3. 
IONEX Final 
標準偏差 0.693 0.463 1.36 
平均値 0.099 -0.016 -0.089 
RMS  0.700 0.463 1.363 
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が、搬送波位相を使用せずとも、各種誤差を考慮すれば、サブメートル級の測位精度の達成が可能で
あるといえる。 
 
2.4 PPPの検証 
2.4.1 PPPにおいて考慮すべき誤差要因 
 前項までは、各種誤差を推定した単独測位の高精度化について検証を行った。各種誤差を考慮した
単独測位では搬送波位相を使用しなかったものの、PPP では搬送波位相を使用する。また、PPP は基
準点に依存せず、cm 程度の測位精度が得られる技術であることから、前項までで議論した各種誤差
の推定に加え、さらに考慮が必要な 1cm 級の誤差要因(25)の推定が必要となる。このような誤差要因
としては、以下に示す位相ワインドアップ(phase wind-up)補正と衛星アンテナ偏差、アンテナ位相
特性の 3つがあげられる。 
 
・位相ワインドアップ(phase wind-up)補正 
衛星は右旋円偏波(電波の進行方向に向かって右に回転する場合)の電波を送信する。したがって、
測定される搬送波位相は衛星及び受信機のアンテナの相対的姿勢へ依存する。どちらかのアンテナ
をそのボアサイトを中心に 1回転させると、搬送波位相測定値は 1サイクル変化する。衛星は太陽電
池パネルの法線が太陽方向を向くよう姿勢制御される。それに伴って、アンテナも普段は穏やかに回
転しているが、30 分で半回転に達するような急回転を示すこともある。このようなことがないよう
に行う補正が位相ワインドアップ(phase wind-up)補正である。 
 
・衛星アンテナ偏差 
 衛星の軌道はその重心に作用する力のモデルを用いて計算される。IGSの高品質軌道情報も衛星重
心を基準としている。これに対し、コード及び搬送波位相測定値は衛星アンテナ位相中心(APC : 
Antenna Phase Center)を基準とした測定値である。測位計算に必要な情報は、各衛星のアンテナ位
相中心偏差(phase center offset)の大きさ及び軌道上における偏差ベクトルの方向である。これを
無視すると 10cm級の測位誤差を生じる。 
 
表 2-6 Case 1.と Case 3.の測位精度(実験 2) 
実験 2 評価項目 緯度方向 [m] 経度方向 [m] 高さ方向 [m] 
Case 1. 標準偏差 0.709 0.733 1.807 
Klobuchar Model 
平均値 0.037 0.858 1.017 
RMS  1.129 0.71 2.074 
Case 3. 標準偏差 0.741 0.895 1.701 
IONEX Final 
平均値 -0.085 0.072 0.809 
RMS  0.899 0.745 1.884 
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・アンテナ位相特性 
 アンテナ位相特性(PCV : Phase Center Variation)は、測定時間間隔ごとに受信機が受信する GNSS
衛星からの電波の入射角に応じて受信位置が変化することを言う。この変化量はアンテナ機種によ
って異なり、アンテナ位相特性と呼んでいる。PPPにおいても、アンテナ位相特性を考慮する必要が
ある。 
 
2.4.2 PPPの課題 
 PPPは基準点に依存せず測位が可能でありながら、cm程度の測位精度が得られる技術である。しか
し、PPPは二重位相差を使った相対測位とは異なり、搬送波位相バイアスの整数化が難しいため、解
が収束するまでに時間を要する傾向がある。解の収束時間については、地殻変動監視のような連続固
定点測位では問題にならないと思われるが、測量等に使用する場合、測定時間がかかるという点では
不利になる場合が考えられる。 
 
2.4.3 陸上の定点測位実験 
 現在、基準点を利用せず、衛星から補正情報を得ることができる手段としては OmniSTAR(28)と
QZSS(21)の利用があげられる。OmniSTAR は、全陸地の 90%以上で補正情報を得ることができ、単独測
位の精度向上が見込めるサービスのひとつである。一方、QZSSは GPS補強(測位精度の向上や信頼度
の改善)および次世代の測位基盤技術の確立を目的とした QZSS 独自の実験用信号(28)である LEX(L バ
ンド実験信号：L-band experiment 以下、LEX)を用いた MADOCA(複数 GNSS対応高精度軌道時刻推定
表 2-7 実験概要・機材 
受信機 OmniSTAR (実験 1・実験 2)：Trimble SPS855 
MADOCA (実験 3・実験 4)：JAVAD DELTA 
アンテナ OmniSTAR、MADOCA共に 
Trimble Zephyr Geodetic 2 
使用衛星 OmniSTAR (実験 1・実験 2)：GPS,GLONASS,QZSS,BeiDou 
MADOCA (実験 3・実験 4)：GPS,GLONASS,QZSS 
使用周波数 OmniSTAR、MADOCA共に 
L1と L2の二周波 
測位時間 精度評価：24時間 
収束時間：1時間 
測位間隔 1秒 
仰角マスク OmniSTAR：10度 
MADOCA：15度 
実験場所 東京海洋大学第 4実験棟屋上 
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ツール：Multi-GNSS Advanced Demonstration tool for Orbit and Clock Analysis 以下、MADOCA)
の利用があげられる。従来の MADOCAは LEX 信号を経由して MADOCAプロダクトを配信していたため、
QZSS が上空にある可視時間のみの利用に限られていたが、2014 年 9 月 11 日より、MADOCA で作成し
たプロダクトのインターネット配信を開始した。これにより、より多くのユーザーが MADOCA プロダ
クトを用いた高精度な測位を利用できることが期待されている。 
本研究では、PPP の測位精度と解の収束時間を検証するため、2015 年 1 月から 9 月にかけて、
OmniSTARと MADOCAプロダクトのインターネット配信によって得られる精密暦、クロックを用いて表
2-7 に示す実験をそれぞれ 2 度行った。なお、OmniSTARから得られる精密暦、クロックを用いた PPP
では、搬送波位相バイアスの整数化が行われているが、MADOCA プロダクトから得られる解は、搬送
波位相バイアスの整数化は行われていない。さらに、2.3 節で示したように、二周波を用いた各種誤
差推定による単独測位は一周波を用いた各種誤差推定による単独測位に比較し高精度であったこと
から、本研究では、二周波を用いた PPPに着目し、実験を行った。 
本実験のデータ取得方法は、アンテナ(Trimble Zephyr Geodetic 2)と受信機(Trimble SPS855)を
接続し、受信機から出力されるデータをパソコン上で記録する方法とした(図 2-10)。 
 
2.4.4 実験結果と考察 
 PPPの精度評価は PPP測位率および相対測位解との比較により行った。相対測位解は 2.3.2で示し
た基準点より得られた RTKの FIX解を使用することとした。 
 PPP測位率は、実験で得られた出力データ中における PPP フラグ(OmniSTAR：state_flag 5、MADOCA：
state_flag 3)が立っている割合とした。PPP測位率は OmniSTARで 100%(実験 1・実験 2)、MADOCAで
99.5%(実験 3)、99.8%(実験 4)であった。OmniSTARによる PPP測位率は実験 1・実験 2いずれも 100%
であったので、陸上の定点測位において PPP に必要な補正データは全て受信できたといえる。一方、
MADOCAによる PPP測位率は 99.5%(実験 3)、99.8%(実験 4)であり、いずれも 99%以上の測位率は達成
されているが、データ抜けが発生し PPPが行われない時間帯が存在したため、100%の測位率が達成さ
れなかった。本実験では、インターネットにより配信された MADOCAプロダクトを使用しているため、
 
図 2-10 陸上の定点測位実験 
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QZSS の可視時間外であっても補正情報は受信可能であったはずであるが、一時的な通信障害の発生
により、補正情報が受信できない時間が発生したと考える。しかし、いずれの PPPにおいても、測位
率は 99%以上と非常に高い割合を示しており、船上での利用が期待できるといえる。 
 次に、実験で得られたデータと FIX解を比較するため横軸に GPS時刻、縦軸に FIX解との差とし散
布図を用いて分析を行った。なお、解が収束する前の測位結果は不定となるため、収束時間後の測位
結果について分析を行った。OmniSTARによる PPP(図 2-11、図 2-12)では、FIX解との差が実験 1、実
験 2 いずれも緯度方向+0.2m 付近、経度方向-0.2m付近、高さ方向が 0～0.2m 付近で推移しており、
大きな変動はみられなかった。一方、MADOCA による PPP(図 2-13、図 2-14)では、実験 3、実験 4 い
ずれも一部の測位結果において FIX 解との差が 1m以上となり、測位誤差に変動がみられたものの、
 
図 2-11 OmniSTARによる PPPの相対測位解との比較(実験 1) 
 
 
図 2-12 OmniSTARによる PPPの相対測位解との比較(実験 2) 
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全体として FIX解との差は 50cm以内に収まっている。測位率は 99%以上であり、OmniSTAR の場合は
送信される精密暦が全て受信できたことから、陸上の定点測位実験において、PPPによる高精度測位
は可能であるといえる。また、横軸を経度方向の誤差、縦軸を緯度方向の誤差とし、図 2-15に OmniSTAR
による PPP の水平方向測位誤差分布を、図 2-16 に MADOCA による PPP の水平方向測位誤差分布を示
す。OmniSTARによる PPPは実験 1、実験 2いずれも集約した 1群のみが確認されたものの、集約した
1群は第二象限に集中しており、中心から緯度方向 20cm 程度、経度方向-20cm程度ずれている。実験
2は実験 1に比較し水平方向の測位誤差に広がりがみられる。一方、MADOCAによる PPP は、中心から
 
図 2-13 MADOCAによる PPPの相対測位解との比較(実験 3) 
 
 
図 2-14 MADOCAによる PPPの相対測位解との比較(実験 4) 
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左右に測位誤差がみられ、1 つの群を中心に測位誤差にばらつきがあるが、全体として中心に測位結
果は集まっている。OmniSTAR による PPP は MADOCA に比較し、測位結果のばらつきは小さいものの、
 
図 2-15 OmniSTARによる PPPの水平方向測位誤差分布(実験 1、実験 2) 
 
 
図 2-16 MADOCA による PPPの水平方向測位誤差分布(実験 3、実験 4) 
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バイアスが発生していることが分かる。一方、MADOCAによる PPPは OmniSTARに比較し、測位結果の
ばらつきは大きいものの、バイアスは小さく、正確な測位結果となっている。 
表 2-8に、OmniSTARおよび MADOCAによる PPPの測位精度を標準偏差、平均値、RMSにて示す。全
実験結果より、OmniSTARによる PPPは MADOCAによる PPP に比較し、ばらつきが小さく、RMSが大き
かったことから、精密な測位が行われているといえる。標準偏差より、測位精度は 5cm以内を達成し
ており高精度である。また、RMSより、系統誤差が最大 20cm程度発生している。先行研究によれば、
この系統誤差は PPP と相対測位における測位法の差に起因するものであると報告されている(29)。先
行研究と本実験では実験環境や条件が異なり、単純な比較はできないものの、本実験においても相対
測位解との比較において系統誤差が発生しており、PPPと RTKの測位法の差に起因するものと考えら
れる。一方、MADOCAによる PPP は OmniSTARによる PPPに比較し、ばらつきが大きく、RMSが小さか
ったことから、正確な測位が行われているといえる。2つの PPPの標準偏差を測位精度として定義し、
測位精度のみに着目すれば、測位精度は 10cm程度を達成しており、高精度であるといえる。 
続いて、OmniSTARと MADOCA による PPPの収束時間の分析を行った。OmniSTARによる PPPは先行研
究(30)をもとに 1時間実験を行った結果、1回目の実験では図 2-17のように、測位開始後 15分で FIX
解との差が緯度方向 22cm、経度方向-20cm、高さ方向 20cmとなった。2 回目の実験では図 2-18 のよ
うに、測位開始後 15 分で FIX 解との差が緯度方向 22cm、経度方向-8cm、高さ方向 18cm となった。
多少の変動はみられるものの、1回目と 2回目でほとんど同じ傾向を示している。また、測位開始後
30 分では 1 回目の実験において、FIX 解との差が緯度方向 21cm、経度方向-19cm、高さ方向 13cm と
なり、安定した解が得られた。また、2 回目の実験では、緯度方向 22cm、経度方向-19cm、高さ方向
13cmとなり、安定した解が得られた。こちらも、多少の変動はみられるものの、1回目と 2回目でほ
表 2-8 OmniSTARおよび MADOCAによる PPPの測位精度 
実験 評価項目 
緯度方向 経度方向 高さ方向 
[m] [m] [m] 
OmniSTAR 
実験 1 
標準偏差 0.013 0.011 0.037 
平均値 0.208 -0.181 0.113 
RMS 0.208 0.182 0.119 
OmniSTAR 
実験 2 
標準偏差 0.014 0.012 0.032 
平均値 0.209 -0.183 0.107 
RMS 0.210 0.183 0.112 
MADOCA 
実験 3 
標準偏差 0.030 0.080 0.100 
平均値 0.040 -0.015 0.041 
RMS 0.050 0.081 0.108 
MADOCA 
実験 4 
標準偏差 0.057 0.071 0.121 
平均値 0.016 -0.003 0.111 
RMS 0.060 0.071 0.164 
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とんど同じ傾向を示している。先行研究と本実験では、実験環境や実験条件が異なり、単純な比較は
できないものの、測位開始後 30分で測位結果が安定したことをふまえ、本実験では測位開始後 30分
を収束時間とした。一方、MADOCA による PPP は先行研究(31)をもとに 1 時間実験を行った結果、1 回
目の実験では図 2-19のように、測位開始 15分後では FIX 解との差が緯度方向 5cm、経度方向 29cm、
高さ方向 72cm となり測位結果が変動していた。2 回目の実験では図 2-20 のように、測位開始 15 分
後で FIX 解との差が緯度方向 18cm、経度方向 38cm、高さ方向-21cm となり、こちらも測位結果が変
動していた。多少の変動はみられるものの、1回目と 2回目ではほとんど同じ傾向を示している。ま
た、1 回目の実験において、測位開始 30分後で FIX解との差が緯度方向-2cm、経度方向 15分、高さ
 
図 2-17 OmniSTARによる PPPの収束時間検証(1回目) 
 
測位開始 15 分 測位開始 30 分 
 
図 2-18 OmniSTARによる PPPの収束時間検証(2回目) 
 
測位開始 15 分 測位開始 30 分 
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方向 19cmとなり、15 分後に比較し測位結果の変動は少ないものの、若干の変動がみられた。2回目
の実験では、緯度方向 24cm、経度方向 48cm、高さ方向 3cmとなり、測位開始 15分後に続き、変動が
みられた。さらに、1回目の実験では、測位開始 1 時間後で FIX解との差が緯度方向 2cm、経度方向
15cm、高さ方向 6cmとなり、安定した解が得られた。2回目の実験では緯度方向 5cm、経度方向 15cm、
高さ方向 10cm となり、ようやく安定した解が得られた。先行研究と本実験では、実験環境や実験条
件が異なり、単純な比較はできないものの、測位開始後 1 時間で測位結果が安定したことをふまえ、
本実験では測位開始後 1時間を収束時間とした。すなわち、PPPは解が収束するまで 30～1時間程度
を要し、今後は収束時間の低減へ向けた手法が課題であるといえる。 
 
図 2-19 MADOCAによる PPPの収束時間検証(1回目) 
 
測位開始 15 分 測位開始 30 分 
 
図 2-20 MADOCAによる PPPの収束時間検証(2回目) 
 
測位開始 15 分 測位開始 30 分 
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2.5 2章のまとめ 
 本章では、PPPの測位原理を理解するために必要な技術である、GNSS測位の各種誤差推定について
説明し、実データを用いて各種誤差の推定による単独測位の高精度化について検証した。検証の結果、
各種誤差を推定することで、擬似距離のみの測位であっても測位精度を 1m 以内におさめることが可
能であるということが分かった。PPPは基準点に依存せず測位が可能でありながら、cm 程度の測位精
度が得られる技術であるため、測位にあたっては各種誤差の推定が重要となる。PPPの場合、擬似距
離に加え搬送波位相を使用するが、搬送波位相を使用せずとも、擬似距離のみで 1m 以内の測位精度
を達成できることから、搬送波位相やアンテナ位相中心といったさらに考慮が必要な 1cm 級の誤差
要因も推定することで、cm級の測位精度の達成が可能であると考える。また、実データを用いて PPP
の測位精度と課題についても検証した。検証の結果、PPP の測位率は 99%以上を達成し、測位精度は
10cm程度を達成しており、高精度であるといえる。一方で、PPPには初期収束時間が長いという課題
があり、本章では実データを用いて収束時間について検証した結果、15 分以上の時間を要すること
が分かった。初期収束時間の短縮化は今後の課題といえよう。PPPは基準点に依存しないため、世界
中での利用が可能であり、基準点からの信号が受信するのが難しい場所では、さらなる高精度化によ
り、様々な産業での利用が期待されている。本研究では海上における PPPの精度評価と応用提案につ
いて検討しており、第 4章と第 5章で述べる。 
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第 3章 船舶運航者の高精度測位に対する意識調査 
 
3.1 はじめに 
 GPS/GNSSによる衛星測位は、数 cm以内の測位精度を達成する。自動車や航空機は運転者や操縦士
の特性を踏まえた上で、高精度測位を活用した自動運転やオートパイロットの実証が進んでいると
いえる。船舶においても、無人船の研究は行われているが、船舶運航者の特性を踏まえた自動運転の
実証は進んでいるとはいえない。そこで、本調査は GPSによる位置情報を活用した船舶運航者の特性
から GPS/GNSS 測位の高精度化に対する船舶運航者の意識を調査し、自動運航の実証へ向けた課題を
示すとともに、高精度測位の海洋利用がどのような場面に応用できるか分析することを目的とする。 
 
3.2 アンケートによる船舶運航者への意識調査 
 海技教育機構の船舶運航者(51 名)へアンケート用紙を送付し、意識調査を行った。質問内容は、
船橋内に設置の各航海計器を活用する避航操船時に焦点をあて、レーダ、ECDIS(電子海図表示システ
ム：Electronic Chart Display and Information System 以下、ECDIS)、AIS(船舶自動識別装置：
Automatic Identification System 以下、AIS)といったGPSの情報を基に動作する航海計器に加え、
GPS、さらには目視で使用する双眼鏡を選択肢とし、下記の通りとした。 
 
(1)役職(船長・一等航海士・二等航海士・三等航海士) 
(2)避航操船で使用する航海計器 
 避航操船時、レーダ・ECDIS・AIS・GPS・双眼鏡の中で、最も優先して使用する航海計器を第 1 位
とし、第 5位まで順位をつけてもらうこととした。 
(3)レーダと ECDISに表示される情報 
 レーダと ECDISでは、どのような情報に着目して操船するか、方位・距離・針路・速力・最接近時
間・最接近距離の中で最も優先して使用する情報を第 1位とし、第 5位まで順位をつけてもらうこと
とした。なお、方位・距離・針路・速力は真/相対距離を含むこととした。レーダと ECDIS に表示さ
れる情報は GPS の示す情報を基に動作しており、これらの情報から運航者がどのような情報を活用
しているか分析するため、本設問を設定した。なお、AIS も GPS の示す情報を基に動作しているが、
AIS の提供する情報は船舶における動的情報・静的情報・航海関連情報(32)であり、情報量がレーダや
ECDIS に比較し多く、中には船舶の IMO 番号や船の喫水(32)といった船舶運航時には直接使用しない
情報も存在するため、AISは調査対象としていない。 
(4)双眼鏡から得られる情報 
 船舶運航時において、運航者は GPSのみならず、目視により得られた情報を用いて操船を行う場面
も多く存在する。そこで、運航者が目視から得る情報について分析するため、双眼鏡の見張りからど
のような情報を得て操船するのか、自由記述にて記入してもらうこととした。 
(5)GPSの海上における応用性 
 将来 GPSの高精度化が進んだ場合、海洋ではどのような分野で活用されるのが望ましいか、船舶運
航・海洋開発・環境モニタリング・防災対策・洋上監視の中から最も望ましい分野を第 1位とし、第
5位まで順位をつけてもらうこととした。 
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(6)GPSの海上における応用性についてのアイデア 
 GPS の海上における応用性は(5)に示した分野のみならず、どのような分野に活用できる可能性が
あると考えるか、アイデアを自由記述にて記入してもらうこととした。 
 
3.3 調査結果と考察 
 アンケートについて、回答者 39名(回収率 76.5%)、有効回答数 34名(有効回答率 66.7%)であった。
質問項目ごとに結果と考察を示す。 
 
3.3.1 役職(船長・一等航海士・二等航海士・三等航海士) 
 有効回答数 34名のうち、船長 11名、一等航海士 12名、二等航海士 4名、三等航海士 7名であっ
た。一等航海士の回答が最も多く、次いで船長、三等航海士、二等航海士という結果となった。 
 
3.3.2 避航操船で使用する航海計器 
 船舶運航者全体が各航海計器に示した優先順位ごとの使用割合を示す(図 3-1)。また、回答理由と
 
図 3-1 避航操船に使用する航海計器の優先順位(船舶運航者全体) 
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表 3-1 各航海計器の優先順位の相関(船舶運航者全体) 
 レーダ ECDIS AIS GPS 双眼鏡 
レーダ 1     
ECDIS -0.28 1    
AIS 0.28 -0.75 1   
GPS -0.03 -0.27 -0.34 1  
双眼鏡 -0.83 0.10 -0.15 0.08 1 
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して、船長 1名より、「様々な状況が想定され、それにより順位が変わりますので、回答が困難です。」
という記述があった。避航操船を行う場合、船舶の輻輳海域や船舶の少ない沖合航行時などの様々な
状況が想定され、その都度優先順位が変化することは留意すべきと考える。しかし、様々な状況が想
定されるにも関わらず、図 3-1 より、船舶運航者全体において、双眼鏡を第 1 位に使用する割合は
94%にのぼり、双眼鏡の第 1 位の優先順位は最も高いことが分かった。一方、GPS の第 5 位の使用割
合は 91%にのぼり、GPS の使用優先順位は最も低いことが分かる。すなわち、船舶運航者は全体とし
て、目視により避航操船に必要となる相手船や周囲の状況を把握し、目視により得られた情報から自
身の経験を加味しつつ操船を行う場合が多いと推察する。現状の船舶運航において、GPSの示す情報
は緯度・経度の数値であり、数値情報のみでは船舶運航者の必要とする相手船との位置関係や周囲の
状況を視覚的にとらえるのが難しいと考える。次に、船舶運航者全体における各航海計器の優先順位
の相関をスピアマンの順位相関により求め、相関行列により示す(表 3-1)。表 3-1より、双眼鏡とレ
ーダ(1位と 2 位)、AISと ECDIS(3位と 4位)のように、優先順位が近い航海計器同士の相関は強く、
双眼鏡と GPS(1 位と 5位)のように、優先順位が遠い航海計器同士の相関は弱いことが分かった。中
でも、AIS と ECDISの相関は強いといえる。ただ、この 2つの航海計器はいずれも順位が 3位から 5
位といった比較的下位に集中している。本調査では下位の順位には着目せず、上位の優先順位に着目
することとする。すると、双眼鏡とレーダは相関が強く、2つの航海計器の優先順位はいずれも 1位、
2 位といった上位に集中していることが分かる。これは、目視での確認が可能な近距離は双眼鏡を、
目視での確認が難しい広範囲の距離はレーダを用いることで情報を得ていることによると考える。
ただし、船舶運航時に考える目視は自動車のように肉眼でみえる数 m～数百 mではなく、数千～数万
mという距離を想定している。一方、GPSと双眼鏡はほとんど相関がみられなかったことから、GPSと
双眼鏡は避航操船時、一緒に使用される場合が少ないといえる。 
続いて、役職ごとの調査結果と考察を順に示す。 
 はじめに、船長が各航海計器に示した優先順位ごとの使用割合を示す(図 3-2)。図 3-2より、船長
 
図 3-2 避航操船に使用する航海計器の優先順位(船長) 
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は全員が双眼鏡を第 1位と回答しており、双眼鏡の優先順位は最も高いことが分かる。また、GPSの
第 5位の使用割合は 91%にのぼっており、GPS の使用優先順位は最も低いことが分かる。これは、船
舶運航者全体と多少の変動はみられるものの、ほとんど同じ傾向を示している。また、船長における
各航海計器の優先順位の相関をスピアマンの順位相関により求め、相関行列により示す(表 3-2)。表
3-2 より、AIS と ECDIS は相関が強いものの、2 つの航海計器はいずれも優先順位が 3 位から 5 位と
いった下位に集中していることが分かる。また、レーダと ECDISは相関がみられた。これは、目視で
の確認が難しい広範囲の情報をレーダと ECDIS という 2 つの航海計器を使用することにより情報を
得ていることに起因すると推察する。 
 次に、一等航海士が各航海計器に示した優先順位ごとの使用割合を示す(図 3-3)。図 3-3より、一
等航海士の双眼鏡の第 1位の使用割合は 92%にのぼっており、双眼鏡の優先順位は最も低いことが分
かる。これは、多少の変動はみられるものの、船長と同じ傾向を示している。また、一等航海士にお
ける各航海計器の優先順位の相関をスピアマンの順位相関により求め、相関行列により示す(表 3-3)。
表 3-3 より、AISと ECDIS、双眼鏡とレーダはそれぞれ完全な相関がみられた。中でも双眼鏡とレー
ダは優先順位が 1位や 2位という上位に集中していることが分かる。これは、目視での確認が可能な
近距離は双眼鏡を、目視での確認が難しい広範囲の距離はレーダを用いて情報を得ていることによ
表 3-2 各航海計器の優先順位の相関(船長) 
 レーダ ECDIS AIS GPS 
レーダ 1    
ECDIS -0.59 1   
AIS 0.35 -0.95 1  
GPS 0.10 0.35 -0.59 1 
 
 
図 3-3 避航操船に使用する航海計器の優先順位(一等航海士) 
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ると考える。 
次に、二等航海士が各航海計器に示した優先順位ごとの使用割合を示す(図 3-4)。二等航海士の年
齢層は 20代後半から 30代前半であり、船長や一等航海士とは異なる傾向を示すと予測していた。し
かし、図 3-4より、実際は二等航海士全員が双眼鏡を第 1位、レーダを第 2位、AIS を第 3位と回答
していた。また、GPS においても、1 名を除き 3 名が第 5 位と記述しており、GPS の優先順位は最も
低いことが分かる。こちらも、多少の変動はみられるものの、船長や一等航海士とほとんど同じ傾向
を示していることが分かる。 
最後に、三等航海士が各航海計器に示した優先順位ごとの使用割合を示す(図 3-5)。三等航海士の年
齢層は 20代前半から 20代後半であり、いわゆるスマホ世代といわれる年齢層である。そのため、電
波航法計器の優先順位が最高になると予測していた。しかし、実際は双眼鏡の使用割合が 86%にのぼ
った。すなわち、三等航海士においても、双眼鏡の使用優先順位は最も高いことが分かる。また、GPS
の第 5 位の使用割合は 86%にのぼっており、GPSの使用優先順位は最も低いことが分かる。これは、
多少の変動はみられるものの、船長や一等航海士とほとんど同じ傾向を示していることが分かる。す
なわち、船舶運航の経験が豊富な船長や一等航海士から、船舶運航の経験が浅い三等航海士まで、大
きな差はみられなかったといえる。また、三等航海士における各航海計器の優先順位の相関をスピア
マンの順位相関により求め、相関行列により示す(表 3-4)。表 3-4より、双眼鏡とレーダには完全な
表 3-3 各航海計器の優先順位の相関(一等航海士) 
 レーダ ECDIS AIS 双眼鏡 
レーダ 1    
ECDIS -0.14 1   
AIS 0.14 -1 1  
双眼鏡 -1 0.14 -0.14 1 
 
 
図 3-4 避航操船に使用する航海計器の優先順位(二等航海士) 
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相関がみられた。これは、先に示した通り、目視での確認が可能な近距離は双眼鏡を、目視での確認
が難しい広範囲の距離はレーダを用いることにより、避航操船に必要な情報を得ていることによる
と推察する。また、GPSと ECDIS の相関はみられたが、2 つの航海計器はいずれも優先順位が下位に
集中していることが分かる。 
 このように、役職ごとの特徴をみてきたが、近距離の確認が可能な双眼鏡と広範囲の距離が確認可
能なレーダから得られる情報を高精度な GPSにより体現することができれば、GPSも安全運航の達成
に寄与する航海計器の一つとなりうることが考えられる。 
 
3.3.3 レーダと ECDISに表示される情報 
船舶運航者全体が各表示情報に示した優先順位毎の使用割合を示す(図 3-6)。距離の第 1位の使用
割合は 41%にのぼり、優先して使用する割合が最も高いことが分かる。次いで、方位の第 1位の使用
割合が 29%であり、距離と方位を使う割合が高いといえる。また、最接近距離の第 1 位の使用割合も
18%となっており、船舶運航者は全体として距離の情報を優先して使用する場合が多いことが分かっ
た。すなわち、相手船との距離間を意識しながら、操船を行う場合が多いと推察する。一方、最接近
 
図 3-5 避航操船に使用する航海計器の優先順位(三等航海士) 
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表 3-4 各航海計器の優先順位の相関(三等航海士) 
 レーダ ECDIS AIS GPS 双眼鏡 
レーダ 1     
ECDIS -0.11 1    
AIS 0.35 -0.32 1   
GPS -0.17 -0.68 -0.47 1  
双眼鏡 -1 0.11 -0.35 0.17 1 
 
33 
 
時間や速力はそれぞれ第 6 位で使用する割合が最も多く、30%近くにのぼり、最接近距離や速力を優
先して使用する割合は低いといえる。順位を付けた回答者の中で、「全ての情報を総合して判断する
ので、順位付けをするのは難しいと感じました。」という記述があり、運航者が操船を行う場合は選
択肢に示した情報を統合し、判断していることも考慮すべきといえる。しかし、距離情報を優先して
使用する場合が多いという結果をふまえれば、運航者が選択肢に示した情報を統合する際、相手船や
物標との距離間を基に情報を統合することが多いと考える。 
次に、船舶運航者全体における各表示情報の優先順位の相関をスピアマンの順位相関により求め、
相関行列により示す(表 3-5)。最接近距離と方位、最接近時間はそれぞれ相関が強い。いずれの表示
情報も優先順位が第 1 位から第 6 位まで多岐に渡るものの、方位を第 1 位や第 2 位という上位に選
 
図 3-6 各表示情報に示した優先順位ごとにおける使用割合(船舶運航者全体) 
 
表 3-5 各情報の優先順位の相関(船舶運航者全体) 
 方位 距離 針路 速力 最接近時間 最接近距離 
方位 1      
距離 -0.10 1     
針路 0.12 -0.28 1    
速力 -0.38 0.26 -0.06 1   
最接近時間 -0.45 -0.31 -0.49 -0.30 1  
最接近距離 -0.67 -0.23 -0.49 -0.16 0.76 1 
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択した場合、最接近距離を第 5 位や第 6 位という下位に選択している運航者が多いことが分かった。
また、最接近時間は第 4 位から第 6 位の下位に、最接近距離は第 1 位から第 3 位の上位に優先して
使用する割合が多いものの、最接近距離を第 3 位に使用する場合は最接近時間を第 4 位に使用する
というように、最接近距離と最接近時間の優先順位は近く、優先順位が近い情報の相関は強いといえ
る。 
方位はジャイロコンパスを用いて確認することも可能であるが、距離や最接近時間、最接近距離と
いった情報はジャイロコンパスや双眼鏡から得ることができず、レーダや ECDIS からのみ得られる
情報であり、これらの航海計器では距離情報を数値のみならず視覚的にとらえることができる。すな
わち、船舶運航者はレーダや ECDISを使用する際、これらの航海計器からしか得られない情報を優先
的に使用する場合が多いといえる。 
続いて、役職ごとの調査結果と考察を順に示す。 
はじめに、船長が各表示情報に示した優先順位ごとの使用割合を示す(図 3-7)。距離を第 1位に優
先して使用する割合が 45%にのぼり、船長は距離の情報を優先して使用する場合が多い。次いで、方
位の第 1位の使用割合が 27%であり、距離と方位を使う割合が高いといえる。また、最接近距離の第
1 位の使用割合も 18%となっており、船長も距離の情報を優先して使用する場合が多いことが分かっ
た。一方、速力は第 6 位で使用される割合が高く、45%にのぼる。これは多少の変動はみられるもの
の、船舶運航者全体とほとんど同じ傾向を示している。 
次に、船長における各表示情報の優先順位の相関をスピアマンの順位相関により求め、相関行列に
より示す(表 3-6)。方位と最接近時間・最接近距離、さらには最接近時間と最接近距離は相関が強い。
 
図 3-7 各表示情報に示した優先順位ごとにおける使用割合(船長) 
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中でも最接近時間と最接近距離は相関が非常に強い。この 2つの情報は優先順位が上位・下位に集中
せず、順位に広がりがみられたが、最接近距離を第 1位に使用する場合は最接近時間を第 2位に使用
するというように、最接近距離と最接近時間の優先順位は近く、優先順位が近い情報の相関は強いと
いえる。方位と最接近時間・最接近距離の優先順位もそれぞれ同じ傾向がみられた。 
いずれにせよ、船長は船舶運航者全体と同様に、距離情報を最も優先して使用する割合が高く、こ
の情報を数値のみならず視覚的にとらえ、操船に生かしているといえる。 
次に、一等航海士が各表示情報に示した優先順位ごとにおける使用割合を示す(図 3-8)。一等航海
士の場合、方位と距離を第 1 位に使用する割合がいずれも 33%にのぼり、距離に加え方位の情報も優
先して使用する割合が多い。ただし、距離情報を第 2位に使用する割合は 42%、第 3位に使用する割
合は 25%にのぼり、各情報の中でも距離は第 1 位から第 3 位という上位に集中していることが分か
表 3-6 各情報の優先順位の相関(船長) 
 方位 距離 針路 速力 最接近時間 最接近距離 
方位 1      
距離 -0.04 1     
針路 -0.16 -0.29 1    
速力 -0.11 0.30 0.32 1   
最接近時間 -0.65 -0.21 -0.43 -0.31 1  
最接近距離 -0.66 -0.35 -0.37 -0.38 0.89 1 
 
 
図 3-8 各表示情報に示した優先順位ごとにおける使用割合(一等航海士) 
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る。一方、速力・最接近時間・針路は第 6位に使用される割合が 25%にのぼる。中でも、速力は第 6
位に使用される割合が最も高く、優先して使用される割合が少ないといえる。 
次に、一等航海士における各表示情報の優先順位の相関をスピアマンの順位相関により求め、相関
行列により示す(表 3-7)。距離と速力、針路と最接近時間・最接近距離、最接近時間と最接近距離は
相関が強く、中でも距離と速力は相関が非常に強い。この 2つの情報は優先順位が上位・下位に集中
せず、順位に広がりがみられたが、距離を第 1位に使用する場合、速力を第 2位または第 3位に使用
するように、距離と速力の優先順位は近く、優先順位が近い情報の相関は強いといえる。針路と最接
近時間・最接近距離、最接近時間と最接近距離もそれぞれ同じ傾向がみられた。 
いずれにせよ、一等航海士は距離情報に加え方位を最も優先して使用する割合が高く、この情報を
数値のみならず視覚的にとらえ、操船に生かしているといえる。 
 続いて、二等航海士が各表示情報に示した優先順位ごとにおける使用割合を示す(図 3-9)。二等航
海士の場合、方位と距離を第 1位に使用する割合がいずれも 50%にのぼり、距離と方位を優先して使
表 3-7 各情報の優先順位の相関(一等航海士) 
 方位 距離 針路 速力 最接近時間 最接近距離 
方位 1      
距離 -0.17 1     
針路 0.23 0.03 1    
速力 -0.34 0.84 0.03 1   
最接近時間 -0.45 -0.45 -0.68 -0.43 1  
最接近距離 -0.58 -0.43 -0.66 -0.36 0.79 1 
 
 
図 3-9 各表示情報に示した優先順位ごとにおける使用割合(二等航海士) 
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用する割合が最も多い。距離は第 1位、第 2位、第 4位に集中しているのに対し、方位は第 1位、第
3位、第 6位に集中しており、距離は方位に比較し優先順位が高いといえる。一方、最接近時間は第
6位に使用される割合が 50%にのぼり、優先して使用される割合が少ないといえる。 
次に、二等航海士における各表示情報の優先順位の相関をスピアマンの順位相関により求め、相関
行列により示す(表 3-8)。距離と速力、方位と最接近時間はそれぞれ完全な相関がみられた。全体
的に相関が強い情報同士が多いが、二等航海士の回答者は 4人であり、他の役職の運航者に比較し
人数が少なかったことも影響していると考える。 
いずれにせよ、二等航海士は一等航海士と同様に、距離情報に加え方位を最も優先して使用する
割合が高く、この情報を数値のみならず視覚的にとらえ、操船に生かしているといえる。 
最後に、三等航海士が各表示情報に示した優先順位ごとにおける使用割合を示す(図 3-10)。三等
航海士の場合、距離を第 1位に使用する割合が 43%にのぼり、距離を優先して使用する割合が最も高
表 3-8 各情報の優先順位の相関(二等航海士) 
 方位 距離 針路 速力 最接近時間 最接近距離 
方位 1      
距離 -0.89 1     
針路 0.74 -0.95 1    
速力 -0.89 1 -0.95 1   
最接近時間 0.06 -0.50 0.63 -0.50 1  
最接近距離 -1 0.89 -0.74 0.89 -0.06 1 
 
 
図 3-10 各表示情報に示した優先順位ごとにおける使用割合(三等航海士) 
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い。一方、方位・針路・最接近時間は第 6位の割合がいずれも 29%であった。ただ、方位と針路は第
1 位に使用する割合が 14%となり、順位に広がりがみられる。しかし、最接近時間は第 4 位から第 6
位という下位に集中しており、優先して使用される割合が少ないといえる。 
次に、三等航海士における各表示情報の優先順位の相関をスピアマンの順位相関により求め、相
関行列により示す(表 3-9)。最接近距離と方位、最接近時間は非常に強い相関がみられた。3つの情
報は順位が上位や下位に集中せず、広がりがみられたが、方位を第 2位に使用する場合、最接近距
離を第 3位に使用するように、優先順位が近い情報の相関は強いといえる。最接近距離と最接近時
間にも同じ傾向がみられた。 
いずれにせよ、三等航海士は船舶運航者全体や船長と同様に、距離情報を最も優先して使用する
割合が高く、この情報を数値のみならず視覚的にとらえ、操船に生かしているといえる。 
 役職ごとの特徴をみてきたが、船舶運航者は全体として、レーダと ECDISからは近距離あるいは
広範囲に限らず、距離情報に着目していることが分かった。レーダや ECDISは GPSの情報を基に動
作しており、GPSはこのような航海計器へ正確な位置の情報提供という役割を果たしていると考え
る。 
 
3.3.4 双眼鏡から得られる情報 
本設問は自由記述により回答頂いたものであり、船舶運航者全体の記述内容を下記に示す。 
・他船の存在、他船の方位変化、他船の針路、他船の船種、障害物(漁具等)の有無、目標(ブイ等)の
早期発見 
・視程、相手船の方位、距離、ベアリングの変化、位置関係 
・相手船の向き、(夜間は灯火の見え方)、大きさ、信号(旗、灯火、形象物等)、漁具、ブイ等障害物 
・相手船の針路・船種・速力の有無、ブイ・漁具・漂流物等 
・他船の進行方向、船種、海上障害物の発見、目標物の発見、視程、陸明か船の灯火かの判断、船名 
・船名、船籍港、船橋当直人数、ステムが造る波の大きさ 
・航行中か否か、航行中・停泊中等の船舶の向き 
・進路及びその変化 
・見合い関係、船種(漁船の漁法や操縦性能制限船) 
・どのような(近づく？遠ざかる？)物標かどうか、相手船の向き・船種・曳航物件があるかどうか、
表 3-9 各情報の優先順位の相関(三等航海士) 
 方位 距離 針路 速力 最接近時間 最接近距離 
方位 1      
距離 0.43 1     
針路 0.28 -0.23 1    
速力 -0.60 -0.57 -0.41 1   
最接近時間 -0.72 -0.22 -0.79 0.50 1  
最接近距離 -0.88 -0.37 -0.51 0.45 0.91 1 
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船速あり？なし？ 
・海上における他船・浮遊物の発見と確認(動き、見合い等) 
・方位変化を確認する前の他船の動静 
・相手船のアスペクト・進行方向、夜間であれば灯火の見え方、漁船であれば操業の有無・漁具の有
無 
・相手船の姿勢(動静(方位変化)はレピータコンパスによる)、船種、ターゲットの姿(船かその他か)、
形象物・灯火、船籍、会社名(ファンネルを含む) 
・船の見え方(マスト灯の間隔等)-相手船の針路、見合い予測、網を引いているかどうか、船首の波
(走っているかどうか)、ファンネルからの煙(エンジン始動)、船、漁網、ブイ、海上漂流物、岩、潮
目、海面の色の変化(海図情報にあるものは元より、海図情報にないものに対する警戒)、氷山、流氷、
他、海面に存在するものの把握 
・船種・船型、載貨状態、視程・海面の状況、漁具等の有無 
・動静・針路(相手船)、気象・海象の変化、陸上物標の早期把握 
・他船の針路(どちらを向いているか)、海面上の障害物の有無、航路標識の情報 
・他船の動向 
・相手船の向き(どちら舷が見えるか？夜間であれば舷灯の色、マスト灯の間隔) 
・船種、行先、方位変化、速力、針路、パイロットの有無、離着岸、投抜錨の用意 
・視界の把握のため、水平線辺りのターゲット捕捉のため 
・船舶の向き、灯火の識別、漁具・漁船の位置又はその動向 
・レーダでは写らない漁船やブイなどを見つけて避航したり、他船の灯火の見え方など 
・見合い関係(行会い、横切り、追い越し)の判断、マスト灯の開きでおおよそのアスペクトを推定 
・相手船のアスペクト(夜間、灯火の見え方)、漁具・障害物の確認、夜間時ブレアの確認 
・相手船の向いている方向 
・見合い関係の確認(横切り船、反航船、同航船、追い越し船、停留船の別)、船種の理解(大型商船、
内航船、漁船、特殊船・・・)、標識・陸上物標の確認(灯台、浮標式、山、岬、島・・・)、視程・
障害物・漂流物・漁具の有無 
・相手船の見え方、ベアリングの変化 
・他船の存在、船種、アスペクト 
・他船のマストの開き・アスペクト比、夜間においては灯火の見え方(航海灯の見え方)、見え方に応
じた推定距離、旗流信号や形象物・錨泊船の錨鎖の状態、パイロット乗下船の確認 
・進行方向における障害物(ブイ、流木等)の有無、他船の向き(船首方位)、他船の動静(引き波や投
げ網の有無)、停留中か否か等 
・他船の動向を確認し、その後、衝突のおそれを判断するため、方位変化を得る 
・船種、大きさ、アスペクト、航走波、レーダ使用の有無、信号旗の有無、パイロットラダーの用意
状況、ファンネルからの煙、プロペラ水流、黒球、ホースパイプ洗浄水、船首配置の有無、係留索状
況、綱取放しの有無、タグの S/B、エスコートの有無など、沖合・内海・港内・湾内・狭水道時、避
航時の状況により変わります 
・漂流物、他船の見え方(舷灯、マスト灯など) 
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・他船の見え方(含灯火)、レーダに映っていない他船(たとえば漁船)、その他の障害物の存在の有無 
・他船の動向、灯火、気象海象 
・船舶のアスペクト(マスト灯や舷灯を含む) 
上述した記述より、他船の存在や動向、漁具等の障害物の有無やブイ等の目標物の早期発見、航走
波やステムが造る波の大きさ、気象海象や視程の把握が多いことが分かる。中でも、他船の方位、距
離、ベアリングの変化やアスペクト比、灯火・形象物等の信号に関する記述が中心であった。方位や
距離、ベアリングの変化はレーダや ECDISといった電波航法計器でも確認可能であるが、向きや大き
さ、アスペクト比は実際の船舶を直接把握しなければ確認することができない。避航操船を行う場合、
単に相手船と衝突しない方向へ操舵するのではなく、船舶の大きさや向きによって操舵のみならず、
機関や汽笛の操作が必要となることが考えられる。どのような動作を行うかどうか決めるには、相手
船との位置関係や動向に限らず、大きさやアスペクト比といった他船の規模を考慮することが安全
運航の達成に不可欠であると考える。また、ブイはレーダ画面上に映る場合もあるが、漁具や漂流物
はレーダ画面上に映らず、早期発見を行わなければ衝突し、船体損傷が発生する恐れがあり、船舶運
航に支障をきたすことが考えられる。障害物の有無は双眼鏡からのみ把握可能であり、このような情
報も安全運航の達成に不可欠であると考える。航走波や波の大きさを知ることにより、他船の航走状
態の把握はもちろんのこと、気象の変化に伴う海面の船底への打ち込みを把握も可能となる。他船の
航走状態はレーダや ECDIS上に示される速力情報からも把握可能であるといえるが、3.3.3で示した
ように、船舶運航者は全体として速力情報を優先して使用する割合が低いことから、速力の数値を優
先して使用するのではなく、自分の目で直接航行状況を確認することにより、他船の航走状態を把握
することに重点を置いていると考える。また、気象の変動に伴い波高が変化し、波高が高くなると海
面が船底に打ち込み、機関や操舵を調整しない限り船体の損傷の発生が予想される。このような損傷
の発生を防止するためにも、海面状態の直接把握は必要な動作であると考える。さらに、気象の変化
により視界が制限されると、周囲の見え方が変化し、自船の近くを航行・錨泊する船舶の把握すら難
しくなることが予想される。そのため、レーダや ECDISによる方位や距離の情報の把握に加え、周囲
の状況を目視により直接確認することで、現在の視程をふまえた避航動作の選択を可能としている
ことが考えられる。 
レーダや ECDIS から示される情報は他船や周囲の状況を数値で提供するものが多く、避航動作を
どのような形で実施するか考えるには、数値情報のみならず、視覚的な情報の取得が不可欠であると
考える。他船や周囲の状況に関する情報を視覚的に得るためには、他船の規模や航行状態に関する常
用を目視により直接確認することが重要であると考える。また、レーダや ECDISといった電波航法計
器のみでは取得できない情報もいくらか存在する。こうした情報を目視により確認し、避航動作につ
なげていると考える。 
続いて、役職ごとの記述について示し、考察する。はじめに、船長の記述を下記に示す。 
・相手船の向き、(夜間は灯火の見え方)、大きさ、信号(旗、灯火、形象物等)、漁具、ブイ等障害物 
・船名、船籍港、船橋当直人数、ステムが造る波の大きさ 
・見合い関係、船種(漁船の漁法や操縦性能制限船) 
・方位変化を確認する前の他船の動静 
・相手船のアスペクト・進行方向、夜間であれば灯火の見え方、漁船であれば操業の有無・漁具の有
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無 
・相手船の姿勢(動静(方位変化)はレピータコンパスによる)、船種、ターゲットの姿(船かその他か)、
形象物・灯火、船籍、会社名(ファンネルを含む) 
・船の見え方(マスト灯の間隔等)-相手船の針路・見合い予測、網を引いているかどうか、船首の波
(走っているかどうか)、ファンネルからの煙(エンジン始動)、船、漁網、ブイ、海上漂流物、岩、潮
目、海面の色の変化(海図情報にあるものは元より、海図情報にないものに対する警戒)、氷山、流氷、
他、海面に存在するものの把握 
・見合い関係(行会い、横切り、追い越し)の判断、マスト灯の開きでおおよそのアスペクトを推定 
・他船の存在、船種、アスペクト 
・他船の動向を確認し、その後、衝突の恐れを判断するため、方位変化を得る 
・船種、大きさ、アスペクト、航走波、レーダ使用の有無、信号旗の有無、パイロットラダーの用意
状況、ファンネルからの煙、プロペラ水流、黒球、ホースパイプ洗浄水、船首配置の有無、係留索状
況、綱取放しの有無、タグの S/B、エスコートの有無など、沖合・内海・港内・湾内・狭水道時、避
航時の状況により変わります 
 上述した記述より、船長も相手船との位置関係や動向、漁具やブイ等の障害物の有無に着目してい
る場合が多いことが分かった。ただ、相手船との位置関係に関して、「方位変化を確認する前の他船
の動静」「相手船の姿勢」というように、相手船のどのような動きに着目しているのか具体的な記述
がみられ、着目した動きを注視し、避航動作につなげているといえる。また、「避航時の状況により
変わります」という記述がみられた。避航操船を行う場合、船舶の輻輳海域や船舶の少ない沖合航行
時などの様々な状況が想定され、その都度注目する情報は変化することは考慮すべきといえる。しか
し、様々な状況が想定される中でも、相手船との位置関係や動向、漁具やブイ等の障害物の有無に関
しては記述が多かったことから、これらの内容は目視により確認する重点的な情報であると考える。
一方、ファンネルからの煙に着目している船長も多いことが分かった。ファンネルから煙が出ていれ
ばエンジンが始動していることを確認できる。エンジンが始動しているかどうかを直接確認するこ
とで、他船の速力変化に対する予測が可能になるといえ、他船の速力変化に応じた避航動作の検討も
可能であると考える。他船の速力変化に関する予測はレーダや ECDIS といった電波航法計器の場合、
速力情報の継続監視により行うことが可能であるが、ファンネルから煙は継続監視を行わずに即座
に把握が可能であることから、双眼鏡を用いた目視によりこのような情報を得ていると推察する。 
 次に、一等航海士の記述内容を下記に示す。 
・相手船の針路・船種・速力の有無、ブイ・漁具・漂流物等 
・航行中か否か、航行中・停泊中等の船舶の向き 
・進路及びその変化 
・どのような(近づく？遠ざかる？)物標かどうか、相手船の向き・船種・曳航物件があるかどうか、
船速あり？なし？ 
・海上における他船・浮遊物の発見と確認(動き、見合い等) 
・船種・船型、載貨状態、視程・海面の状況、漁具等の有無 
・動静・針路(相手船)、気象・海象の変化、陸上物標の早期把握 
・他船の針路(どちらを向いているか)、海面上の障害物の有無、航路標識の情報 
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・他船の動向 
・相手船の向き(どちら舷が見えるか？夜間であれば舷灯の色、マスト灯の間隔) 
・相手船の向いている方向 
・見合い関係の確認(横切り船、反航船、同航船、追い越し船、停留船の別)、船種の理解(大型商船、
内航船、漁船、特殊船・・・)、標識・陸上物標の確認(灯台、浮標式、山、岬、島・・・)、視程・
障害物・漂流物・漁具の有無 
・船舶のアスペクト(マスト灯や舷灯を含む) 
 上述した記述より、一等航海士も船長と同様に相手船との位置関係や動向、漁具やブイ等の障害物
の有無に着目している場合が多いことが分かった。また、一等航海士の場合、気象・海象の変化や視
程・海面の状況にも注目している。さらには、「船種の理解」という記述もあり、大型商船あるいは
漁船といった船種を確認することにより、船の形状を把握できることから、船の形状も考慮し避航動
作を考えているといえる。 
 次に、二等航海士の記述内容を下記に示す。 
・他船の存在、他船の方位変化、他船の針路、他船の船種、障害物(漁具等)の有無、目標(ブイ等)の
早期発見 
・船種、行先、方位変化、速力、針路、パイロットの有無、離着岸、投抜錨の用意 
・他船のマストの開き・アスペクト比、夜間においては灯火の見え方(航海灯の見え方)、見え方に応
じた推定距離、旗流信号や形象物・錨泊船の錨鎖の状態、パイロット乗下船の確認 
・進行方向における障害物(ブイ、流木等)の有無、他船の向き(船首方位)、他船の動静(引き波や投
げ網の有無)、停留中か否か等 
 上述した記述より、二等航海士も船長や一等航海士と同様に相手船との位置関係や動向、漁具やブ
イ等の障害物の有無に着目している場合が多いことが分かった。また、二等航海士の場合、「パイロ
ットの有無」や「パイロット乗下船の確認」といったパイロットに関する記述がみられた。パイロッ
トの有無ついては、沖合や遠洋航行時には問題にならないが、港内や湾内、内海、狭水道航行時はパ
イロットによる操船が行われているので注目する必要があり、パイロットの乗船状況を確認しなが
ら自船の操船を行うのではないかと推察する。さらに、「投抜錨の用意」や「錨泊船の錨鎖の状態」
といった錨泊中の船舶に関する記述もみられた。投錨時、船舶は錨地に向けて減速を続け、錨を海底
へ下ろす準備を行う。自船の航行する針路が他船の錨地であった場合、他船は自船と同じ方向へ航行
を続けつつ、投錨のため減速を始める。しかし、同じ針路の場合、自船が避航動作を取らなければ衝
突の危険が生じる可能性があることに加え、投錨中の船舶に近づいた場合、錨鎖が船底に絡まる等の
危険もあるため、他船の状況を注意深く見守る必要があると考える。他船が減速しているかどうかの
状況はレーダや ECDIS といった電波航法計器の数値情報から確認が可能であるが、錨を海底に下ろ
す作業準備を行っているかどうかは電波航法計器の情報からでは確認できず、双眼鏡による目視が
必要となる。一方、抜錨時、船舶は錨を海底から揚げた後、錨地から航行針路へ向け増速する。増速
開始後の針路が自船と同じ場合、自船が避航動作を取らなければ衝突の危険が生じることはもちろ
んのこと、抜錨中の船舶に近づいた場合、錨鎖が船底に絡まる等の危険もあり、他船の状況を注意深
く見守る必要があると考える。抜錨作業時の状況は電波航法計器の情報からでは確認できず、双眼鏡
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による目視が必要となる。いずれにしろ、航行中の船舶のみならず、錨泊中の船舶の動静も目視を通
じて把握しているといえる。 
 最後に、三等航海士の記述内容を下記に示す。 
・視程、相手船の方位、距離、ベアリングの変化、位置関係 
・他船の進行方向、船種、海上障害物の発見、目標物の発見、視程、陸明か船の灯火かの判断、船名 
・視界の把握のため、水平線辺りのターゲット捕捉のため 
・船舶の向き、灯火の識別、漁具・漁船の位置又はその動向 
・レーダでは写らない漁船やブイなどを見つけて避航したり、他船の灯火の見え方など 
・相手船のアスペクト(夜間、灯火の見え方)、漁具・障害物の確認、夜間時ブレアの確認 
・相手船の見え方、ベアリングの変化 
・漂流物、他船の見え方(舷灯、マスト灯など) 
・他船の見え方(含灯火)、レーダに映っていない他船(たとえば漁船)、その他の障害物の存在の有無 
上述した記述より、三等航海士も船長や一等航海士、二等航海士と同様に相手船との位置関係や動
向、漁具やブイ等の障害物の有無に着目している場合が多いことが分かった。また、三等航海士の場
合、灯火を含んだ他船の見え方に関する記述が多く、他船の見え方から自船との位置関係を捉え、避
航動作につなげていることが考えられる。 
大型船や内航商船はレーダや ECDIS といった電波航法計器の画面上に映るが、漁船や小型船はレ
ーダ画面上で捕捉できない場面が多く、電波航法計器のみの情報に頼った場合、これらの船舶に気づ
くのが遅れ、衝突等の海難事故を誘発することが考えられる。そこで、レーダ画面上で捕捉するのが
難しい船舶を早期発見すべく、双眼鏡を用いた目視により周囲の状況を確認しているといえる。また、
レーダ画面上での捕捉が可能な大型船や内航商船であっても、位置関係を理解するには画面上に示
される数値のみでは限界があり、実際に動静を確認することが必要である。さらに、船舶の規模や形
状も避航動作の選択に大きな影響を及ぼし、これらの情報は運航者の目視からのみ把握可能である
ことから、大型船や内航商船といった電波航法計器で捕捉可能な船舶であっても、双眼鏡を用いた目
視による確認が行われていると考える。船舶に限らず、漁具や浮遊物といった障害物も船体に衝突し
た場合、運航を妨げることが予想される。このような障害物も当然のことながらレーダや ECDISとい
った電波航法計器により探知することは不可能であり、運航者の目視が頼りとなる。 
現状の GPS の情報は、レーダや ECDIS といった電波航法計器への情報提供という形で用いられて
いるが、双眼鏡による目視で運航者が得る情報は電波航法計器からでは得られない情報が中心であ
り、目視により得ている情報を GPS に加え画像処理技術等の他の技術と複合した技術により提供で
きれば、運航者の目視にかかる負担を軽減することになると考える。 
 
3.3.5 GPSの海上における応用性 
船舶運航者全体が各応用分野に示した望ましい順位毎の割合を示す(図 3-11)。質問 2の結果より、
船舶運航者が避航操船時に最も優先して使用する航海計器は双眼鏡である一方、GPSの使用割合は最
も低いことが分かった。そのため、GPSの高精度化が進んだ場合であっても、船舶運航の分野で活用
されるのが望ましいという回答は少ないと予想していた。しかし、第 1位が最も集中した分野は船舶
運航であり、38%にのぼる。ただし、船舶運航を第 5 位と回答した運航者も 32%で最も多く、船舶運
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航分野は運航者の中でも意見が分かれる結果となった。現状の船舶運航において GPS の示す情報は
緯度・経度情報の数値であり、数値情報のみでは船舶運航者の必要とする相手船との位置関係や周囲
の状況を視覚的にとらえるのが難しいと考える。しかし、GPSの示す情報は非常に高精度であり、正
確な位置/速度情報をどのような形で活用すれば、船舶運航の分野で GPS が役立つか考える必要があ
るといえる。船舶運航者が業務を行う上で必要となる情報をその都度提供できれば、GPSも安全運航
の達成に寄与する航海計器の一部になりうると考える。また、防災対策分野を第 1位と回答した運航
者は 22%にのぼり、船舶運航者に次いで第 1位と海洋している割合が高い。防災対策の分野では、正
確な情報に基づいた予測や観測が不可欠であり、海洋における防災対策として、海面変動に基づく津
浪の検知が考えられる。本研究では、錨泊中の船舶による海面変動の計測を活用した津波の検知につ
いて 5章で議論している。当初、最も望ましい分野として環境モニタリングや海洋開発の割合が多く
なると予測していたが、この 2 つの第 1 位の割合はそれぞれ 14%と 19%となり、それほど高い割合で
はなかった。環境モニタリングや海洋開発の分野は、現在はあまり注目されていないものの、将来利
用拡大が期待される分野であり、GPS の高精度情報が活用されるべき業務の開拓を行う必要があると
考える。また、洋上監視の第 1 位の割合は 8%にとどまり、最も期待が小さい分野であるといえる。
ただ、離島や無人島といった人間の立ち入りが難しい場所において、洋上監視の果たす役割は大きい
といえ、洋上監視での GPSの活用方法は今後検討する必要があるといえる。 
次に、船舶運航者全体における各分野の順位の相関をスピアマンの順位相関により求め、相関行列
 
図 3-11 各応用分野の望ましい順位における割合(船舶運航者全体) 
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により示す(表 3-10)。表 3-10より、全体として相関の強い分野同士はみられなかったものの、環境
モニタリングと船舶運航、防災対策と船舶運航、海洋開発と洋上監視の 3つはいずれもやや相関がみ
られた。環境モニタリングと船舶運航はいずれも上位、下位といった特定の順位に集中せず、順位に
広がりがみられる。ただ、船舶運航を第 1位と回答した場合、環境モニタリングを第 2位と回答する
船舶運航者が多かったことから、望ましい分野の順位が近い相関はやや強いと考えられる。防災対策
と船舶運航においても、上位、下位といった特定の順位に集中せず、順位に広がりがみられる。ただ
し、船舶運航を第 1位と回答した場合、防災対策を第 2位と回答する運航者が比較的多く、望ましい
分野の順位が近い相関はやや強いと考えられる。海洋開発は上位、下位といった特定の順位に集中せ
ず、順位に広がりがみられる。一方、洋上監視の場合、第 4位と第 5位の合計が 56%となり、全体と
して下位に集中していることが分かる。海洋開発を第 2位あるいは第 3位と回答した場合、洋上監視
を第 4位あるいは第 5位と回答する運航者が多く、やはり、望ましい分野の順位が近い相関はやや強
いと考えられる。 
続いて、役職ごとの分析と考察を示す。 
 はじめに、船長が各応用分野に示した望ましい順位毎の割合を示す(図 3-12)。図 3-12より、船舶
運航を第 1 位と回答した船長は 40%にのぼり、船舶運航分野が第 1 位に最も集中している。ただし、
船舶運航を第 5位と回答した船長も 30%で洋上監視を第 5位と回答した割合とならび最も多く、船舶
運航分野は船長の中でも意見が分かれる結果となった。この傾向は船舶運航者全体とほとんど同じ
であった。また、海洋開発・防災対策・洋上監視を第 1 位と回答した船長はいずれも 20%となった。
現在、海洋において GPSの高精度情報が活用されている場面は、レーダや ECDISといった電波航法計
器の動作補助といった船舶運航分野が中心であり、海洋開発や防災対策といったフィールドにおい
て、GPSの活用事例は非常に少ない。今後、現在 GPSの活用事例が少ない分野においても、活用の仕
方次第では、GPSの高精度情報が利用されるようになるのではないかという考えがアンケート結果に
つながったと考える。洋上監視は第 5 位と回答した船長が 30%であり、第 4 位と回答した船長も 40%
にのぼることから、順位が下位に集中しており、GPSの海洋における応用分野としての期待は他の分
野に比較し少ないといえる。しかし、離島や無人島といった人間の立ち入りが難しい場所において、
洋上監視の果たす役割は大きいといえ、洋上監視での GPS の活用方法は今後検討する必要があると
いえる。 
表 3-10 各分野の順位の相関(船舶運航者全体) 
  船舶運航 海洋開発 環境モニタリング 防災対策 洋上監視 
船舶運航 1         
海洋開発 -0.21 1       
環境モニタリング -0.57 -0.03 1     
防災対策 -0.44 -0.31 0.05 1   
洋上監視 -0.14 -0.49 -0.23 -0.02 1 
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次に、船長全体における各分野の順位の相関をスピアマンの順位相関により求め、相関行列により示
す(表 3-11)。全体として相関の強い分野同士はみられなかったものの、環境モニタリングと船舶運
航、環境モニタリングと海洋開発、洋上監視と海洋開発はそれぞれやや強い相関がみられた。環境モ
ニタリングを第 1位と回答した船長はいなかったものの、第 2位と回答した船長は 30%であった。ま
た、第 4位と第 5位と回答した船長は 30%となり、環境モニタリングは上位・下位といった特定の順
位に集中せず、順位に広がりがみられた。また、船舶運航においても、第 1位と回答した船長は 40%
にのぼるものの、第 5位と回答した船長も 30%となり、船舶運航は上位・下位といった特定の順位に
集中せず、順位に広がりがみられた。ただし、船舶運航を第 1位と回答した場合、環境モニタリング
 
図 3-12 各応用分野の望ましい順位における割合(船長) 
 
表 3-11 各分野の順位の相関(船長) 
  船舶運航 海洋開発 環境モニタリング 防災対策 洋上監視 
船舶運航 1         
海洋開発 -0.29 1       
環境モニタリング -0.57 0.52 1     
防災対策 -0.31 -0.28 -0.19 1   
洋上監視 -0.27 -0.57 -0.18 -0.12 1 
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を第 3 位と回答する場合や環境モニタリングを第 3 位と回答した場合、船舶運航を第 5 位と回答す
る場合のように、環境モニタリングと船舶運航は望ましい分野の順位が近く、望ましい分野の順位が
近い相関はやや強いと考えられる。海洋開発を第 1位と回答した船長は 20%であったものの、第 2位
と回答した船長は 40%にのぼり、海洋開発分野は上位に集中していることが分かる。ただし、海洋開
発を第 1位と回答した場合、環境モニタリングを第 2位と回答する場合や、海洋開発を第 2位と回答
した場合、環境モニタリングを第 3位と回答する場合のように、環境モニタリングと海洋開発は望ま
しい分野の順位が近く、望ましい分野の順位が近い相関はやや強いと考えられる。洋上監視を第 1位・
第 2 位と回答した船長は 30%にとどまった一方、第 4位・第 5位と回答した船長は 70%にのぼり、下
位に集中していることが分かる。一方、海洋開発は順位が上位に集中しており、上位・下位といった
特定の順位に集中している分野同士の相関もやや強まると考えられる。 
 船長は全体として船舶運航分野での活用を期待する回答が多く、この傾向は多少の変動はみられ
たものの、船舶運航者全体と同じであったといえる。 
 次に、一等航海士が各応用分野に示した望ましい順位毎の割合を示す(図 3-13)。図 3-13より、船
舶運航を第 1 位と回答した一等航海士は 46%にのぼり、船舶運航分野が第 1 位に最も集中している。
ただし、船舶運航を第 5位と回答した一等航海士も 30%となっており、第 5位の割合の中では環境モ
ニタリングに次ぎ多く、船舶運航分野は一等航海士の中でも意見が分かれる結果となった。一方、洋
上監視を第 1位と回答した一等航海士はおらず、第 4位と第 5位に回答した一等航海士が 54%にのぼ
り、洋上監視は順位が下位に集中していることが分かった。この傾向は船長とほとんど同じであった。
 
図 3-13 各応用分野の望ましい順位における割合(一等航海士) 
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船舶運航に次いで第 1 位の割合が多かったのは防災対策であり、23%であった。この傾向は船舶運航
者全体とほとんど同じであった。一等航海士の場合、第 5 位の割合が最も多かった分野は環境モニタ
リングであり、38%にのぼる。現状、環境モニタリングを船舶で行った事例は少ないため、船舶を用
いた環境モニタリングをどのような目的で実施するか検討した上で、具体的な環境モニタリング技
術の構築が必要であり、具体的なモニタリング技術構築の検討過程において、GPSの高精度情報の活
用は議論されるのが望ましいと考える。 
次に、一等航海士全体における各分野の順位の相関をスピアマンの順位相関により求め、相関行列
により示す(表 3-12)。全体として相関が強い分野同士はみられなかったものの、環境モニタリング
と船舶運航、防災対策と船舶運航、洋上監視と海洋開発はそれぞれやや相関がみられた。環境モニタ
リングを第 1 位と回答した一等航海士は 15%であった一方、第 5位と回答した一等航海士は 38%にの
ぼり、環境モニタリングは順位が下位に集中していることが分かった。また、船舶運航において、第
1 位と回答した一等航海士は 46%にのぼるものの、第 5 位と回答した一等航海士も 31%となり、船舶
運航は上位・下位といった特定の順位に集中せず、順位に広がりがみられた。ただし、船舶運航を第
1位と回答した場合、環境モニタリングを第 4位あるいは第 5位と回答した一等航海士が多いことが
分かった。また、防災対策を第 1位と回答した一等航海士は 23%であり、第 2位と回答した一等航海
士も 38%にのぼる。防災対策を第 5位と回答した一等航海士がいなかったことや、第 4位と回答した
一等航海士が 15%にとどまったことを踏まえれば、防災対策は上位に集中していることが分かった。
船舶運航を第 1 位と回答した一等航海士は、防災対策を第 2 位あるいは第 3 位と回答している場合
が多く、防災対策と船舶運航は望ましい分野の順位が近く、望ましい分野の順位が近い相関はやや強
いと考えられる。洋上監視は第 1位と回答した一等航海士がおらず、第 5位と回答した一等航海士は
23%であったことに加え、第 4 位と回答した一等航海士が 31%であったことをふまえれば、洋上監視
は下位に集中していることが分かる。また、海洋開発は第 1位と回答した一等航海士は 15%であった
ものの、第 2位と回答した一等航海士は 31%にのぼり、海洋開発は上位に集中していることが分かる。
このように、上位・下位といった特定の順位に集中している分野同士の相関もやや強まると考えられ
る。 
一等航海士は全体として船舶運航分野での活用を期待する回答が多く、この傾向は多少の変動は
みられたものの、船舶運航者全体や船長と同じであったといえる。 
次に、二等航海士が各応用分野に示した望ましい順位毎の割合を示す(図 3-14)。図 3-14より、二
表 3-12 各分野の順位の相関(一等航海士) 
  船舶運航 海洋開発 環境モニタリング 防災対策 洋上監視 
船舶運航 1         
海洋開発 -0.11 1       
環境モニタリング -0.67 -0.17 1     
防災対策 -0.59 -0.45 0.36 1   
洋上監視 -0.001 -0.54 -0.36 0.20 1 
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等航海士は防災対策を第 1 位として回答した割合が最も多く、50%にのぼる。海上における防災対策
の例として、津波検知と検知した津波情報の提供があげられるが、津波を検知するには高精度かつ正
確な情報の利用が不可欠であり、現在、実海域で使用される GPS津波計は GPSにより高さ方向を計測
し、計測した高さ方向の測位結果を周期により分類することで津波を検知している。GPS津波計のよ
うに、GPS の高精度情報を多様なニーズに応じて活用できれば、防災対策の分野において、GPS の利
用拡大が期待できる。現在、海上における防災対策としては津波検知が主流であり、海上においてど
のような防災対策を実践すれば、一人でも多くの人命を救助できるか検討することから始めること
が必要だと考える。環境モニタリングと船舶運航は、防災対策に次いで第 1 位の回答割合が多く、
25%であった。ただ、環境モニタリングの場合、第 2 位と第 5 位を回答した一等航海士はいなかった
ものの、第 4位と回答した一等航海士は 50%となった。そのため、環境モニタリングは順位が比較的
下位に集中しているといえる。また、船舶運航は第 3 位と回答した一等航海士がいなかったことや、
第 3 位を除くすべての順位における回答の割合が 25%であったことをふまえれば、順位は上位・下位
といった特定の順位に集中せず、順位に広がりがみられた。洋上監視の分野では、第 1位、第 2位を
回答した一等航海士はいなかった一方、第 4位と回答した一等航海士は 25%であったことに加え、第
5 位と回答した一等航海士は 50%にのぼる。そのため、洋上監視は順位が下位に集中しており、最も
期待が低いということがいえる。ただ、離島や無人島といった人間の立ち入りが難しい場所において、
洋上監視の果たす役割は大きいといえ、洋上監視での GPS の活用方法は今後検討する必要があると
いえる。 
次に、二等航海士全体における各分野の順位の相関をスピアマンの順位相関により求め、相関行列
により示す(表 3-13)。環境モニタリングと船舶運航、防災対策と船舶運航、洋上監視と防災対策は
 
図 3-14 各応用分野の望ましい順位における割合(二等航海士) 
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いずれも強い相関がみられた。環境モニタリングを第 1位と回答した二等航海士は 25%であったもの
の、第 4位と回答した二等航海士は 50%にのぼり、順位が下位に集中していることが分かる。船舶運
航は第 3位を除いた全ての順位に回答した割合が 25%であったことから、上位・下位といった特定の
順位に集中せず、順位に広がりがみられた。ただし、二等航海士の回答を見ると、環境モニタリング
と船舶運航は望ましい分野の順位が近く、望ましい分野の順位が近い相関は強いと考えられる。また、
防災対策は第 1位と回答した二等航海士が 50%で最多であったことに加え、第 2位と回答した二等航
海士が 25%であったことから、順位が上位に集中していることが分かる。ただし、こちらも環境モニ
タリングと船舶運航との場合と同様に、望ましい分野の順位が近く、望ましい分野の順位が近い相関
は強いと考えられる。また、洋上監視は第 5位と回答した二等航海士は 50%で最多であったことに加
え、第 4位と回答した二等航海士は 25%であったことから、順位が下位に集中している。防災対策は
順位が上位に集中していることから、上位・下位といった特定の順位に集中している分野同士の相関
も強まると考えられる。 
二等航海士は全体として防災対策分野での活用を期待する回答が多く、この傾向は船舶運航者全
体や船長、一等航海士とは異なる傾向を示したといえる。 
最後に、三等航海士が各応用分野に示した望ましい順位毎の割合を示す(図 3-15)。図 3-15 より、
三等航海士は船舶運航と海洋開発を第 1 位と回答した割合が 33%にのぼり、最も多いことが分かっ
た。しかし、船舶運航については、第 5位と回答した三等航海士が 44%にのぼり、船舶運航分野は意
見が分かれる結果となったものの、第 2位と回答した三等航海士はいなかったことに加え、第 4位と
回答した三等航海士は 11%存在したことから、比較的下位に集中していることが分かる。現状の船舶
運航において、GPSの示す情報は緯度・経度情報の数値のみであり、この情報のみでは船舶運航支援
を行うには限界があると考える。GPS の示す高精度な情報を船舶運航時に幅広く活用するために必要
な検討が必要ではないかと推察する。海洋開発においても、第 1位と回答した割合は最も多かったも
のの、第 4 位と回答した三等航海士は 44%にのぼったことに加え、第 5 位と回答した三等航海士も
11%存在したことから、比較的下位に集中していることが分かる。海洋開発分野における GPS の活用
事例は非常に少ないが、将来、利用拡大が期待される分野であり、どのような形で GPS を活用するべ
きか検討することが必要と考える。防災対策は第 1位と回答した三等航海士はいなかったものの、第
2 位と回答した三等航海士は 22%であった一方、第 4 位の回答割合は 22%であり、第 5 位の回答割合
は 11%であったことから、順位は比較的下位に集中していることが分かる。 
表 3-13 各分野の順位の相関(二等航海士) 
  船舶運航 海洋開発 環境モニタリング 防災対策 洋上監視 
船舶運航 1         
海洋開発 -0.11 1       
環境モニタリング -0.74 0.06 1     
防災対策 -0.63 -0.39 0.06 1   
洋上監視 -0.21 -0.50 -0.39 0.89 1 
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次に、三等航海士全体における各分野の順位の相関をスピアマンの順位相関により求め、相関行列
により示す(表 3-14)。防災対策と船舶運航には強い相関がみられた。防災対策と船舶運航はいずれ
も比較的下位に順位が集中している。この 2つの場合、望ましい分野の順位が近く、望ましい分野の
順位が近い相関は強いと考えられる。 
三等航海士は船舶運航と海洋開発分野での活用を期待する回答は多かったものの、全体的には意
見が分かれる結果となった。この傾向は船舶運航者全体や船長、一等航海士、二等航海士とは異なる
傾向を示したといえる。 
役職ごとの特徴をみてきたが、船舶運航者全体としては船舶運航分野での活用を期待する回答が
多かったものの、選択肢に示した他の分野における GPS の活用方法も検討する必要があると考える。
また、船長や一等航海士といった運航経験の長い運航者と二等航海士や三等航海士といった運航経
 
図 3-15 各応用分野の望ましい順位における割合(三等航海士) 
 
表 3-14 各分野の順位の相関(三等航海士) 
  船舶運航 海洋開発 環境モニタリング 防災対策 洋上監視 
船舶運航 1         
海洋開発 -0.20 1       
環境モニタリング -0.32 -0.35 1     
防災対策 -0.76 -0.27 0.21 1   
洋上監視 -0.03 -0.52 -0.39 0.34 1 
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験の浅い運航者では期待する分野に異なる傾向がみられたことから、運航経験の違いにより期待す
る分野に変動があることが分かった。いずれにせよ、GPS の高精度情報は幅広い分野で活用されるこ
とにより、今後の海洋での応用性が拡大すると考える。 
 
3.3.6 GPSの海上における応用性についてのアイデア 
本設問は自由記述により回答頂いたものであり、船舶運航者全体の記述内容を下記に示す。 
・位置情報ゲーム(主要灯台等を利用した陣取合戦のものや海戦ものなど)、海流情報等の迅速な提供
(Presentのデータの提供) 
・RTK では、高度も高精度で計測が可能だったと記憶している。巨大船等、船体数か所に受信機を設
置することで、トリム・ヒール・ホグ・サグの他、船体のたわみ等も計測が可能になると考える。 
・GPS、ECDIS、AISを応用して、モニター画面上に他船の航海計画(予定進路等)を表示することによ
り、他船の今後の行動をより詳細に把握し、自船の操船に生かす。 
・GPS内蔵ライフジャケット(溺者発見のため) 
・車のようなシステムが出来ればありがたいと考えます。 
・救命胴衣灯に GPSを内蔵し、遭難者の発見を容易にする。 
・すでに構築されているかもしれませんが・・・、港の離陸時刻による到着予定時刻に応じた荷物の
到着予定時刻の集出(船+陸の運送を考慮) 
・費用対効果にもよるが、ライフジャケット・ライフブイ等に組み込みその位置情報が分かるように
する、自動着桟(精度が向上すれば可能と考える。一部は実証済みであるが) 
・海上・海底障害物に受信機を設置し、高精度測位を用いた偏位を観測し、安全運航の一助とする 
・船の運航場面を考えると、人が船を操船する範囲であれば、GPSは、現状の精度で十分と考えます。
GPS の高精度化が活かせるとするならば、自動制御(無人化)ではないでしょうか。 
・日本近海の交通流情報を解析することにより、船舶交通の整流化を画る研究 
・GPSを用いて船位決定をすることで、陸上より船舶の遠隔操作を行うこと 
・大洋航海中においても、高精度 GPS情報はほしいところです。遠洋航海中も日本丸・海王丸の帆走
性能をより高精度で測定したい。帆船の場合、マスト・ヤードの干渉によって精度が低下している点
も改善できればと思います。帆走効率(速力率)に影響する要素は風向・風速に加えて波があります。
大洋の波高・波向等の情報が正確かつ詳細に提供されれば帆走商船のウェザールーティングに役立
つと思います。 
・外力の影響、操縦性能を精測する。ライフジャケット等に内蔵し、落水による行方不明者救助に役
立てる。 
・入出港の可否を判断する際の岸壁前の長周期波侵入状況を提供することは可能でしょうか。 
・GPS を利用した自動離着桟支援システムの開発・・・GPS の精度がより向上するならば、離着桟時
のタグやスラスタの制御を自動化し、本船の船首尾の横方向の速力や回答角速度を検知しそれに応
じたタグ・スラスタの応答により、安全かつ効率的に作業を実施するというもの。 
 全体として、多様なアイデアについて記述があった。中でも、ライフジャケットに GPS を内蔵し、
溺者発見や落水による行方不明救助に役立てるというアイデアに関する記述が多くみられた。現状
の船舶運航において、落水者への対応は運航者の目視が頼りとなり、運航者が落水者を見失った場合、
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救助が難しくなり、落水者の命を救うことが厳しくなると推察する。そこで、落水者の位置を容易に
把握するため、GPSの高精度位置情報を活かすことにより、一人でも多くの命を救うきっかけになる
と考える。例えば、落水者の位置を常時レーダ画面上に表示できるようライフジャケットに GPSを内
蔵することや、落水者がライフジャケットを着用していない場合は落水者の近くに GPS 内蔵型のセ
ンサーを投入し、落水者の位置を追尾できるようにするといったシステムの導入により、落水者の救
助に加え、運航者の救助操船に掛かる負担を軽減することにつながると考える。また、GPSの高精度
化を活かせる技術として、自動着桟や自動制御(無人化)といった自動運航に関するアイデアの記述
も多くみられた。このアイデアに関し、「GPSの精度がより向上するならば、離着桟時のタグやスラ
スタの制御を自動化し、本船の船首尾の横方向の速力や回答角速度を検知しそれに応じたタグ・スラ
スタの応答により、安全かつ効率的に作業を実施するというもの。」という記述があった。このアイ
デアは単に自動運航をすすめて運航者の業務を軽減するという意味ではなく、GPSの高精度な情報を
運航者の安全かつ効率的な業務の実施につなげるという内容であり、安全かつ効率的な業務の実施
のためにどのような形で GPS を活用するべきか考慮する必要があると考える。さらに、外力の影響や
船体運動、海洋上のデータ提供についてのアイデアもいくらか記述がみられた。これらのデータを
GPS によって計測することは可能であるが、高精度な GPS をどのような形で活用するかは今後の検討
課題であると考える。 
続いて、役職ごとの記述について示し、考察する。はじめに、船長の記述を下記に示す。 
・RTK では、高度も高精度で計測が可能だったと記憶している。巨大船等、船体数か所に受信機を設
置することで、トリム・ヒール・ホグ・サグの他、船体のたわみ等も計測が可能になると考える。 
・GPS内蔵ライフジャケット(溺者発見のため) 
・費用対効果にもよるが、ライフジャケット・ライフブイ等に組み込みその位置情報が分かるように
する、自動着桟(精度が向上すれば可能と考える。一部は実証済みであるが) 
・海上・海底障害物に受信機を設置し、高精度測位を用いた偏位を観測し、安全運航の一助とする 
・船の運航場面を考えると、人が船を操船する範囲であれば、GPSは、現状の精度で十分と考えます。
GPS の高精度化が活かせるとするならば、自動制御(無人化)ではないでしょうか。 
・大洋航海中においても、高精度 GPS情報はほしいところです。遠洋航海中も日本丸・海王丸の帆走
性能をより高精度で測定したい。帆船の場合、マスト・ヤードの干渉によって精度が低下している点
も改善できればと思います。帆走効率(速力率)に影響する要素は風向・風速に加えて波があります。
大洋の波高・波向等の情報が正確かつ詳細に提供されれば帆走商船のウェザールーティングに役立
つと思います。 
・入出港の可否を判断する際の岸壁前の長周期波侵入状況を提供することは可能でしょうか。 
 全体として多様なアイデアについて記述があったが、中でも、帆走性能について具体的に知りたい
データと併せて詳細な記述があった。帆走時、運航者は自身の感覚や計測データを頼りに操船を行う
ため、帆走時において GPS の情報が活用される場面はほとんど少ない。ただ、このアイデアによれ
ば、帆走効率に影響する風や波のデータを高精度な GPSを用いて計測することにより、正確な情報を
提供することで帆走に活かせるということで、今まで GPS の活用事例が少ない運航現場にも GPS を
取り入れることにより、運航者の業務にかかる負担を軽減し、より効率的な運航につながると考える。 
 次に、一等航海士の記述を下記に示す。 
54 
 
・車のようなシステムが出来ればありがたいと考えます。 
・救命胴衣灯に GPSを内蔵し、遭難者の発見を容易にする。 
・すでに構築されているかもしれませんが・・・、港の離陸時刻による到着予定時刻に応じた荷物の
到着予定時刻の集出(船+陸の運送を考慮) 
・外力の影響、操縦性能を精測する。ライフジャケット等に内蔵し、落水による行方不明者救助に役
立てる。 
 一等航海士全体としてアイデアに関する記述は少なかったが、遭難者や落水による行方不明者救
助に役立てるアイデアが多くみられた。また、港の到着予定時刻に応じた荷物の到着予定時刻の集出
についての記述がみられた。船舶は入港後、すぐに荷役を行うが、荷役が完了した荷物が目的地にい
つ届くのかどうか把握できれば、海上と陸上における運送の効率化につながると考える。 
次に、二等航海士の記述を下記に示す。 
・日本近海の交通流情報を解析することにより、船舶交通の整流化を画る研究 
・GPS を利用した自動離着桟支援システムの開発・・・GPS の精度がより向上するならば、離着桟時
のタグやスラスタの制御を自動化し、本船の船首尾の横方向の速力や回答角速度を検知しそれに応
じたタグ・スラスタの応答により、安全かつ効率的に作業を実施するというもの。 
 二等航海士の場合、船舶交通の整流化や自動着桟支援システムといった船舶の運航支援に関する
記述が多くみられた。現状の船舶運航においても GPSの情報は活用されているが、ここに示されてい
るアイデアで GPSを用いるとすれば、これまでとは異なる形での活用が期待できると考える。 
 最後に、三等航海士の記述を下記に示す。 
・位置情報ゲーム(主要灯台等を利用した陣取合戦のものや海戦ものなど)、海流情報等の迅速な提供
(Presentのデータの提供) 
・GPS、ECDIS、AISを応用して、モニター画面上に他船の航海計画(予定進路等)を表示することによ
り、他船の今後の行動をより詳細に把握し、自船の操船に生かす。 
・GPSを用いて船位決定をすることで、陸上より船舶の遠隔操作を行うこと 
 三等航海士全体として、アイデアに関する記述は少なかったが、船舶運航の支援に関するアイデア
が多くみられた。また、位置情報ゲームという研究分野にとらわれない自由な発想もみられた。 
 役職ごとの特徴もみてきたが、全体として様々なアイデアについて記述があり、船舶運航者は船舶
運航の支援や落水者の救助、海洋情報の提供といった多様な分野での活用を期待していると考える。 
 
3.4 3章のまとめ 
 本章では、GPS による位置情報を活用した船舶運航者の特性から GPS/GNSS 測位の高精度化に対す
る船舶運航者の意識を調査し、自動運航の実証へ向けた課題を示すとともに、高精度測位の海洋利用
がどのような場面に応用できるか分析を行った。調査結果より、GPSの高精度化が進んでいるにもか
かわらず、船舶運航者は避航操船時、双眼鏡を優先して使用する割合が最も高いことが分かった。す
なわち、GPS測位の高精度化に対する船舶運航者の意識は低いといえる。双眼鏡やレーダから得られ
る情報の具現化といった船舶運航者の特性を高精度な GPS からの情報でサポートすることができれ
ば、GPSの船舶運航時における幅広い利用に寄与し、自動運航の実証につながると考える。また、船
舶運航者は GPS の海上における応用性に関し、多様なアイデアを持っていることが分かった。しか
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し、全体としては船舶運航分野での応用を最も期待しており、船舶運航者が業務を行う上で必要とな
る情報をその都度提供できれば、GPSも安全運航の達成に寄与する航海計器の一部になりうると考え
る。GPS の示す情報は非常に高精度であり、正確な位置/速度情報をどのような形で活用すれば、船
舶運航の分野で GPS が役立つか考える必要があるといえる。日本は周囲を海に囲まれた島国であり、
多様な分野で GPSが活用されることによって、船員や船舶のみならず、人々の生活を豊かにする結果
が生み出されることが望ましいと考える。 
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付録 実際のアンケート 
 
実際に海技教育機構の船舶運航者へ送付したアンケートを下記に示す。 
 
海上における GPSの高精度化に関するアンケート 
はじめに 
 本アンケートは運航者が避航操船時、GPSをはじめとする航海計器や目視からどのような情報に
着目しているのか、また、GPSの高精度化がもたらす海洋への応用性は何かを調査研究することを
目的として作成したものです．本アンケートは、皆様が日頃行っている業務内容をもとにお答え頂
くものであり、業務内容に関する試験を行うものではありません．また、本アンケートにご記入頂
いた内容はアンケートの集計のみに使用し、集計後の統計資料はアンケート趣旨である研究活動以
外の目的には一切使用せず、本アンケートにより個人情報を知ることはありません．業務などによ
り大変お忙しい中恐縮ですが、アンケート調査にご協力頂きますよう、どうぞよろしくお願い申し
上げます． 
 本アンケートに関し、何かご意見・ご質問等ございましたら、下記の連絡先までご連絡頂ければ
と思います． 
 
 齊藤詠子(東京海洋大学大学院)    m145020@kaiyodai.ac.jp 
 
質問 1 あなたの役職を教えて下さい． 
 下記の記号から、あなたの役職に丸を付けて下さい． 
 航海科専任教官→ア 
 次席/三席/四席の名前付き→その名前に入る役職 ex.次席三等航海士→エ 
 休暇中→休暇前の役職 
 
ア 船長 
イ 一等航海士 
ウ 二等航海士 
エ 三等航海士 
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質問 2 避航操船で使用する航海計器についての質問です． 
 避航操船時、下記の航海計器で最も優先して使用する計器を第一位とし、第五位までア～オの記
号で順位を付けて下さい． 
ア レーダ 
イ ECDIS 
ウ AIS 
エ GPS 
オ 双眼鏡 
 
質問 3 レーダと ECDISに表示される情報についての質問です． 
 レーダと ECDISでは、どのような情報に着目して操船しますか？下記の情報で最も優先して使用
する情報を第一位とし、第六位までア～オの記号で順位を付けて下さい． 
ア 方位         
イ 距離 
ウ 針路 
エ 速力 
オ 最接近時間 
カ 最接近距離   注)ア・イ・ウ・エはいずれも真/相対を含むこ
ととする． 
 
質問 4 双眼鏡から得られる情報についての質問です． 
 双眼鏡の見張りを通じ、どのような情報を得て操船しますか？下記に記入して下さい． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第一位 
第二位 
第三位 
第四位 
第五位 
第一位 
第二位 
第三位 
第四位 
第五位 
第六位 
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質問 5 GPSの海上における応用性についての質問です． 
 将来 GPSの位置/速度情報の高精度化が進んだ場合、海洋ではどのような分野に活用されるのが望
ましいと思いますか？現在考案されている応用分野を下記に示しますので、最も望ましい分野を第
一位とし、第五位までア～オの記号で番号を付けて下さい． 
 
ア 船舶運航(ex.離着桟操船、狭水道航行時の操船) 
イ 海洋開発(ex.海底工事、洋上発電) 
ウ 環境モニタリング(ex.海水温度、気象予測)  
エ 防災対策(ex.津波探知、地震予測)   
オ 洋上監視(ex.離島、遠洋航行船) 
 
質問 6 GPSの海上における応用性について、アイデアをお願いします． 
 GPSの情報を活用した応用性は質問 5に示した分野のみならず、どのような分野に活用できる可
能性があると考えますか？あなたのアイデアを教えて下さい． 
 参考までに陸上での GPSの活用研究事例を示します．陸上では精密測位法(RTK : Real Time 
Kinematic)の技術発展が進み、現在、GPSの精密測位を用いた車の自動運転に関する研究が始まっ
ています．GPSによる測位が不可能な都市部の高層ビル街や高架橋の下でどのように位置/車速を求
めるか等、課題は山積していますが、GPSの高精度測位を用いた場合の車の測位精度は非常に良
く、将来の実用化が期待されています． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 以上でアンケートは終了です．ご協力頂き、どうもありがとうございました． 
 
  
第一位 
第二位 
第三位 
第四位 
第五位 
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第 4章 船舶による PPP の精度評価 
 
4.1 はじめに 
 船舶は航行海域を特定できないため、高精度測位に用いられる基準点を利用できるとは限らない。
しかし、現状の単独測位では測位精度が約 10m程度であり、海面変動のように数 cm 単位の精度での
計測を要する用途としては、十分な精度を満たしていないといえる。一方、第 2 章でも示したよう
に、基準点を利用せず、衛星から補正情報を得ることができる手段としては OmniSTARと MADOCAの利
用があげられる。 
 本研究では、高精度な海面変動の計測が必要となる海上ブイの代替またはデータ補間および錨泊
中の船舶による防災・減災を目的とした新たな応用提案の可否を判断するため、OmniSTAR と MADOCA
から得られる精密暦を用いて、陸上の定点と錨泊中・航行中の船舶での PPPの精度評価を比較する実
験を行った。 
 
4.2 静止衛星 OmniSTARを利用した PPP 
 第 2章でも示したように、OmniSTARは、全陸地の 90%以上で補正情報を得ることができ、単独測位
の精度向上が見込めるサービスの一つである。2015 年 7 月から 9 月にかけて、東京と神戸に寄港し
た国内航海に加え、東京湾からケアンズ(オーストラリア)、シンガポール、神戸までの遠洋航海を行
った銀河丸で測位実験を行った。本実験においても、2.4.3に示した陸上の定点測位実験と同一の実
験機材・接続構成(表 2-7)とし、パソコン上にデータの記録を行った(図 4-1)。 
 
4.2.1 実験結果と考察 
 本節では、船上測位実験で得られた PPP測位率および PPPと相対測位解との比較を行うことで、海
上における PPPの精度評価を行った。 
 PPP測位率は、実験で得られたデータ中における PPPフラグ(state_flag 5)が立っている割合とし
た。一方、相対測位解は、東京海洋大学越中島キャンパス第 4実験棟屋上設置(受信機：Trimble NetR9、
 
図 4-1 船上測位実験 
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アンテナ：Trimble Zephyr Geodetic 2)の基準点(F3解)(2014年 12月 14日計算)を使用するととも
に、2.4.3 の測位条件(表 2-7)と使用衛星、使用周波数、測位時間、測位間隔、測位モードおよび仰
角マスクを OmniSTARによる PPPと同一とし、RTKの Trimble社の基線解析ソフト(33)より得られた RTK
の FIX解を使用することとした。 
 図 4-2は船上の実験環境を示したものである。陸上の定点測位実験では、アンテナ近傍にアンテナ
高を超えるような構造物はなく(図 2-2)、オープンスカイ環境であるといえる。一方、錨泊中の船上
測位実験では、船上におけるアンテナ設置に対する安全面を考慮し、煙突などの上部にアンテナを 
設置することを避けたことによりアンテナ近傍にアンテナ高を超える煙突やレーダマストといった
船上特有の構造物が存在する(図 4-2)。このような構造物のアンテナ近傍への存在に加え、陸上定点
の実験にはない、海面反射に起因するマルチパスの発生により、陸上の定点測位実験と比較し PPP測
位率が低いと予測していた。図 4-3、図 4-4、図 4-5 はそれぞれ東京からケアンズ、ケアンズからシ
ンガポール、シンガポールから神戸までの PPP測位率の推移を示す。2015年 9月 2日の場合、PPP測
位率は 99%であったものの、単独測位の時間帯は存在せず、測位そのものが行われない時間帯が存在
した。PPP測位が行われない時間帯は 2015年 9月 2日を除き、単独測位に切り替わっており、PPP測
位率が減少している場合、単独測位の測位率が増加していることが分かる。銀河丸は 2015年 7月 25
日 05：00(UTC)に東京港を出港し、14 日の航海を経て 2015 年 8 月 7 日 23：55(UTC)ケアンズ港に入
港した。図 4-3は東京出港時を起点として、24時間ごとの測位率を求めたものである。ただし、2015
年 8 月 6 日は停泊時間を除いたため、19 時間分のみの測位率とした。東京からケアンズまでの航海
中において、東京出港直後から 6日間は 100%の測位率を達成しており、この間、OmniSTAR から得ら
れる補正データは受信できたといえる。一方、100%の測位率が達成できていない日にちも存在し、最
低 95%まで減少していた。しかし、PPP 測位率は 95%以上で推移しており、測位率全体としては高い
といえる。 
銀河丸は 2015 年 8 月 12 日 04：00(UTC)にケアンズ港を出港後、12 日間の航海を経て、2015 年 8
月 24日 01：50(UTC)にシンガポール港に入港した。図 4-4 はケアンズ出港時を起点として、24 時間
 
図 4-2 船上測位の実験環境 
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ごとの測位率を求めたものである。ただし、2015年 8月 23日は停泊時間を除いたため、22時間分の
みの測位率とした。この航海中において、PPP測位率は 96%から 100%であり、非常に高い割合で推移
していることが分かる。しかし、この航海中に PPP測位率 100%を達成したのは 1日のみであり、PPP
測位率は 96%以上で高い割合であったものの、ところどころ単独測位に切り替わる時間がみられたた
 
図 4-3 PPP測位率の推移(東京～ケアンズ) 
 
 
図 4-4 PPP測位率の推移(ケアンズ～シンガポール) 
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め、OmniSTARから得られる補正データ全ては受信できていないといえる。 
銀河丸は 2015 年 8 月 28 日 05：00(UTC)にシンガポール港を出港後、2015 年 9 月 8 日に神戸港へ
入港した。図 4-5 はシンガポール出港時を起点として、24 時間ごとの測位率を求めたものである。
この航海中において、PPP測位率はシンガポール出港直後から日本列島に近づくまでの間、ほとんど
の日で 100%を達成し、残りの日も PPP測位率は 99%以上であり、非常に高い割合で推移していること
が分かる。 
PPP 測位率は全航海中で 95%以上となり、非常に高い割合で推移しているものの、陸上の定点測位
実験(100%)に比較し低いという結果となったことから、図 4-2 に示した船上特有の構造物や海面反
射に起因するマルチパスの発生が影響し、船上では PPP測位率が減少したと推察する。自動車などの
移動体では、建物や移動体自身の構造物を要因とするマルチパスの発生は測位精度の低下に留まら
ず測位そのものが成立しないなどの課題がある。本実験では、船上のアンテナ設置場所を可変しての
実験は行わなかったものの、船上での安定した PPPの成立には、アンテナ設置位置をできるだけ煙突
やレーダーマストなどから離し、高位置に設置するなど、自動車などの移動体と同様に船上特有の構
造物への考慮に加え、マルチパスの発生への考慮は必要であると考える。すなわち、アンテナを船橋
上部のフライングブリッジ(約 18m)に設置したことで、海面から適度な距離を保つことができたこと、
可能な限り船上特有の構造物から距離を離した場所へアンテナを設置したことが、本実験において
船上での高い PPP測位率の達成に繋がったと考える。 
2015年 9月 2日において、PPP測位率は高かったものの、測位そのものが行われない時間帯が存在
した。2015年 9月 2日における衛星数の推移を示す(図 4-6)。GPS時刻で 359,324～359,730秒の間、
測位そのものが行われず、データ抜けの状態となった。図 4-6より、データが抜けている時間帯にお
いて、衛星数は 15機以上で推移している。一方、データが抜けている時間帯を除いた時刻は全て PPP
が行われており、平均衛星数は 18.1機と多いものの、GPS 時刻が 280,500～297,780 秒の間は衛星数
 
図 4-5 PPP測位率の推移(シンガポール～神戸) 
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が平均衛星数を下回っていることに加え、衛星数はデータ抜けには影響していないと推察する。 
PPP 測位率が最も低かったのは 2015年 8月 4日の 95%であり、PPP測位が行われない時間帯は全て
単独測位に切り替わっていたため、測位モードと衛星数との間に関係があると予測した。2015 年 8
月 4 日における測位モードと衛星数の関係を示す(図 4-7)。図 4-7 より、衛星数が 10 機以下に著し
く減ると、測位モードが PPP から単独測位に切り替わることが分かる。PPPが連続的に行われている
間、衛星数は最も少ない場合を含んでも 10 機以上で推移しており、PPP が行われている間の平均衛
星数は 19.8 機と多いことが分かった。すなわち、PPP から単独測位に切り替わる一要因として衛星
数の減少があげられると推察する。 
 2015年 7月 29日において、PPP測位率は 100%であり、衛星数の推移を示す(図 4-8)。図 4-8より、
衛星数は 10機以上で推移しており、平均衛星数は 19.7 機であった。船舶の場合、図 4-2のようにレ
ーダーマストや煙突といった船上構造物がアンテナ設置位置より高い位置に存在するため、船上構
造物上に配置された衛星が多くなり、PPP測位率が 100%を達成するのは難しいと予測していたが、実
際は 100%を達成した場合がいくらか見られたことに加え、衛星数も 10 機以上と多いことが分かっ
た。 
次に、錨泊中の船上測位実験で得られたデータと FIX 解を比較するため横軸に GPS 時刻、縦軸に
FIX解との差として散布図を用いて分析を行った。なお、この分析は FIX解を用いた比較になるため、
2015 年 7 月 3 日(実験 1)と 2015 年 7 月 5 日(実験 2)の東京湾錨泊中に実験を行った。船舶は、錨を
入れ、動きを止めた錨泊中であっても、気象海象の影響を受け海面を振れ回るため、船首方位次第で
OmniSTARからの補正データが受信できなくなり、測位精度が陸上に比較し悪くなると予測していた。
錨泊中の船上測位実験では、船首方位は実験 1 において最大 246.8 度（図 4-9）、実験 2 において最
 
図 4-6 衛星数の推移(2015 年 9月 2日) 
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大 360度（図 4-10）の範囲で変位することが確認された。しかし、実験 1・実験 2の場合、PPP測位
 
図 4-7 測位モードと衛星数の関係(2015年 8月 4日) 
 
 
図 4-8 衛星数の推移(2015 年 7月 29日) 
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率はいずれも 100%であり、船首方位が大きく変位した場合でも OmniSTARから得られる補正データは
受信できたといえる。また、Trimble社の基線解析ソフトから得られた全実験時間中における FIX解
の割合を FIX率とすると、FIX率は錨泊中の船上測位実験において、実験 1・実験 2いずれも 100%で
あった。錨泊中の船上での測位結果は緯度方向が FIX 解との差＋0.2m 付近、経度方向が差－0.2m付
近および高さ方向が差 0～0.2m 付近で推移しており、陸上定点での測位結果と同じ傾向を示してい
ることがわかる。更に、PPP 測位率は 100%であり OmniSTAR から送信される精密暦が全て受信できた
ことから、本実験において、錨泊中の船上では、船舶の動きによらず、PPPによる高精度測位は可能
であるといえる。表 4-1に、錨泊中の船上での PPPの測位精度を標準偏差、平均値および RMSにより
 
図 4-9 錨泊中の船上での相対測位解との比較(実験 1) 
 
 
図 4-10 錨泊中の船上での相対測位解との比較(実験 2) 
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示す。PPPは解の収束に時間を要し、収束前の測位結果は不定となるため、本実験においては実験開
始後 30分を収束時間とした。そして、実験開始後 30 分から 24 時間測定したデータを用いて、標準
偏差・平均値・RMS を算出した。表 2-8に示した陸上の定点測位実験での OmniSTARによる PPP(実験
1・実験 2)の標準偏差・平均値・RMSと比較すると、緯度方向の標準偏差では、陸上実験 1では 0.013m、
陸上実験 2では 0.014mであり、錨泊中の船上測位実験の 0.016mの方が値は大きい。この傾向は、経
度・高さ方向においても同様であった。すなわち、船上は陸上に比較し、ばらつき(=標準偏差)が大
きいことを示している。錨泊中の船上は水平・高さ方向において、船首方位の振れ回りが大きく変位
しても、基線長の変化は殆どないといえるが、FIX解との差に開きが確認された。錨泊中での船首方
位の振れ回りは、船上の構造物や海面反射に起因するマルチパスの発生をより複雑化させることが
考えられる。本実験では、複雑化されたマルチパスの影響の大小について検証は行っていないものの、
このようなマルチパスが船上における測位結果のばらつきに影響したことにより、船上は陸上に比
較しばらつきが大きくなった一要因と考える。本実験において、船上構造物や海面反射に起因するマ
ルチパスの発生が測位精度にどのように影響するのか分析することはできなかったものの、船体運
動により船上構造物上に配置される衛星が除外されることに加え、船上構造物や海面反射に起因す
る複雑化されたマルチパスの発生と測位結果のばらつきには因果関係があると推察する。更に、高さ
方向は水平方向と比較し、陸上および船上ともにばらつきが大きいといえる。これは、地平線以下に
GPS 衛星からの信号が受信できないため、そもそも高さ方向は水平方向に比較し測位誤差が大きくな
ることに起因するといえる。しかし、船上の高さ方向は、陸上に比較しばらつきが大きいことが分か
る。本実験において、陸上の定点測位実験では、実験期間中の天候はほとんど曇りであった。一方、
錨泊中の船上測位実験では、実験期間中の天候はほとんど雨であり、有義波高は実験期間中の平均値
で 0.13m であった。すなわち、船舶を定点に留めるための錨泊中であっても、気象海象の影響を受
け、船首方位が変化するような複雑な船体運動時は、水平方向よりも高さ方向の測位に影響を与える
傾向があったといえる。 
更なる分析を行うことを目的とし、横軸を経度方向の誤差、縦軸を緯度方向の誤差とし、図 4-11
に錨泊中の船上測位実験の水平方向測位誤差分布を示す。錨泊中の船上測位実験の場合も陸上の定
点測位実験と同様に OmniSTAR による PPP では、集約した 1 群のみが確認され、錨泊中の船上は陸上
表 4-1 OmniSTAR による PPPの測位精度(錨泊中の船上測位実験) 
実験 評価項目 
緯度方向 経度方向 高さ方向 
[m] [m] [m] 
OmniSTAR 
実験 1 
標準偏差 0.016 0.015 0.058 
平均値 0.201 -0.191 0.173 
RMS 0.202 0.192 0.173 
OmniSTAR 
実験 2 
標準偏差 0.016 0.013 0.037 
平均値 0.205 -0.191 0.170 
RMS 0.205 0.191 0.173 
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に比較し、水平方向の測位結果に広がりがみられた。これは、レーダーマストや煙突といった船上に
固定されている構造物と船首方位の変動が影響しているものと推測した。錨泊中の船上測位実験に
おいて、実験 2の船首方位は、実験開始直後 90度から 180 度付近を変位し、24時間で 360度の変位
が 1 回確認された(図 4-10)。一方、実験 1 の船首方位は、実験開始直後 180 度から 360 度付近を大
きく変位し、その後、実験終了まで 180度付近での変位が続き、全実験時間において 0 度から 90度
間の変位は確認されなかった（図 4-9）。すなわち、180度から 360度方向にかけて、船体運動や船上
構造物といった測位精度を低下させる要素が存在し、実験 1 は実験 2 に比較し広がりが多くなった
要因と考えたものの、本実験で得られたデータからでは、GPS衛星の方位、船上構造物の方位などの
関連性まで分析ができず決定的な要因であるとはいい難い。アンテナ高より高い船上構造物として、
船首方向に対しレーダーマストが約 0度、煙突が約 180度方向の存在があげられる。両実験の結果よ
り、実験 2でも実験 1と同様に広がりがみられた。本実験では実際に確認することはできなかったも
のの、船体運動により船上構造物上に配置される衛星が除外され、測位精度低下の一要因になったと
考える。すなわち、船上測位実験では陸上定点測位実験の結果とは異なり、一様な傾向が得られない
ということは、船上特有の構造物の影響と衛星配置との関係が、測位精度の低下やばらつきの要因で
あることが推察される。 
 錨泊中の船舶は錨を入れ、動きを止めた状態であっても気象海象による外力の影響で振れ回る。風
も外力のひとつであり、風速の変化により、船体運動の振れ回りが発生し、測位精度に影響があると
予測していた。最大風速は 10.2m/s(実験 1)、3.1m/s(実験 2)であり、最小風速は 3.8m/s(実験 1)、
 
図 4-11 水平方向測位誤差分布(錨泊中の船上測位実験) 
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2.6m/s(実験 2)であった。すなわち、実験中における風速の変位差に違いを確認した。実験 1は実験
 
図 4-12 錨泊中の船上での測位結果と風速との相互関係(実験 1) 
 
 
図 4-13 錨泊中の船上での測位結果と風速との相互関係(実験 2) 
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2 に比較し標準偏差が緯度・経度・高さ方向ともに大きく、ばらつきが大きいといえる(表 4-1)。図
4-12、図 4-13 は、緯度・経度・高さ方向と風速との相互関係を散布図により分析したものである。
緯度・経度・高さ方向いずれも風速との間には相関関係は確認されないとともに、4つの要素は相互
に無関係といえる。 
表 4-1より、錨泊中の船上は陸上の定点測位と同様に、RMS誤差が 0.1～0.2m程度発生し、系統誤
差が生じていることが分かる。先行研究によれば、この系統誤差は PPPと相対測位における測位法の
差に起因するものである可能性が高いが、詳細な原因は不明であると報告されている(29)。先行研究
と本実験では実験環境や条件が異なり、単純な比較はできないものの、本実験においても相対測位解
との比較において系統誤差が発生しており、PPP と RTK の測位法の差に起因するものと考えられる。 
しかし、2回の実験の標準偏差を測位精度として定義し、測位精度のみに着目すれば、錨泊中の船
上測位精度は水平方向約 2cm、高さ方向約 5cm であり、いずれも 10cm 以下を達成し、高精度である
といえる。したがって、船上での PPPは、本実験においては遠洋を含めても 95%以上の高い測位率を
達成し、海面変動の計測地点となる船舶の錨泊位置を特定するのには十分な精度であるとともに、海
面変動の分析といった、高精度な高さ方向の計測が必要な分野への応用が期待できるものと考える。 
次に、航行中の船上測位実験で得られたデータと FIX 解を比較するため横軸に GPS 時刻、縦軸に
FIX 解との差として散布図を用いて分析を行った(図 4-14)。なお、この分析は FIX解を用いた比較に
なるため、2015 年 7 月 6 日の東京湾から神戸沖へ向けた航行中の 3 時間、実験を行った。航行時の
船舶は針路を一定の方向へ向けるため、錨泊時とは異なり海面を振れ回ることはないものの、気象海
象の影響を受けるため、OmniSTAR からの補正データが受信できなくなり、測位精度が陸上に比較し
悪くなると予測していた。この航海での PPP測位率は 99.5%であり、補正データを全て受信すること
はできなかったものの、ほとんどの補正データは受信できており、高い測位率を示している。2015年
7月 6日の天候は雨であり、有義波高は実験期間中の平均値で 0.13mであり、天候や波浪が船体運動
に影響し、補正データが受信できない場合が生じたと考える。また、Trimble社の基線解析ソフトか
 
図 4-14 航行中の船上での相対測位解との比較 
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ら得られた全実験時間中における FIX 解の割合を FIX 率とすると、FIX 率は 100%であった。図 4-14
より、航行中の船上での測位結果は緯度方向が FIX 解との差+0.2m 付近、経度方向が差-0.2m 付近お
よび高さ方向が差 0～0.2m 付近で推移しており、陸上定点での測位結果や錨泊中の船上での測位結
果と同じ傾向を示していることが分かる。PPP測位率は 99.5%であったため、OmniSTARから送信され
る精密暦を全て受信することはできなかったものの、高い測位率を示したことをふまえれば、航行中
の船上では、船舶の動きによらず、PPPによる高精度測位はおおむね可能であるといえる。表 4-2に、
航行中の船上での PPPの測位精度を標準偏差、平均値および RMSにより示す。PPPは解の収束に時間
を要し、収束前の測位結果は不定となるため、本実験においては実験開始後 30分を収束時間とした。
そして、実験開始後 30分から 24時間測定したデータを用いて、標準偏差・平均値・RMS を算出した。
表 2-8に示した陸上の定点測位実験での OmniSTARによる PPP(実験 1・実験 2)の標準偏差・平均値・
RMS と比較すると、緯度方向の標準偏差では、陸上実験 1では 0.013m、陸上実験 2では 0.014mであ
り、航行中の船上測位実験の 0.016m の方が値は大きい。この傾向は経度・高さ方向においても同様
であった。しかし、表 4-1に示した錨泊中の船上測位実験での OmniSTARによる PPP(実験 1・実験 2)
の標準偏差・平均値・RMSと比較すると、緯度方向の標準偏差では、錨泊実験 1・実験 2ともに 0.016m
であり、航行中の船上測位実験の 0.016m と同じであった。経度方向の標準偏差では、錨泊実験 1で
は 0.015m、錨泊実験 2 では 0.013m であり、航行中の船上測位実験の 0.012m の方が値は小さい。高
さ方向の標準偏差では、錨泊実験 1で 0.058m、錨泊実験 2で 0.037mであり、航行中の船上測位実験
の 0.043m と比較すれば、実験 1より小さく実験 2より大きいことが分かる。すなわち、航行中の船
上は陸上に比較し、ばらつき(=標準偏差)は大きいものの、錨泊中に比較し、ばらつきが小さいとい
える。航行中の船上は水平・高さ方向において FIX解との差に開きが確認された。航行時は天候や波
浪が船体運動に影響したことに加え、船上の構造物や海面反射に起因するマルチパスの発生が FIX解
との差に影響していると考える。本実験において、船上構造物や海面反射に起因するマルチパスの発
生が測位精度にどのように影響するのか分析することはできなかったものの、船体運動により船上
構造物上に配置される衛星が除外されることに加え、船上構造物や海面反射に起因するマルチパス
の発生と測位結果のばらつきには因果関係があると推察する。また、航行時の船上測位においても、
RMS 誤差より、0.1～0.2m程度の系統誤差がみられた。これは、錨泊中の船上測位実験による PPPで
も考察したように、PPPと RTKの測位法の差に起因すると考える。 
 更なる分析を行うことを目的とし、横軸を経度方向の誤差、縦軸を緯度方向の誤差とし、図 4-15
に航行中の船上測位実験の水平方向測位誤差分布を示す。航行中の船上測位実験の場合も陸上の定
表 4-2 OmniSTAR による PPPの測位精度(航行中の船上測位実験) 
実験 評価項目 
緯度方向 経度方向 高さ方向 
[m] [m] [m] 
OmniSTAR 
標準偏差 0.016 0.012 0.043 
平均値 0.214 -0.194 0.141 
RMS 0.215 0.194 0.147 
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点測位実験や錨泊中の船上測位実験と同様に OmniSTARによる PPP では、集約した 1 群のみが確認さ
れ、陸上に比較し測位結果に広がりがみられた。 
 しかし、標準偏差を測位精度として定義し、測位精度のみに着目すれば、航行中の船上測位精度は
水平方向約 1cm、高さ方向約 4cm であり、いずれも 10cm 以下を達成し、海面変動の計測地点となる
船舶の位置を特定するのには十分な精度であるといえる。 
 
4.3 QZSSを利用した PPP 
 第 2 章でも示したように、QZSS を利用した PPP として MADOCA があげられる。本節では、QZSS と
MADOCA について説明し、船上での実験結果を示す。2015 年 7 月から 9月にかけて、東京と神戸に寄
港した国内航海に加え、東京湾からケアンズ(オーストラリア)、シンガポール、神戸までの遠洋航海
を行った銀河丸で測位実験を行った。本実験においても、2.4.3に示した陸上の定点測位実験と同一
の実験機材・接続構成(表 2-7)とし、パソコン上にデータの記録を行った(図 4-1)。 
 
4.3.1 QZSSの概要 
2010 年 9 月、日本では準天頂衛星 1 号機「みちびき」が打ち上げられた。QZSS は日本の RNSS(地
域的衛星測位システム：Regional Navigation Satellite System)であり、QZSSの軌道は図 4-16の
ように、大きな軌道傾斜角をもち、”high-inclined elliptical orbit (HEO)”として知られてい
る。QZSS の軌道を日本からみると、約 1日で同じ位置に戻る非対称の八の字軌道を描く(34)。東京に
おいて、QZSSの仰角は 1日 8 時間程度の間、75 度以上の高仰角で存在する(35)。QZSS のシステムは、
 
図 4-15 水平方向測位誤差分布(航行中の船上測位実験) 
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東アジアとオセアニアをカバーしており、すべての地域で高仰角から QZSS の信号を受信するために
現在の軌道が設計されている。現在の「みちびき」に加え、QZSS は今後、準天頂軌道(QZO)を通る 2
機の衛星と静止軌道(GEO)を通る衛星 1機が新たに打ち上げられる予定である。表 4-3に今後の QZSS
運用予定を示す。表 4-3によれば、2018年までに 4機の衛星が新たに運用される予定である。また、
2015年 1月、日本政府は 2023年までに QZSSを 7機体制にすることを決定した(36)。QZSS は GPSの測
位精度を利便性と信頼性のそれぞれから高めることが特徴である。QZSSは GPS信号と互換性があり、
相互運用にも使用可能な L1C/A、L1C、L2C、L5 信号の送信に加え、GNSS の測位精度を向上させるた
め L1-SAIF(Sub-meter Augmentation with Integrity Function)と LEX信号の 2つを送信している。
L1-SAIF信号は広域にディファレンシャル補正を提供し、サブメートルレベルの測位精度を可能とす
る。ここで、サブメートルレベルの測位精度とは、測位精度が 50～100cm程度の場合を示し、センチ
 
図 4-16 地球表面からみた QZSSの軌道 
 
表 4-3 QZSS運用予定 
year 2015 2017 2018 2019 ~2022 2023~ 
1st Michibiki 
       
In-Operation         
QZSS  
4-Sat. 
Launch No.2,3,4       
   Service   
        SBAS Service   
QZSS  
7-Sat. 
  
Development/Design  
(Additional 3 Sats.) 
Service 
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メートルレベルの測位精度とは、測位精度が 1～10cm 程度の場合を示す。一方、LEX 信号の目的は、
サブメートルレベルとセンチメートルレベルの両方の測位精度を達成することにあり、精密暦等の
補正情報を送信することで PPPに使用される。しかし、L1-SAIFと LEX信号という 2 つのサービスは
海洋向けのユーザには現在調査中である(36)。 
 
4.3.2 LEX信号 
 LEX 信号のメッセージは、QZSSから直接リアルタイムで GNSS衛星用の精密軌道・精密クロックの
補正データを送信できるように設計されている。LEX信号はセンチメートルレベルでの測位精度向上
が期待されている。周波数は 1278.75MHz(Galileo の E6 と同じ)であり、L6 信号とも呼ばれる。LEX
信号は比較的大きなデータ容量を有する利点をもち、航法メッセージのデータ送信レートは衛星ご
とに異なる。表 4-4に異なる航法メッセージのデータ伝送速度を示す。表 4-4によれば、QZSSの LEX
信号は2,000bpsの容量を有し、従来の衛星ベースの補強信号の8倍の情報を送信することができる。
すなわち、LEX 信号のメッセージは、他の GNSS 衛星から送信されたメッセージよりも大きなデータ
容量を有するといえる。 
 LEX 信号から生成されるメッセージは数種類があげられる。JAXA は 2013 年 4 月に、LEX メッセー
ジの新しい種類である MADOCA-LEX メッセージのテスト送信を開始した。MADOCA-LEX メッセージは
RTCM(船舶電波技術委員会：Radio Technical Commission for Maritime Service 以下、RTCM)の
SSR(State Space Representation)フォーマットにより、PPPユーザ向けに衛星の精密軌道、精密ク
ロックを提供している。表 4-5は、LEXメッセージにより放送される予定の SSRメッセージリストを
示す。表 4-5によれば、LEX メッセージは軌道、クロック、衛星のコードバイアス、URA(user range 
accuracies)により構成され、メッセージの内容は GPS、GLONASS、QZSS、Galileoの統計指標である。
2014 年 1 月の時点では、LEX メッセージは GPS、GLONASS、QZSS のみ放送しており、Galileo は準備
段階である。軌道と URAのデータは 30 秒ごとに更新される一方、高速クロックデータは 2秒ごとに
更新され、高速な補正が行われる。コードバイアスのデータは日々更新され、更新間隔は広く、低速
な補正が行われる。 
 
表 4-4 異なる航法メッセージのデータ伝送速度 
Message Constellation 
Carrier 
(MHz) 
Data 
Rate 
(bps) 
NAV GPS 1575.42 50 
SBAS WAAS/MSAS/EGNOS 1575.42 250 
C/NAV Galileo 1278.75 500 
LEX QZSS 1278.75 2000 
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4.3.3 MADOCAによる軌道とクロックの推定 
JAXA はマルチ GNSS 対応の軌道とクロックの推定ツール(MADOCA)を開発し、2013 年 4 月 9 日に
MADOCA-LEX 信号の送信試験を開始した。また、2014 年 9 月 11 日には、MADOCA プロダクトリアルタ
イムプロダクトのインターネット配信を開始した。MADOCA は最新の高精度測位モデルを取り入れて
おり、オフラインとリアルタイム両方の解析が可能である。現在、MADOCAは GPS、GLONASS、QZSSに
は対応しているが、Galileo と BeiDouは研究段階であるため対応していない。 
オフラインの軌道推定精度において、GPSは 1.81cm(3D-RMS)、GLONASSは 4.92cm(3D-RMS)を達成し
ている。ここで、GPSと GLONASSはいずれも IGS最終暦との比較である。QZSSについてはオーバーラ
ップ法による結果、5.99cm(3D-RMS)を達成している。また、オフラインのクロック推定精度において、
GPS は 0.131nsを達成している。すなわち、オフラインでの GPSと GLONASSの軌道とクロック推定精
度はいずれも IGS とほとんど同じであることが分かる(37)。一方、リアルタイムにおける軌道とクロ
ックの推定精度は GPSの場合、IGSとの比較でそれぞれ 3.44cm(3D-RMS)と 0.184nsであった。リアル
タムでの軌道とクロックの推定精度も、IGSとほとんど同じであることが分かる。 
 
4.3.4 実験結果と考察 
 本節では、船上測位実験で得られた PPP測位率および PPPと相対測位解との比較を行うことで、海
上における PPPの精度評価を行った。 
 PPP測位率は、実験で得られたデータ中における PPPフラグ(state_flag 3)が立っている割合とし
た。一方、相対測位解は、東京海洋大学越中島キャンパス第 4実験棟屋上設置(受信機：Trimble NetR9、
アンテナ：Trimble Zephyr Geodetic 2)の基準点(F3解)(2014年 12月 14日計算)を使用するととも
に、2.4.3 の測位条件(表 2-7)と使用衛星、使用周波数、測位時間、測位間隔、測位モードおよび仰
角マスクを OmniSTARによる PPPと同一とし、RTKの Trimble社の基線解析ソフト(33)より得られた RTK
の FIX解を使用することとした。 
表 4-5 LEX メッセージで放送される予定の SSRメッセージリスト 
SSR Packet 
Message Number Update 
GPS QZSS Galileo GLONASS Interval  
Orbit  
Correction 
1057 1246 1240 1063 30 s 
Satellite 
Code Bias  
1059 1248 1242 1065 1 day 
URA 1061 1250 1244 1067 30 s 
High-Rate 
Clock 
Correction 
1062 1251 1245 1068 2 s 
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図 4-17、図 4-18、図 4-19はそれぞれ東京からケアンズ、ケアンズからシンガポール、シンガポ
 
図 4-18 PPP測位率の推移(ケアンズ～シンガポール) 
 
 
図 4-17 PPP測位率の推移(東京～ケアンズ) 
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ールから神戸までの PPP測位率の推移を示す。全実験航海中において、単独測位や DGNSSの測位モー
ドに切り替わることはなく、MADOCA による PPP が行われていない時間帯は測位そのものが行われな
い時間帯が存在した。PPP測位率が減少している場合、データなしの時間帯、すなわち測位そのもの
が行われない場合が増加していることが分かる。銀河丸は 2015年 7月 25日 05：00(UTC)に東京港を
出港し、14 日間の航海を経て 2015年 8月 7日 23：55(UTC)ケアンズ港に入港した。図 4-17は東京出
港時を起点として、24時間ごとの測位率を求めたものである。ただし、2015年 8月 6日は停泊時間
を除いたため、19 時間分のみの測位率とした。東京からケアンズまでの航海中において、3 日間は
100%の測位率を達成しており、この間、QZSSから得られる MADOCAの補正データは受信できたといえ
る。一方、100%の測位率が達成できていない日にちも存在し、最低 98%まで減少したものの、測位率
全体としては高いといえる。 
銀河丸は 2015 年 8 月 12 日 04：00(UTC)にケアンズ港を出港後、12 日間の航海を経て、2015 年 8
月 24日 01：50(UTC)にシンガポール港に入港した。図 4-18はケアンズ出港時を起点として、24時間
ごとの測位率を求めたものである。ただし、2015年 8月 23日は停泊時間を除いたため、22時間分の
みの測位率とした。ケアンズからシンガポールまでの航海中において、2015年 8月 23 日は 100%の測
位率を達成しているものの、100%の測位率が達成できていない日にちの方が全体としては多く、デー
タなしの時間が存在したため、QZSSから得られる MADOCA の補正データは全て受信できていないとい
える。 
銀河丸は 2015 年 8 月 28 日 05：00(UTC)にシンガポール港を出港後、2015 年 9 月 8 日に神戸港へ
入港した。LEX信号の実験スケジュールによれば、MADOCAリアルタイムプロダクトの LEX信号による
 
図 4-19 PPP測位率の推移(シンガポール～神戸) 
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放送は 2015 年 9 月 2 日 24：00(UTC)までとなっており、図 4-19 はシンガポール出港時を起点とし
て、2015年 9月 2日までの 24時間ごとの測位率を求めたものである。シンガポールから神戸までの
航海中において、5日間は 100%の測位率を達成しており、この間、QZSSから得られる MADOCAの補正
データは受信できたといえる。 
PPP 測位率は全航海中 97%以上という高い割合で推移しているが、データなしの状態、すなわち測
位が行われない割合が最大 3%にのぼる。図 4-2 に示したように、船上測位実験の場合、船上におけ
るアンテナ設置位置に対する安全面を考慮し、煙突などの上部にアンテナを設置することを避けた
ため、アンテナ近傍にアンテナ高さを超える煙突やレーダーマストといった船上特有の構造物が存
在する。このような構造物のアンテナ近傍への存在に加え、陸上定点の実験にはない、海面反射に起
因するマルチパスの発生により、PPP測位率が減少したと推察する。 
2015年 8月 6日の航海では、PPP測位率は 97%であったものの、データなしの割合は 3%であり、測
位そのものが行われない時間帯が最も多く存在した。2015 年 8 月 6 日における 2 分間の衛星数の推
移と測位モードとの関係を示す(図 4-20)。図 4-20 より、PPP の測位モードが続いている間は衛星数
が 13～15 機で推移しているが、データなし、すなわち測位が行われなくなる直前になると、衛星数
が 9 機以下に減少していることが分かる。このように、衛星数の減少がデータなしの割合を増加させ
た一要因であると考える。 
次に、錨泊中の船上測位実験で得られたデータと FIX 解を比較するため横軸に GPS 時刻、縦軸に
FIX 解との差とし散布図を用いて分析を行った。なお、この分析は FIX 解を用いた比較になるため、
 
図 4-20 衛星数の推移と測位モードとの関係(2015年 8月 6日) 
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2015 年 7月 3 日(実験 3)と 2015年 7月 5日(実験 4)の東京湾錨泊中に実験を行った。なお、QZSSは
日本上空では可視時間が 9 時間程度に限定され、QZSS から送信される LEX 信号を常時受信すること
ができないため、船内に DOCOMO 製の Wi-Fiルータを設置することによりインターネット環境を構築
し、MADOCA プロダクトのインターネット配信を利用することで補正情報の受信を試みた。陸上の定
点測位実験では、実験 3、実験 4 いずれも一部の測位結果において FIX 解との差が 1m 以上となり、
測位誤差に変動がみられたものの、全体として FIX 解との差は 50cm以内に収まっている。一方、錨
泊中の船上測位実験では、実験 3(図 4-21)においては、FIX 解との差が 2m 以上となり測位誤差の変
動が大きく、測位結果は全体として不安定であった。実験 3での PPP測位率は 55.9%でおり、船内に
 
図 4-21 錨泊中の船上測位実験(実験 3) 
 
 
図 4-22 錨泊中の船上測位実験(実験 4) 
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おいてはインターネット環境を構築するのが難しいため、船内におけるインターネット環境の構築
は MADOCAの補正データを全て受信することができなかった一要因と考える。実験 4(図 4-22)におい
ても、FIX 解との差が 2m 以上となり測位誤差が大きい部分がいくらかみられたものの、実験 3 に比
較し測位結果は比較的安定していた。実験 4での PPP測位率は 83.9%であり、実験 3に比較し測位率
は高かったものの、船内におけるインターネット環境の構築が MADOCA の補正データを全て受信する
ことができなかった一要因と考える。実験 3、実験 4いずれも通信状態の悪化や衛星数の減少などに
より測位そのものが行われなくなった後、再度 PPPが実施されるまでに一定の時間を要し、再度 PPP
が行われると測位結果の収束を経て、安定した測位結果が得られるようになることが分かった。不安
定な測位結果は、一度測位が行われなくなった後、再度 PPPの測位モードになり測位結果が収束する
までの状態であるといえる。両実験ともに、錨泊中の船上測位では同一傾向が図から読み取れるため、
測位結果は安定している場面もみられたものの、全体として不安定であったといえる。船舶は、錨を
入れ、動きを止めた錨泊中であっても、気象海象の影響を受け海面を振れ回るため、船首方位次第で
MADOCA の補正データが受信できなくなると予測していた。錨泊中の船上測位実験では、船首方位は
実験 3において最大 246.8度(図 4-21)、実験 4において最大 360度(図 4-22)の範囲で変位すること
が確認された。また、PPP測位率は陸上の定点測位実験では 100%であったものの、錨泊中の船上測位
実験では遠洋航海時を含め 100%を下回る場合が多く、MADOCA から得られる補正データは受信できて
いない場合があげられる。船首方位の変位が大きい場合、FIX 解との差が 2m 以上となり、測位結果
が不安定になる場合がみられ、船首方位の大きな変位は MADOCA から得られる補正データが受信でき
なくなる一要因であると考える。また、Trimble社の基線解析ソフトから得られた全実験時間中にお
ける FIX解の割合を FIX解とすると、FIX率は実験 3、実験 4ともに 100%であった。 
表 4-6 に、錨泊中の船上での PPP の測位精度を標準偏差、平均値および RMSにより示す。PPP は解の収
束に時間を要し、収束前の測位結果は不定となるため、本実験においては実験開始後 1時間を収束時間と
した。そして、実験開始後 1 時間から 24時間測定したデータを用いて、標準偏差・平均値・RMSを算出し
た。表 2-8に示した陸上の定点測位実験での MADOCA による PPP(実験 3・実験 4)の標準偏差・平均値・RMS
と比較すると、緯度方向の標準偏差では陸上実験 3 では 0.030m、陸上実験 4では 0.057mであった一方、
錨泊中の船上実験 3では 0.388m、錨泊中の船上実験 4では 0.106m の方が値は大きい。この傾向は、経度・
表 4-6 MADOCAによる PPPの測位精度(錨泊中の船上測位実験) 
実験 評価項目 
緯度方向 経度方向 高さ方向 
[m] [m] [m] 
MADOCA 
実験 3 
標準偏差 0.388 0.624 0.771 
平均値 0.012 0.027 -0.023 
RMS 0.388 0.625 0.771 
MADOCA 
実験 4 
標準偏差 0.106 0.114 0.169 
平均値 0.005 0.040 0.074 
RMS 0.106 0.121 0.184 
 
80 
 
高さ方向においても同様であった。すなわち、船上は陸上に比較し、ばらつき(=標準偏差)が大きいこと
を示している。錨泊中の船上は水平・高さ方向において、船首方位の振れ回りが大きく変位しても、基線
長の変化は殆どないといえるが、FIX 解との差に開きが確認された。錨泊中での船首方位の振れ回りは、
船上の構造物や海面反射に起因するマルチパスの影響の大小についての検証は行っていないものの、この
ようなマルチパスが船上における測位結果のばらつきに影響したことにより、船上は陸上に比較しばらつ
きが大きくなった一要因と考える。本実験では、複雑化されたマルチパスの影響の大小について検証
は行っていないものの、このようなマルチパスが船上における測位結果のばらつきに影響したこと
により、船上は陸上に比較しばらつきが大きくなった一要因と考える。本実験において、船上構造物
や海面反射に起因するマルチパスの発生が測位精度にどのように影響するのか分析することはでき
なかったものの、船体運動により船上構造物上に配置される衛星が除外されることに加え、船上構造
物や海面反射に起因する複雑化されたマルチパスの発生と測位結果のばらつきには因果関係がある
と推察する。更に、高さ方向は水平方向と比較し、陸上および船上ともにばらつきが大きいといえる。
これは、地平線以下に GPS衛星からの信号が受信できないため、そもそも高さ方向は水平方向に比較
し測位誤差が大きくなることに起因するといえる。しかし、船上の高さ方向は、陸上に比較しばらつ
きが大きいことが分かる。本実験において、陸上の定点測位実験では、実験期間中の天候はほとんど
曇りであった。一方、錨泊中の船上測位実験では、実験期間中の天候はほとんど雨であり、有義波高
は実験期間中の平均値で 0.13m であった。すなわち、船舶を定点に留めるための錨泊中であっても、
気象海象の影響を受け、船首方位が変化するような複雑な船体運動時は、水平方向よりも高さ方向の
測位に影響を与える傾向があったといえる。 
更なる分析を行うことを目的とし、横軸を経度方向の誤差、縦軸を緯度方向の誤差とし、図 4-23
に錨泊中の船上測位実験の水平方向測位誤差分布を示す。錨泊中の船上測位実験の場合、MADOCA に
よる PPPでは、原点から上下左右に測位誤差が広がり、原点周辺に存在する群を中心に測位誤差にば
らつきがみられる。陸上の定点測位実験では、全体として中心に測位結果は集まっているものの、錨
泊中の船上測位実験では、陸上に比較し測位結果に広がりがみられる。 
表 4-6より、錨泊中の船上では RMS誤差が最大で 80cm 近く発生し、系統誤差が生じていることが
分かる。MADOCA による PPP の場合、陸上の定点測位実験では RMS 誤差は 20cm 以下におさまってお
り、錨泊中の船上測位における系統誤差は陸上の定点測位に比較し大きいことが分かる。これは、錨
泊中の船上での測位誤差が陸上に比較し大きいことも要因と考えるが、OmniSTAR による PPP でも考
察したように、PPPと RTKの測位法の差にも起因すると考える。 
2 回の実験の標準偏差を測位精度として定義し、測位精度に着目すると、錨泊中の船上測位精度は
水平方向約 30cm、高さ方向約 47cmであり、陸上に比較し測位精度が悪化していることもあり、船上
においては高精度とはいえない。高精度化に向け、測位アルゴリズムの改良や船上環境での適応が今
後の課題であると考える。 
次に、航行中の船上測位実験で得られたデータと FIX 解を比較するため横軸に GPS 時刻、縦軸に
FIX 解との差として散布図を用いて分析を行った(図 4-24)。なお、この分析は FIX解を用いた比較に
なるため、2015年 7月 6日の東京湾から神戸沖へ向けた航行中の 3時間、実験を行った。QZSSは日
本上空では可視時間が 9 時間程度に限定され、QZSS から送信される LEX 信号を常時受信することが
できないため、錨泊中の船上測位実験と同様に、船内に DOCOMO製の Wi-Fiルータを設置することに
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よりインターネット環境を構築し、MADOCA プロダクトのインターネット配信を利用することで補正
情報の受信を試みた。航行時の船舶は針路を一定の方向へ向けるため、錨泊時とは異なり海面を振れ
回ることはないものの、気象海象の影響を受けるため、MADOCA からの補正データが受信できなくな
り、測位精度が陸上に比較し悪くなると予測していた。この航海での PPP測位率は 88.7%であり、補
正データを全て受信することはできなかったものの、ほとんどの補正データは受信できており、比較
的高い測位率を示している。2015 年 7 月 6 日の天候は雨であり、有義波高は実験期間中の平均値で
0.13m であり、天候や波浪が船体運動に影響し、補正データが受信できない場合が生じたと考える。
このような船体運動に加え、船内ではインターネット環境の構築が難しく、船内特有のインターネッ
ト環境も補正データの受信に影響したと考える。また、Trimble社の基線解析ソフトから得られた全
実験時間中における FIX解の割合を FIX率とすると、FIX率は 100%であった。図 4-24 より、航行中
の船上での測位結果は GPS 時刻が 88,560 秒近くのところで全体として測位誤差が 2m 以上となって
いる場合を除き、FIX解との差が 0～0.5m付近で推移しており、陸上定点での測位結果と同じ傾向を
示していることが分かる。航行中の船上での測位誤差は錨泊中の船上に比較し低減されていること
が分かる。本実験での PPP 測位率は 88.7%であったものの、遠洋航海中の PPP 測位率は 95%以上を達
成していることをふまえれば、航行中の船上では、船舶の動きによらず、PPPによる高精度測位はお
おむね可能であるといえる。表 4-7に、航行中の船上での PPPの測位精度を標準偏差、平均値および
RMS により示す。PPP は解の収束に時間を要し、収束前の測位結果は不定となるため、本実験におい
 
図 4-23 水平方向測位誤差分布(錨泊中の船上測位実験) 
 
82 
 
ては実験開始後 1 時間を収束時間とした。そして、実験開始後 1時間から 24 時間測定したデータを
用いて、標準偏差・平均値・RMS を算出した。表 2-8 に示した陸上の定点測位実験での MADOCA によ
る PPP(実験 3・実験 4)の標準偏差・平均値・RMSと比較すると、緯度方向の標準偏差では、陸上実験
3では 0.030m、陸上実験 4では 0.057mであり、航行中の船上測位実験の 0.226mの方が値は大きい。
この傾向は経度・高さ方向においても同様であった。しかし、表 4-7に示した錨泊中の船上測位実験
での MADOCAによる PPP(実験 3・実験 4)の標準偏差・平均値・RMSと比較すると、緯度方向の標準偏
差では、錨泊実験 3 では 0.388m、錨泊実験 4 では 0.106m であり、航行中の船上測位実験は 0.226m
であったことを考えれば、錨泊実験 3に比較し高精度である一方で、錨泊実験 4に比較し精度が悪い
という結果であった。この傾向は経度・高さ方向においても同様であったことをふまえれば、航行中
は陸上に比較し、ばらつき(=標準偏差)は小さいものの、錨泊中のばらつきとはほとんど同じである
と考える。航行時は天候や波浪が船体運動に影響したことに加え、船上の構造物や海面反射に起因す
るマルチパスの発生が FIX解との差に影響していると考える。本実験において、船上構造物や海面反
射に起因するマルチパスの発生が測位精度にどのように影響するのか分析することはできなかった
ものの、船体運動により船上構造物上に配置される衛星が除外されることに加え、船上構造物や海面
反射に起因するマルチパスの発生と測位結果のばらつきには因果関係があると推察する。また、航行
 
図 4-24 航行中の船上での相対測位解との比較 
 
表 4-7 MADOCAによる PPPの測位精度(航行中の船上測位実験) 
実験 評価項目 
緯度方向 経度方向 高さ方向 
[m] [m] [m] 
MADOCA 
標準偏差 0.226 0.118 0.387 
平均値 0.0008 0.049 0.170 
RMS 0.226 0.128 0.422 
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時の船上測位においても、RMS 誤差より、最大 42cm の系統誤差がみられた。MADOCA による PPP の場
合、陸上の定点測位実験では RMS誤差は 20cm 以下におさまっており、航行中の船上測位における系
統誤差は陸上の定点測位に比較し大きいことが分かる。これは、航行中の船上での測位誤差が陸上に
比較し大きいことも要因と考えるが、OmniSTARによる PPP でも考察したように、PPPと RTKの測位法
の差にも起因すると考える。 
更なる分析を行うことを目的とし、横軸を経度方向の誤差、縦軸を緯度方向の誤差とし、図 4-25
に航行中の船上測位実験の水平方向測位誤差分布を示す。航行中の船上測位の場合は陸上の定点測
位実験や錨泊中の船上測位実験と同様に、中心から上下左右に測位誤差がみられ、1つの群を中心に
測位誤差にばらつきがみられる。しかし、上下左右の測位誤差は錨泊中の船上測位実験に比較し小さ
いことが分かる。 
標準偏差を測位精度として定義し、測位精度のみに着目すれば、航行中の船上測位精度は水平方向
約 17cm、高さ方向約 39cmを達成している。陸上に比較し測位精度が悪化していることもあり、船上
においては高精度とはいえない。高精度化に向け、測位アルゴリズムの改良や船上環境での適応が今
後の課題であると考える。 
 
4.4 4章のまとめ 
本研究では、OmniSTARと MADOCAから得られる精密暦を用いて、陸上の定点測位実験と錨泊中・航
 
図 4-25 水平方向測位誤差分布(航行中の船上測位実験) 
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行中の船上測位実験から PPP の精度評価を比較検討した。OmniSTARによる PPPにおいては、RTKとの
間に系統誤差は発生しているものの、錨泊中の船上では水平方向約 2cm、高さ方向約 5cm程度の測位
精度で測位が可能であることが分かった。これにより、海上ブイの代替またはデータ補間として利用
可能であることが示唆されたといえる。また、航行中の船上でも水平方向約 1cm、高さ方向約 4cm程
度の測位精度で測位が可能であることが分かった。これにより、海面変動の計測地点となる船舶の位
置を特定するのには十分な精度であるといえる。一方、MADOCA による PPP においては、錨泊中の船
上では水平方向約 30cm、高さ方向約 47cm であり、航行中の船上でも水平方向約 17cm、高さ方向約
39cm となり、陸上に比較し測位精度が悪化していることもあり、船上においては高精度な測位が可
能であるとはいえない。船上での更なる高精度化に向け、測位アルゴリズムの改良や船上環境での適
応が今後の課題であると考える。船舶は機動性が高く固定された定点での観測にとどまらない。すな
わち、基準点に依存しない PPPを利用することは広範囲の海域での計測を可能とし、より詳細な海面
変動の分析が期待できる。一方、船上測位では陸上での定点測位に比較し、大きなばらつきや全体と
して数 10cm 程度の系統誤差が確認された。錨泊中の船上測位の振れ回りは、船上の構造物や海面反
射に起因するマルチパスの発生をより複雑化させると考える。航行中においても、船上の構造物や海
面反射に起因するマルチパスの発生が測位結果に影響すると考える。このようなマルチパスの発生
に加え、船体運動により船上構造物上に配置される衛星の除外が船上における測位結果のばらつき
に影響したことで、船上測位では陸上に比較し大きなばらつきが発生したと考える。また、数 10cm
程度の系統誤差は、PPPと RTKの測位法の差に起因するものと考えられる。しかし、これらの原因は
本研究では明らかにすることができず、ばらつきを補正する手法と系統誤差軽減の検討は、今後の船
上測位における、更なる精度向上へ向けた課題であるといえよう。 
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第 5章 海上への応用提案 
 
5.1 はじめに 
 第 4 章における錨泊中の船上測位実験結果より、船舶自身での精密な海面変動データの取得につ
いての見通しが得られた。本章では、錨泊中の船舶での PPPの例として、海上ブイの代替またはデー
タ補間と防災・減災対策につながる提案を行うことを目的とする。 
 
5.2 海上ブイと船舶との比較 
 表 5-1に、海上ブイと船舶における GPSの用途などについて示す。 
 海上ブイで計測できる代表的なデータは、波浪、潮位、津波、風向・風速、水温、流向・流速、気
温および気圧(38)である。また、海上ブイは計測データを陸上に伝送する手段(衛星通信設備)を備え
ており、より詳細な潮位データの分析を陸上で行うことができる。船舶も海上ブイと同様に GPSが搭
載されているが、船舶における GPSの役割は、運航者が安全運航を行う上で有益となる自船の位置情
報を得るためや AIS のように自船の位置情報を要する航海計器と接続するなどの利用用途に留まる。
海上ブイで計測できる代表的なデータは大型船での計測は可能であるが、総トン数 20 トン未満の船
舶(以下、小型船舶)の場合、観測設備が少なく全てのデータを計測できる可能性は少ない。また、大
型・小型問わず全ての船舶とすれば計測できるデータの種類および陸上への伝送手段(衛星通信)の
有無で海上ブイの全ての機能を満たしているとはいえない。しかし、大型船では、GPS の搭載が義務
付けられており、搭載率は 100%といえる。また、小型船舶においても搭載義務はないものの、搭載
率は 98%(39)に達しており、GPSの航海計器としての利用は多い。したがって、多くの船舶に搭載され
ている GPSの二次的利用の可能性は高いといえる。 
 
表 5-1 海上ブイと船舶との比較 
比較項目 海上ブイ 船舶 
GPSの用途 海面変動 
気象・海象 
位置情報 
航海計器 
データ伝送 衛星通信 大型船 
搭載義務あり 
小型船舶 
搭載義務なし 
GPS搭載率 100% 大型船 
100% 
小型船舶 
98% 
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5.3 海上ブイの代替・データ補間 
 5.2節で示したように、海上ブイが計測している項目は海面変動(高さ方向)のみではない。船舶が
海上ブイの代替機能を有するには、海上ブイで計測している全ての項目を計測できることが必要で
ある。 
 銀河丸のような大型船は、気象観測装置が搭載されており、海上ブイの計測している項目と同様の
項目は、既存の気象観測装置で計測可能であるといえる。また、海上ブイは計測した海面変動データ
を陸上へ伝送するため、衛星通信設備を搭載しているが、銀河丸のような大型船も衛星通信設備が搭
載されており、陸上へのデータ伝送は既存の設備で対応可能であるといえる。東京湾を経由し、入溝
する外航船は年間 24,457隻(40)あり、1日に約 1,000隻近くに上るので(41)、気象海象や岸壁事情によ
り東京湾内に入港前に錨泊する船舶は多いといえる。すなわち、湾内に錨泊する船舶は、海上ブイに
比較し数が多く、湾内においては海上ブイのデータ補間は可能であると考える。また、船舶は航行海
域を特定できないことにより、基準点からの信号を得られない場合が考えられるが、前述のような銀
河丸と同様な装置を搭載した船舶であれば、RTKとの間に系統誤差は発生しているものの、基準点を
要せずとも錨泊中の船上測位で高さ方向 10cm 程度の測位精度が得られたことにより、船舶での PPP
は海上ブイの代替またはデータ補間が期待できると考える。 
 図 5-1に、船舶による海上ブイの補間の例を示す。海上の船舶で PPPによる緯度・経度・高さ方向
の計測を行うとともに、船舶に搭載されている気象観測装置から気温、気圧、水温、風向・風速など
のデータを取得し、衛星通信設備またはモバイルルータ通信により陸上のデータ分析機関へ送信す
る。錨泊中の多数の船舶からデータを取得することが可能となることにより、広範囲かつ観測点の増
加が見込め分析データの増加へと繋がり、より詳細な防災・減災対策の検討を可能とする。 
 
 
図 5-1 海上ブイの補間 
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海上ブイ
船舶
船舶
データ分析機関
衛星通信
モバイルデータ通信
船上でのPPP測位結果の送信
船上の気象観測装置で得られた結果の送信
海上ブイが少ない or ない海域
海上ブイの補間
船舶からのデータ取得
・分析データの増加
・広範囲の海面変動分析
防災・減災対策の検討
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5.4 錨泊中の船舶による防災・減災対策 
 湾内では日本籍船に限らず、多数の船舶が錨泊している。本節では、データ収集と分析を目的とし
て、船上での PPPから得られる高精度な情報を利用し、船舶自身がデータを分析し、船員へ異常を通
知するシステムの概要について述べる。 
 図 5-2にシステムのメイン画面を示す。本システムは、Visual Basic.NETで開発したものであり、
特殊なサーバ機を要せず、事務用として一般的に利用される Windows OS上で動作が可能である。銀
河丸の実験で得たデータを利用し、陸上でシミュレーション環境を作成し、動作検証を行ったもので
ある。PPPより得られた海面変動データを計測装置から船内設置のパソコンへ常時出力し、分析を行
う。分析の結果、海面の異常変位を検知した際は、データ取得を継続しつつ、検知された異常変位デ
ータを船内全体で共有するため、異常の検知を当直航海士に通報する。通報を受けた当直航海士は船
内指令装置から大きな音で警報や注意を促す通知を行う。一方、海面の異常変位が検知されない場合
はデータ取得を継続しつつ、異常変位時に備える。津波発生の前兆として、大きく潮の引く現象が発
生する場合があげられる。一方、断層のずれにより潮が引かずに津浪が発生する場合もある。いずれ
の場合においても、錨泊している複数の船舶が津浪発生前の現象も含め、データを分析できれば、陸
上への早期通報が可能であると考える。なお、海面の異常変位を検知する方法は、PPP によって得ら
れた高さ方向の測位結果を、海面高の変位として風波や津波のデータとすることにある(42)。高さ方
向の測位結果は波浪・潮位・津波によって発生した上下動が一つの時系列データとして送られてくる。
それぞれの周期が波浪は数秒から数十秒程度、潮汐は半日から 1日、津波は数分から数時間と異なっ
ているので、送られてきたデータをその周期ごとにフィルターで分別することで津浪のデータを得
ることができる。この計測は GPS 津波計(43)と同じであり、高さ方向の測位結果から、周期により津
浪を分別することは船上の PPPにおいても可能であると考える。 
 
 
 
図 5-2 船舶自身による防災・減災対策システム 
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5.5 5章のまとめ 
 本章では海上への応用提案として、海上ブイの代替・データ補間を検討し、錨泊中の船舶による防
災・減災対策システムの提案を行った。船舶は、海上ブイに比較し広範囲の海域かつ多点で海面変動
を計測できることが示唆され、海上ブイの代替またはデータ補間と自船のみによる防災・減災対策へ
向けた海面変動計測の可能性を得た。第 4 章で述べた錨泊中の船上測位実験結果や湾内における多
数の錨泊船の存在により、船舶自身での精密な海面変動データの取得についての見通しが得られた
ことから、高さ方向の変動を錨泊中の船舶自身が分析することで、防災・減災対策のひとつとして運
航者に警報や注意を促すシステムを提案できた。湾内には多数の船舶が錨泊しており、外部からの情
報に頼らない自船で完結できる防災・減災対策システムは船舶および船員という貴長な財産を守る
ためにも必要と考える。 
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第 6章 結論 
 
6.1 結論 
 本研究では、GPS/GNSSを活用した船舶運航者の特性から GNSSの高精度化に対する船舶運航者の意
識を調査し、船舶運航者の意識からみえた GPS/GNSS の海洋利用可能性について分析を行った。GNSS
の高精度化は進んでいるものの、船舶運航者は避航操船時、双眼鏡を最も優先して使用する割合が高
く、双眼鏡に次いでレーダを優先して使用する割合が高いという調査結果より、GPS測位の高精度化
に対する船舶運航者の意識は低いといえる。双眼鏡やレーダから得られる情報の具現化といった船
舶運航者の特性を高精度 GNSSからの情報でサポートできれば、GPS/GNSSの船舶運航時における幅広
い利用に寄与し、自動運航の実証につながると考える。船舶は航行範囲が広く、基準点からの信号を
受信できるとは限らない。そこで、基準点に依存しない PPP に着目した船舶運航者をサポートするシ
ステムが必要と考える。また、船舶運航者は GPS/GNSS の海上における応用性に関し、多様なアイデ
アを持っていることが分かった。GPS/GNSSの示す情報は非常に高精度であり、正確な位置/速度情報
をどのような形で活用すれば、船舶運航の分野で GPS/GNSS が役立つか考える必要があるといえる。
日本は周囲を海に囲まれた島国であり、多様な分野で GPS/GNSS が活用されることによって、船員や
船舶のみならず、人々の生活を豊かにする結果が生み出されることが望ましいと考える。 
 また、本研究では船上の測位実験からPPPの精度評価を行った。RTKとの間に系統誤差は発生して
いるものの、船上においても高精度な測位が可能であることが分かった。これにより、海上ブイの
機能の一部である高さ方向の海面変動は、船舶を観測点とした場合、海上ブイと代替やデータ補間
として利用可能であることが示唆されたといえる。船舶は機動性が高く固定された定点での観測に
とどまらない。すなわち、基準点に依存しないPPPを利用することは広範囲の海域での計測を可能と
し、より詳細な海面変動の分析が期待できる。 
 さらに、本研究では錨泊中の船舶でのPPPの例として、海上ブイの代替またはデータ補間と防災・
減災対策につながる提案を行った。錨泊中の船上測位実験結果や湾内における多数の錨泊船の存在
により、船舶自身での精密な海面変動データの取得についての見通しが得られたことから、高さ方
向の変動を錨泊中の船舶自身が分析することで、防災・減災対策のひとつとして運航者に警報や注
意を促すシステムを提案できた。湾内には多数の船舶が錨泊しており、外部からの情報に頼らない
自船で完結できる防災・減災対策システムは船舶および船員という貴重な財産を守るためにも必要
と考える。 
 
6.2 今後の課題 
 上記の課題を踏まえた今後の課題を以下に示す。 
 
・各種誤差の推定による単独測位の高精度化において、擬似距離のみでは測位精度 1m 以内を達成し
た。今後は擬似距離に比較し高精度な測定が可能な搬送波位相を使用することにより、更なる高精度
化を目指す。また、各種誤差の推定による単独測位の高精度化は、本研究では静止状態のみの検証で
あったが、今後は移動状態においても検証することにより、移動体の環境下での測位精度を分析する。 
・船上測位では陸上の定点測位に比較し、大きなばらつきや全体として 10～20cm 程度の系統誤差が
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確認された。錨泊中における船上測位の振れ回りは、船上の構造物や海面反射に起因するマルチパス
の発生をより複雑化させると考える。この複雑化されたマルチパスの発生に加え、船体運動により船
上構造物上に配置される衛星の除外が船上における測位結果のばらつきに影響したことで、船上測
位では陸上に比較し大きなばらつきが発生したと考える。また、10～20cm程度の系統誤差は、PPPと
RTK の測位法に起因するものと考えられる。しかし、これらの原因は本研究で明らかにすることがで
きず、ばらつきを補正する手法と系統誤差軽減の検討は、今後の船上測位における、さらなる精度向
上へ向けた課題であるといえよう。 
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付録 1  GEONETの F3解と VRSで使用される座標値の違いについて 
 
はじめに 
本付録では、GEONETの F3 解と VRSにより算出された基準点位置の算出方法をまとめ、2 つの位置
の違いについて考察した。 
 
GEONETの F3解 
 GEONET(GPS連続観測システム：GNSS Earth Observation NETwork system 以下、GEONET)の F3解
は国土地理院の構築した GEONET の解析戦略(第 4版)の最終解である。解析戦略第 4 版では Bernese 
GPS software Ver.5.0 (1)を使用し，F2 解 と比べて①大気遅延勾配（MacMillan，1995）の推定(1 日
に１つの，時間の一次関数として推定)，②アンテナの絶対位相特性モデルの採用，③座標系の 
ITRF2005 への変更，④解析固定点(電子基準点「つくば１」)の座標の取り扱いの変更，⑤電離層遅
延高次項の導入，等の改良が行われた。GEONET のデータ解析方法は、30 秒ごとに観測された受信機
の観測データを用いて、IGS から取得した GNSSの航法データ(エフェメリス)を入力する。もし、IGS
によってサポートされていないアンテナを使用する場合は、PCV(Phase Center Value)と PCO(Phase 
Center Offset)を入力しなければならない。座標系は ITRF2005を使用しており、楕円体は GRS80を
使用している。解析で使用する Bernese GPS software Ver.5.0 は、長基線の分析に適している。
GEONETの F3解は毎日測量され、解析が行われており、測位精度は 1年間で mm級とされている。 
 
VRS で使用される座標値 
 VRS(Virtual Reference Station)で使用される座標値は、測地成果 2011に基づいて算出される。
測地成果 2011 は、元期において世界測地系と一致するローカルな座標系であり、世界測地系をある
時点として、現実の地点と接点を持たせたものが測位成果 2011 である。ここで、測量では、ある時
点の日本列島の位置に「固定」する。固定する地点が「日本経緯度原点」、固定する時点が「元期」
である。座標系は ITRF2008 を使用しており、楕円体は F3 解と同様、GRS80を使用している。測位地
成果 2011の元期は 2011年 5月 23日である。VRSの座標値は測地成果 2011により表されるため、算
出される座標値は 2011 年 5 月 23 日時点での位置となっており、F3 解のように毎日測量され、解析
が行われているわけではない。測位精度は 1年間で数 cm 級とされている。 
 
F3解と VRSで使用される座標値の違い 
 上述したように、F3解は Bernese GPS software Ver.5.0 を用いて長期間の Static測位により毎
日算出されるため、随時発生する地殻変動にも対応した座標値を算出することができている。一方、
VRS で使用される座標値の場合、座標値は測地成果 2011 に基づいて算出される。しかし、日本列島
は世界的に地殻変動が大きな地域であり、時間の経過とともに基準点を載せた大地は徐々に変動す
ることから、2011 年 5 月 23 日時点での位置を表す測地成果 2011 と実際の基準点の位置は少しずつ
ずれていく。ここで、実際の基準点の位置は F3解により与えられると仮定すれば、F3 解の測位精度
は 1 年間で mm級であり、VRS で使用される座標値の測位精度は 1年間で数 cm級であることから、F3
解と VRSで使用される座標値との間には、数 cm程度の系統誤差が発生することが考えられる。測地
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成果 2011と F3解との系統誤差は、特に水平方向の座標である経緯度について顕著となる。測量では
2点間の相対的な位置関係が重要なので、このずれは直ちに問題とはならないが、長い年月が経つと
基準点の測量成果(座標値)の改定が必要となる。また、現在でも広域で高精度な GNSS 測量を行う際
に注意が必要な場合がある。定常的な地殻変動に起因する測量誤差を軽減する方法として、セミ・ダ
イナミック補正があげられる。 
さらに、東日本大震災のような大地震が発生した場合、座標が最大で数 mずれるため、VRSの座標
値で使用される測地成果 2011 を用いると、実際の位置に比較し数 m程度の系統誤差が発生すること
が考えられる。このように、測地成果 2011 をそのまま用いた場合、大地震発生時の座標変化に対応
できないことが予想されるので、注意が必要であると考える。 
 
セミ・ダイナミック補正 
従来の測量では、測量の基準点の位置座標は時間によらず一定であったが、地殻変動の激しい日本
列島は、活発な地殻変動(約 10cm/年)の影響で様々な方向に移動しているため、地殻変動の影響を取
り除くために必要な措置を講じる必要がある。そこで、地殻変動の影響を計算で補正する考え方の一
つがセミ・ダイナミック補正である。 
 セミ・ダイナミック補正とは、測量計算の過程で、位置の誤差となる地殻変動の影響を取り除くた
めの計算であり、基準点の位置座標を元期(基準日)に固定し、補正量(地殻変動量)を定期的に更新す
る。補正量の求め方としては、リアルタイム観測を行っている電子基準点での変動量を求め、日本全
国をカバーするグリッドを用意する。そして、電子基準点のデータからグリッド上での変動量を補間
によって数学的に推定する。 
 
参考文献 
(1) Rolf Dach, Urs Hugentobler, Peter Walser：Bernese GPS Software Version 5.0, Tutorial 
Processing Example Introductory Course Terminal Session, 2011.9. 
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付録 2 PPPと RTKに生じる系統誤差について 
 
はじめに 
第 4章でも示したように、OmniSTARによる PPPでは、陸上定点測位実験と船上測位実験において、
0.1～0.2m程度の系統誤差が発生している。高須らの先行研究によれば、この系統誤差は PPPと相対
測位における測位法の差に起因するものである可能性が高いが、詳細な原因は不明であると報告さ
れている。先行研究と本実験では実験環境や条件が異なり、単純な比較はできないものの、本研究に
おいても相対測位解との比較において系統誤差が発生しており、PPPと RTKの測位法の差に起因する
ものと考えられる。第 4章では東京湾周辺の船上測位実験に焦点をあてたが、本付録では、津名仮泊
地(神戸沖)に錨泊中・航行中の船上測位実験に焦点をあて、OmniSTAR による PPP の系統誤差につい
て考察した。 
 
RTK の測位法 
 RTK は擬似距離に加え搬送波位相を使用した相対測位法のひとつであり、その測位精度は mm 程度
を発生する。RTKにおいては、二重位相差を取ることにより衛星測位の誤差要因であるクロック誤差
を相殺することが可能である。また、搬送波位相には擬似距離とは異なり搬送波位相バイアスと呼ぶ
連続的な測定では固定値となるバイアスが含まれている。搬送波位相バイアスは RTK のような相対
測位においては、搬送波位相の二重差をとることにより受信機および衛星初期位相の項が消去され
て整数となる(1)。RTK の測位法は付録 1 で示した F3 解に準拠しており、使用される座標系や楕円体
も F3解に準拠している。 
 
PPP の測位法 
 PPP は基準点に依存せず cm 程度の測位精度を達成するため、観測局の観測データのみを使って測
位が可能であり、直接に世界測地基準座標系(ITRF)にしたがったグローバルな座標値が得られる。
PPP の場合、相対測位とは異なり二重位相差をとることができないため、搬送波位相バイアスについ
ては、初期位相及び受信機局発位相が加算され整数とはならない。すなわち、整数化による測位精度
向上を行うことができないため、実数解として推定することになる。PPPで使用するモデルについて
は第 2章に示した通りである。PPPで使用するモデルは、観測局の観測データを用いるが、観測局の
位置はどのような測位方法によって算出されているのか明らかにされていないのが実態である。観
測局の位置が F3 解のように正確に算出されていない場合、観測データの観測値に誤差が発生するこ
とが予想され、PPPで使用するモデル計算に影響が出ることが考えられる。 
 
錨泊中の船上測位実験による検証 
 本付録では、PPPに発生する系統誤差を検証するため、OmniSTARから得られる精密暦を用いて、津
名(神戸沖)錨泊中の銀河丸で、2015 年 7 月 8 日から 2015 年 7 月 9 日にかけて、表 1 に示す実験機
材・条件において 24 時間の測位実験を行った。本実験においても、第 4章で示したように、パソコ
ン上でデータの記録を行った。 
 本稿では、津名錨泊中の船上測位実験で得られた PPP 測位率および PPP と相対測位解との比較を
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行うことで、錨泊中の船上における PPPの精度評価を行った。 
 PPP測位率は、実験で得られたデータ中における PPPフラグ(state_flag 5)が立っている割合とし
た。一方、相対測位解は、国土地理院提供の洲本電子基準点(兵庫県設置、受信機：Trimble NetR9、
アンテナ：TRM59800.80 GSI)の基準点(F3解)(2015年 7 月 8日計算)を使用し、Trimble社の基線解
析ソフトにより得られた RTK の FIX解を使用することとした。なお、洲本電子基準点では、使用衛星
は GPS、GLONASS、QZSSであり、BeiDouは使用していないことに加え、測位間隔は 30秒ごとである。
使用周波数、測位時間、測位モードおよび仰角マスクは PPPの測位条件(表 1)と同一とした。 
PPP 測位率は 100%であり、東京湾錨泊中と同じ測位率であった。本実験においてもアンテナを船橋
上部のフライングブリッジ(約 18m)に設置したことで、海面から適度な距離を保つことができたこと、
表 1 実験機材・条件 
受信機 Trimble SPS855 
アンテナ Trimble Zephyr Geodetic 2 
使用衛星 GPS,GLONASS,QZSS,BeiDou 
使用周波数 L1と L2の二周波 
測位時間 24時間 
測位間隔 1秒 
仰角マスク OmniSTAR：10度 
実験場所 津名仮泊地(神戸沖) 
 
 
図 1 錨泊中の船上での相対測位解との比較(津名仮泊地) 
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可能なかぎり船上特有の構造物から距離を離した場所へアンテナを設置したことが、本実験におい
て船上での安定した PPP測位に繋がったと考える。 
次に、船上の実験で得られたデータと FIX解を比較するため横軸に GPS時刻、縦軸に FIX解との差
とし散布図を用いて分析を行った(図 1)。陸上定点測位実験や東京湾錨泊中の船上測位実験では、緯
度経度方向の差は直線的であり変動は少ない。一方、高さ方向では、緯度経度方向と比較すると FIX
解との差は小さいといえるものの変動がみられた。図 1 より、津名仮泊地錨泊中の船上においても、
緯度経度方向の差は直線的であり変動は少ないことに加え、高さ方向においても緯度経度方向と比
較すれば FIX 解との差は小さいとはいえるものの変動がみられた。この傾向は陸上の定点測位実験
や東京湾錨泊中の船上測位実験と同一であるため、津名仮泊地においても、安定した測位結果が得ら
れたといえる。Trimble社の基線解析ソフトから得られた全実験時間中における FIX 解の割合を FIX
率とすると、FIX 率は本実験において 99.7%であった。陸上と東京湾錨泊中の船上において、測位結
果は緯度方向が FIX解との差+0.2m 付近、経度方向が差-0.2m付近および高さ方向が差 0～0.2m 付近
と同じ傾向を示した。一方、津名仮泊地錨泊中の船上において、測位結果は緯度方向が FIX解との差
+0.1m付近、経度方向が差 0m 付近および高さ方向が差-0.2～0.2m となり変動がみられた。津名仮泊
地錨泊中の船上における測位結果は陸上定点や東京湾錨泊中の船上に比較し FIX 解との差が小さい
ことが分かる。更に、PPP 測位率は 100%であり OmniSTAR から送信される精密暦が全て受信できたこ
とから、錨泊中の船上では、船舶の動きによらず、PPPによる高精度測位は可能であるといえる。 
表 2に、津名仮泊地錨泊中の船上測位実験での PPPの測位精度を標準偏差、平均値および RMSにて
示す。PPPは解の収束に時間を要し、収束前の測位結果は不定となるため、本実験においては実験開
始後 30分を収束時間とした。そして、実験開始後 30 分から 24 時間測定したデータを用いて、標準
偏差・平均値・RMS を算出した。緯度方向の標準偏差では、本実験では 0.016m となり、東京湾錨泊
中の船上測位実験と同じ結果であった。一方、経度方向・高さ方向については東京湾錨泊中よりばら
つきが小さい場合もあれば大きい場合も見られるが、おおむね同じような結果となった。ただし、陸
上の定点測位実験に比較しばらつきはいずれも大きいことが分かる。すなわち、船上は陸上に比較し、
ばらつき(=標準偏差)が大きいことを示している。また、RMS 値は全方向とも陸上定点と東京湾錨泊
中の船上に比較し小さく、10cm 以内におさまっていることから、神戸沖で測定された系統誤差は東
京湾に比較し小さいといえるものの、数 cm 程度の系統誤差は発生していることが分かる。この系統
誤差は第 4章でも考察したように、PPPと RTKの測位法の差に起因すると考える。 
更なる分析を行うことを目的とし、横軸を経度方向の誤差、縦軸を緯度方向の誤差とし、図 2に津
表 2 OmniSTARによる PPPの測位精度(錨泊中の船上測位実験：津名仮泊地) 
実験 評価項目 
緯度方向 経度方向 高さ方向 
[m] [m] [m] 
OmniSTAR 
標準偏差 0.016 0.014 0.037 
平均値 0.087 -0.003 -0.002 
RMS 0.089 0.014 0.037 
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名仮泊地錨泊中の水平方向測位誤差分布を示す。陸上定点や東京湾錨泊中の船上では、集約した 1群
のみが確認され、いずれも第二象限に集中していたため、津名仮泊地錨泊中の船上においても、同じ
傾向がみられると予測していた。図 2より、津名仮泊地錨泊中の船上においても、集約した 1群のみ
は確認されたものの、集約した 1群は第二象限には集中せず、原点(0.0、0.0)より少し上部への集中
がみられた。これは、陸上や東京湾錨泊中の船上に比較し、系統誤差が小さくなったことが原因と推
察する。しかし、系統誤差は数 cm 程度発生しているため、系統誤差の発生原因を分析することが今
後の課題であるといえる。 
 
航行中の船上測位実験による検証 
 錨泊中の船上測位実験に加え、PPPに発生する系統誤差を検証するため、OmniSTAR から得られる精
密暦を用いて、神戸沖航行中の銀河丸で、2015 年 7 月 9 日、表 1 に示す実験機材・条件において 3
時間の測位実験を行った。本実験においても、第 4章で示したように、パソコン上でデータの記録を
行った。 
 本稿では、津名錨泊中の船上測位実験で得られた PPP 測位率および PPP と相対測位解との比較を
行うことで、航行中の船上における PPPの精度評価を行った。 
 PPP測位率は、実験で得られたデータ中における PPPフラグ(state_flag 5)が立っている割合とし
た。一方、相対測位解は、国土地理院提供の洲本電子基準点(兵庫県設置、受信機：Trimble NetR9、
アンテナ：TRM59800.80 GSI)の基準点(F3解)(2015年 7 月 8日計算)を使用し、Trimble社の基線解
 
図 2 水平方向測位誤差分布(錨泊中の船上測位実験：津名仮泊地) 
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析ソフトにより得られた RTK の FIX解を使用することとした。なお、洲本電子基準点では、使用衛星
は GPS、GLONASS、QZSSであり、BeiDouは使用していないことに加え、測位間隔は 30秒ごとである。
使用周波数、測位時間、測位モードおよび仰角マスクは PPPの測位条件(表 1)と同一とした。 
 PPP測位率は 100%であり、東京湾航行中と同じであった。本実験においてもアンテナを船橋上部の
フライングブリッジ(約 18m)に設置したことで、海面から適度な距離を保つことができたこと、可能
なかぎり船上特有の構造物から距離を離した場所へアンテナを設置したことが、本実験において船
上での安定した PPP測位に繋がったと考える。 
 次に、船上の実験で得られたデータと FIX解を比較するため横軸に GPS時刻、縦軸に FIX解との差
とし散布図を用いて分析を行った(図 3)。陸上定点測位実験や東京湾航行中の船上測位実験では、緯
度経度方向の差は直線的であり変動は少ない。一方、高さ方向では、緯度経度方向と比較すると FIX
解との差は小さいといえるものの変動がみられた。図 3 より、神戸沖航行中の船上においても、緯度
経度方向の差は直線的であり変動は少ないことに加え、高さ方向においても緯度経度方向と比較す
れば FIX 解との差は小さいとはいえるものの変動がみられた。この傾向は陸上の定点測位実験や東
京湾航行中の船上測位実験と同一であるため、神戸沖航行中においても、安定した測位結果が得られ
たといえる。Trimble社の基線解析ソフトから得られた全実験時間中における FIX解の割合を FIX率
とすると、FIX 率は本実験において 99.7%であった。東京湾航行中の船上での測位結果は緯度方向が
FIX解との差+0.2m付近、経度方向が差-0.2m付近および高さ方向が差 0～0.2m付近で推移していた。
一方、神戸沖航行中の船上での測位結果は緯度方向が FIX 解との差 0.1m程度、経度方向が差 0m付近
および高さ方向が差-0.2～0.2m となり変動がみられた。神戸沖航行中の船上における測位結果は陸
上定点や東京湾航行中の船上に比較し FIX 解との差が小さく、津名仮泊地錨泊中における FIX 解と
の差とほとんど同じ傾向を示していることが分かる。更に、PPP測位率は 100%であり OmniSTAR から
送信される精密暦が全て受信できたことから、航行中の船上でも、船舶の動きによらず、PPPによる
 
図 3 航行中の船上での相対測位解との比較(神戸沖) 
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高精度測位は可能であるといえる。 
表 3 に、神戸沖航行中の船上測位実験での PPP の測位精度を標準偏差、平均値および RMS にて示
す。PPPは解の収束に時間を要し、収束前の測位結果は不定となるため、本実験においては実験開始
後 30 分を収束時間とした。そして、実験開始後 30分から 24 時間測定したデータを用いて、標準偏
差・平均値・RMS を算出した。緯度方向の標準偏差では、本実験では 0.011m となり、陸上定点や東
京湾航行中の船上測位実験に比較しばらつきが小さいという結果であった。これは、経度方向・高さ
方向も同じ傾向を示した。さらに、津名仮泊地錨泊中の船上測位実験に比較してもばらつきが小さい
ことが分かる。すなわち、神戸沖航行中の船上は陸上や東京湾航行中、錨泊中の船上に比較し、ばら
つき(=標準偏差)が小さいことを示している。また、RMS 値は全方向とも陸上定点と東京湾航行中の
船上に比較し小さく、津名仮泊地錨泊中とは同じような値であったが、10cm 以内におさまっている
ことから、神戸沖で測定された系統誤差は東京湾に比較し小さいといえるものの、数 cm 程度の系統
表 3  OmniSTAR による PPPの測位精度(航行中の船上測位実験：神戸沖) 
実験 評価項目 
緯度方向 経度方向 高さ方向 
[m] [m] [m] 
OmniSTAR 
標準偏差 0.011 0.011 0.025 
平均値 0.090 -0.002 -0.033 
RMS 0.090 0.011 0.042 
 
 
図 4 水平方向測位誤差分布(航行中の船上測位実験：神戸沖) 
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誤差は発生していることが分かる。この系統誤差は第 4章でも考察したように、PPPと RTKの測位法
の差に起因すると考える。 
更なる分析を行うことを目的とし、横軸を経度方向の誤差、縦軸を緯度方向の誤差とし、図 4に神
戸沖航行中の水平方向測位誤差分布を示す。陸上定点や東京湾航行中の船上では、集約した 1群のみ
が確認され、いずれも第二象限に集中していたため、神戸沖航行中の船上においても、同じ傾向がみ
られると予測していた。図 4 より、神戸沖航行中の船上においても、集約した 1群のみは確認された
ものの、集約した 1 群は第二象限には集中せず、原点(0.0、0.0)より少し上部への集中がみられた。
これは、陸上や東京湾航行中の船上に比較し、系統誤差が小さくなったことが原因と推察する。津名
仮泊地錨泊中の船上測位においても、集約した 1群のみは確認されたものの、原点(0.0、0.0)より少
し上部への集中がみられたことから、神戸沖航行中の船上測位は津名仮泊地錨泊中の船上測位とほ
とんど同じ傾向を示していることが分かる。しかし、いずれも系統誤差は数 cm 程度発生しているた
め、系統誤差の発生原因を分析することが今後の課題であるといえる。 
 
参考文献 
(1) 高 須 知 二 ： 搬 送 波 位 相 測 定 値 に よ る 精 密 測 位 の 理 論 及 び 解 析 処 理 , 
http://gpspp.sakura.ne.jp/tutorial/html/gps_symp_2005_2.htm, 2016.8. 
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付録 3 精密暦で使用される座標系 
 
はじめに 
 2.2.1において、精密暦の仕組みや精度について議論したが、本付録では、精密暦を作成する際に
使用される座標系について、従来の単独測位で使用される航法メッセージ(エフェメリス)の座標系
と比較し説明する。 
 
精密暦で使用される座標系 
 IGSや MADOCAが提供する精密暦の座標系は ITRF(国際地球基準座標系：International Terrestrial 
以下、ITRF)によって与えられている(1)(2)。従来の単独測位では、各衛星からエフェメリスが送信さ
れるが、エフェメリス生成時に使用される座標系は衛星ごとに異なる。GPSは WGS84(世界測地系 84：
World Geodetic System 1984 以下、WGS84)に準拠する一方、ロシアの GLONASSは PZ-20(Parametry 
Zemli 1990 以下、PZ-90)に準拠し、QZSSは JGS(日本衛星測位測地系：Japan satellite navigation 
Geodetic System 以下、JGS)に準拠しているように、使用される座標系は衛星ごとに異なる(3)。し
かし、PZ-90は WGS84との変換パラメータより、地表で最大 10mの差があることに加え、40cmの差が
あると報告されている(3)。WGS84 は 1cm 程度の精度で一致している(3)ことを考えれば、GLONASS の航
法メッセージには誤差が生じているといえる。一方、JGS の場合、GPS との座標系オフセットは 2cm
以下であり、航法メッセージの誤差は小さい。しかし、衛星ごとのエフェメリス誤差は PPPのような
高精度測位には大きな影響があるため、正確な衛星軌道の推定が必要である。基本的には、全衛星と
も精密暦の座標系は ITRF で統一されており、ITRF の精度は mm 級であるため、精密暦の推定はどの
衛星においても正しく行われているといえる。 
 
参考文献 
(1) IGS : IGS Products, https://igscb.jpl.nasa.gov/components/prods.html, 2016.8. 
(2) 高須知二・遠藤邦治・中野将弥・三吉基之・河手香織・小暮聡：MADOCAによる PPP-AR機能の拡
張と評価, http://gpspp.sakura.ne.jp/paper2005/ukaren2015_ttaka_paper.pdf, 2016.8. 
(3) 国 土 地 理 院 ： 表 3-1  各 衛 星 系 の 準 拠 時 刻 系 及 び 座 標 系 の 一 覧 表 , 
http://www.gsi.go.jp/common/000070971.pdf, p.33, 2016.8. 
